


「Synthesiology − 構成学」発刊の趣旨

研究者による科学的な発見や発明が実際の社会に役立つまでに長い時間がかかったり、忘れ去られ葬られたり
してしまうことを、悪夢の時代、死の谷、と呼び、研究活動とその社会寄与との間に大きなギャップがあることが
認識されている（注 1）。これまで研究者は、優れた研究成果であれば誰かが拾い上げてくれて、いつか社会の中で
花開くことを期待して研究を行ってきたが、300 年あまりの近代科学の歴史を振り返れば分かるように、基礎研究
の成果が社会に活かされるまでに時間を要したり、埋没してしまうことが少なくない。また科学技術の領域がます
ます細分化された今日の状況では、基礎研究の成果を社会につなげることは一層容易ではなくなっている。

大きな社会投資によって得られた基礎研究の成果であっても、いわば自然淘汰にまかせたままでは、その成果
の社会還元を実現することは難しい。そのため、社会の側から研究成果を汲み上げてもらうという受動的な態度
ではなく、研究成果の可能性や限界を良く理解した研究者自身が研究側から積極的にこのギャップを埋める研究
活動（すなわち本格研究（注 2））を行うべきであると考える。

もちろん、これまでも研究者によって基礎研究の成果を社会に活かすための活動が行なわれてきた。しかし、
そのプロセスはノウハウとして個々の研究者の中に残るだけで、系統立てて記録して論じられることがなかった。
そのために、このような活動は社会における知として蓄積されずにきた。これまでの学術雑誌は、科学的発見といっ
た基礎研究（すなわち第 1 種基礎研究（注 3））の成果としての事実的知識を集積してきた。これに対して、研究成
果を社会に活かすために行うべきことを知として蓄積する、すなわち当為的知識を集積することを目的として、こ
こに新しい学術ジャーナルを発刊する。自然についての知の獲得というこれまでの科学に加えて、科学的知見や
技術を統合して社会に有益なものを構成するための学問を確立することが、持続的発展可能な社会に科学技術が
積極的に寄与するための車の両輪となろう。

この「Synthesiology」と名付けたジャーナルにおいては、成果を社会に活かそうとする研究活動を基礎研究（す
なわち第 2 種基礎研究（注 4））として捉え直し、その目標の設定と社会的価値を含めて、具体的なシナリオや研究
手順、また要素技術の構成・統合のプロセスが記述された論文を掲載する。どのようなアプローチをとれば社会
に活かす研究が実践できるのかを読者に伝え、共に議論するためのジャーナルである。そして、ジャーナルという
媒体の上で研究活動事例を集積して、研究者が社会に役立つ研究を効果的にかつ効率よく実施するための方法論
を確立することを目的とする。この論文をどのような観点で執筆するかについては、巻末の「編集の方針」に記載
したので参照されたい。

ジャーナル名は、統合や構成を意味する Synthesis と学を意味する -logy をつなげた造語である。研究成果の
社会還元を実現するためには、要素的技術をいかに統合して構成するかが重要であるという考えから Synthesis
という語を基とした。そして、構成的・統合的な研究活動の成果を蓄積することによってその論理や共通原理を見
いだす、という新しい学問の構築を目指していることを一語で表現するために、さらに今後の国際誌への展開も考
慮して、あえて英語で造語を行ない、「Synthesiology - 構成学」とした。

このジャーナルが社会に広まることで、研究開発の成果を迅速に社会に還元する原動力が強まり、社会の持続
的発展のための技術力の強化に資するとともに、社会における研究という営為の意義がより高まることを期待する。
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「悪夢の時代」は吉川弘之と歴史学者ヨセフ・ハトバニーが命名。「死の谷」は米国連邦議会 下院科学委員会副委員長であったバーノン・エーラーズが命名。
ハーバード大学名誉教授のルイス・ブランスコムはこのギャップのことを「ダーウィンの海」と呼んだ。
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1　はじめに
1.1　なぜ、今、自動細胞培養装置の開発が必要か？

近年、少子高齢化が進む中、がん、糖尿病、認知症等
の成人性疾患等に関して、これまで行われてきた薬剤投与
や人工物を用いた代替材料による対処療法には限界があ
り、新たな医療技術の開発が望まれている。その実現のた
めには進展著しい医療分野の多様な要素技術や研究成果

を、創薬や、これを支援する解析ツール、診断技術、医療
機器等の開発に応用する必要がある。そのためには、迅
速な実用化に向け、民間企業と臨床研究機関が一体となっ
て研究開発を行うことが重要である。

従来医療に代わり、次世代医療として期待される再生医
療、遺伝子・細胞医療は、細胞の増殖、分化等の能力を
利用して、患者自身または提供者の細胞を採取し、生体外

脇谷 滋之 1、田原 秀晃 2、中嶋 勝己 3、蓮沼 仁志 3、下平 滋隆 4、小野寺 雅史 5、植村 寿公 6 ＊

再生・細胞医療技術を生かした基礎研究と臨床応用の間の橋渡し研究の大きな障壁の一つとなっている臨床用細胞調製を飛躍的に
容易にすることを目標として研究を行った。川崎重工業が信州大学、産総研に設置し、すでに具体的評価を開始している世界初の細胞
培養ロボットシステム（MDX）の技術を基に、建設や運営の困難な専用の細胞調製施設（Cell Processing Center：CPC）を設置せず
とも高品質の細胞試薬を調製できる実用的な培養システム（Robotized – Cell Processing eXpert system；R-CPX）を開発した。この
開発を通じた多様な細胞医療の迅速な実現と世界標準品質の確立を目指した。

再生・細胞医療のための自動細胞培養システムの開発
−　高品質細胞製品を調製するロボットシステム　−

Shigeyuki Wakitani1, Hideaki Tahara2, Katsumi Nakashima3, Hitoshi Hasunuma3, 
Shigetaka Shimodaira4, Masahumi Onodera5 and Toshimasa Uemura6*

We carried out R&D in order to dramatically facilitate cell culture for clinical use, the difficulty of which had been a major hurdle in adapting 
basic research to clinical applications of cell therapy and regenerative medicine.  The world’s first robotized cell culture system (MDX) was 
developed by Kawasaki Heavy Industries, Ltd., and the systems were installed in Shinshu University and AIST.  Based on the technologies of 
the MDX system, we developed a novel cell culture system R-CPX (Robotized-Cell Processing eXpert system) which can produce high quality 
medical cell products.  This system does not need to be placed in a CPC (cell processing center), which is expensive to construct and difficult to 
manage.  We aimed to realize rapid progress of various cell therapies and production of medical cell products of global standard quality.
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で増殖や分化、あるいは遺伝子導入などによる操作を行
い、患者の疾患箇所に移植することにより疾患を治癒する
ことを目的とした医療であり、現在急速に普及しつつあり、
多くの実績が積まれている。国内では、自家培養表皮組
織を用いた皮膚再生医療が実用化（産業化）している。

生体から取り出した細胞の操作技術は、細胞増殖や分
化を制御する基礎研究レベルでの技術開発であるが、この
臨床応用や産業化を図るためには、基礎研究からの橋渡し
研究（Translational Research: TR）が必要である [1]。患
者自身から採取した（自家）細胞、または提供者から採取
した（同種）細胞を培養して得られる培養組織を製品とし
て扱い、安全性を担保し、その有効性を顧客である医師
や患者に品質保証する必要がある。細胞培養のプロセスで
は、細胞を採取する過程や細胞を増やす（増殖）過程での
細胞の植え継ぎ（継代）、また分化を誘導する過程等の細
胞加工（セルプロセッシング）が必要であり、病院内や企
業内に特別に設置された細胞調製施設（Cell Processing 
Center：CPC）において、熟練した作業者が、複雑な細
胞培養操作を行っているのが現状である（図 1A）。

CPC での細胞培養操作では、滅菌できない細胞や組織
を扱うことから、無菌環境の維持が重要であり、また、細
胞培養の過程において、クロスコンタミネーション（他人の
細胞が混ざることによる汚染）やヒューマンエラーは絶対に
許されない。このような観点から、CPC は、日本では、治
療行為は医師法に従うが、治療に使われる細胞・組織は、
薬の製造・品質基準である GMP（Good Manufacturing 
Practice：医薬品の製造にかかわる設備・工程管理・品質
管理に関する規則）を満足する必要がある。CPC の満足
すべき GMP の 3 原則は、①汚染および品質劣化の防止、
②人為的ミスの最小化、③高度な品質を保証するシステム、

である [1][2]。そのために、（1）無菌管理・バイオハザード対
策・クロスコンタミネーション防止、（2）取り違え防止、（3）
運営状況の文書化および記録維持等が不可欠である。現
在、国内でも多くの CPC が稼動しており再生医療の研究
開発が進められているが、以上述べた高いレベルの要件を
満たすための維持費用、さまざまな新しい医療技術への対
応の必要性からこれまでの CPC を使用した医療システムに
は限界があり、再生医療や細胞治療の産業化を見据えてさ
らに改良された GMP 準拠のシステムや機器の開発が切望
されている。3 原則の②、③は手作業にとって代わる自動
培養システムが重要であり、また 3 原則の①より、維持費
のかかるCPCの無菌環境を小型の装置により実現しグロー
ブボックスにより操作が行えるアイソレ―タシステムの開発
が行われている（図 1A）。今後、アイソレ―タを用いた手
作業による培養が普及すると考えられる。

この研究開発では、自動培養システムをさらに発展させ
るべく、アイソレ―タ内に培養システムを組み込み、種々の
用途に対応可能な、CPC 不要の R-CPX（Robotized-Cell 
Processing eXpert system）システムの開発を目的とし
ている。このシステムの開発により、再生医療の普及期
においては、中小企業のニーズとして CPC 不要の次世代
R-CPX を、中〜大企業のニーズとしてより低コストを実現し
た専用機により、安価で安全な再生医療の普及が実現で
きるものと期待できる。
1.2　目的、実施体制、研究開発の概要

この研究開発では、再生・細胞医療技術を生かした基
礎研究と臨床応用の間の橋渡し研究の大きな障壁の一つ
となっている臨床用細胞調製を飛躍的に容易にすることを
目標とした。図 1B にこのプロジェクトにおける技術項目と
その構成図を示す。川崎重工業株式会社（以下川崎重工

図1A　細胞調製システムのロードマップ 図1B　このプロジェクトにおける技術項目と構成図 
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と略す）は、信州大学、産業技術総合研究所（以下、産
総研と略す）に、すでに世界初の細胞培養ロボットシステ
ム（MDX；Medical Device Project X、図 2、図 3）を設
置した。以下、信州大学に設置したシステムを評価 1 号機、
産総研に設置したシステムを評価 2 号機と略す。信州大学
は CPC 内で再生医療のための細胞培養技術に、産総研
では、創薬開発等に用いるさまざまな細胞の培養に関して
多くの経験とノウハウを有している。川崎重工の細胞培養
ロボットは、細胞培養を行う熟練した技術者の手作業を、
そのままロボット（主にロボットアーム）の動きに置き換える
というコンセプトのもと設計しており、1 号機、2 号機にお
いて、信州大学、産総研の培養技術を導入、そして試験
することによって検証を進めた。得られた結果を基に、培
養システム R-CPX を開発することを目標として研究を進め
た。

再生・細胞医療は、新規性の高い治療法であり、現在
も急速な研究開発が進められている分野であるため、その
品質基準や機能要求は日々変化している。また、この手法
は広範な疾患に応用することのできるものであるため、調
製すべき最終産物（細胞）のみならず、その原材料となる
細胞や組織も多様なものとなる。よって、現在手作業とし
てすでに確立されている一つのプロトコルにおける細胞培
養関連技術を、単にロボット・システムに移植する努力をす
るのみでは全く不十分である。そこで、多様な作業の代表
的な工程を含む二つの異なる具体的なプロジェクトを選択
し、それらを実際に進行させることを軸として開発を進め
た。開発する再生･ 細胞医療プロジェクトとしては、「ヒト
骨髄由来間葉系幹細胞を用いた軟骨再生のための培養法
の確立」（評価 1 号機）、および、「遺伝子治療臨床治療の
ためのウイルス産生細胞の評価」（評価 2 号機）を選択し
た。これらは、本事業担当者が十分な実績を持つ分野の
プロジェクトであるため、これらの臨床試験に用いる細胞

試薬に関して、既存の CPC を用いた手作業用の標準作業
工程（Standard Operating Procedures; SOP）を確立し
た。そして、この SOP に従って実際の試薬を調製し品質
検証を行った。これらの研究と並行して、

（ⅰ）過酸化水素による R-CPX 内の滅菌機構
（ⅱ）多様な使用用途に応えるために、すべてをロボット化

せず、専用パスボックスを開発することによるヒト介入
機構の導入

（ⅲ）1 台のクリーンロボットでは実現できなかった 2 台の
クリーンロボットによる効率化

を主な技術項目として、CPCを使用することなくR-CPXのみ
にて円滑に実行できるハードを構築した。特にロボット化
部分は現存のMDXを用いて検証実験を行い、将来的には
手作業のほとんどが自動化可能となるものを目指した。

以上の目的にそって、以下の 5 つの研究項目を挙げ、研
究開発を行った。
① GMP基準R-CPXの開発
② R-CPXを用いた再生医療の確立と評価
③ R-CPXを用いた遺伝子治療用ベクター産生法の検討
④ 標準作業手順SOPの開発
⑤ 評価機による培養評価

これらのうち、装置開発の直接関係する①、④、⑤につ
いて詳しく述べる。

2　GMP基準R-CPXの開発
2.1　R-CPX設計の基本概念

R-CPX の実現に欠かせない、汚染防止機能や人介入機
構を開発し、それに基づきR-CPX 全体構成の開発を行っ
た。汚染防止としては、まず P2 に対応できるように内部を
陽圧 / 陰圧に制御できる換気機能を試作機を用いて検証
し性能を確認した。次に、滅菌機能では比較検討の結果、
過酸化水素蒸気による滅菌を採用し、滅菌性能を確認す

図2　MDX評価1号機（信州大学設置）（再生医療用） 図3　MDX評価2号機（産業技術総合研究所設置）（創薬用）
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る各種試験を実施し R-CPX の設計に必要な基本データを
得た。人介入機構では、ロボットとの協調作業となるため
インターロック機構を考案し、また装置内部が陰圧の場合
でも作業操作性が低下しないようにグローブのフィット機構
を考案し、試作機にて検証した。

評価 1 号機、および創薬用に開発され産総研に設置さ
れた評価 2 号機およびこれらの検討結果から、R-CPX の
全体構成を検討し、装置仕様を確定し概略図面を完成さ
せた。ピペットの挿入試験、培養器具の操作性向上試験、
ピペッタの脱着試験、など検証が必要なものは試作機によ
る試験を行い、性能を確認した。さらに、過酸化水素蒸
気による滅菌性能やメンテナンス性の向上のために、シン
プルな構造とし画像処理による環境認識技術の検証を行っ
た。

さらに、R-CPX の詳細設計を行い、過酸化水素蒸気の
発生装置は方式を見直した後、試作機を完成した。過酸
化水素によるパスボックスと装置内部の滅菌と、これまで
の試作機 1 号機や 2 号機にはなかった 2 台のクリーンロ
ボットによる培養操作（図 4）を実現し、性能試験を行い、
確認した。また、評価 1 号機については、信州大学での
培養試験によって確認されたハードウエアの問題点を改良
し、自動培養 SOP の見直しを実施した上、同一ドナーお
よび同一時期で、手培養との並行培養評価を実施した。
2.2　GMP基準の汚染防止法の開発

汚染防止として、求められる機能は以下の 4 項目である。
（a）外部から装置内部を汚染しないこと。
（b）外部と装置の間の入出庫時に装置内部を汚染しない

こと。
（c）装置内で異なる検体を扱う場合、交差汚染を起こさな

いこと。
（d）遺伝子治療用の培養等に対応し、装置内部から、外部

を汚染しないこと。

この 4 項目の機能を実現するため、R-CPX では、パス
ボックスを含めた装置内の滅菌機能と装置内を陽圧 / 陰圧
両方に制御できる換気機能を持たせた。滅菌機能に関して
は、汚染の可能性のある場所の滅菌ができることが求めら
れる。R-CPX では、内部装備品へのダメージが少なく、
比較的、滅菌時間も短い過酸化水素蒸気滅菌を採用した。
過酸化水素蒸気滅菌は、製薬や医療研究用途のアイソレー
タ内の滅菌用としても使われており、適切な条件を設定し
て使用すれば、十分な滅菌性能を発揮すると考えられる。

過酸化水素蒸気滅菌は、過酸化水素蒸気に触れた対象
表面が滅菌される。それゆえ、蒸気が対象表面に十分に
到達するかどうかが課題となる。そのため、複雑な構造物
の内部、狭い隙間は蒸気が十分に到達しないかもしれない
という懸念があるため、対象の構造体はシンプルな構造と
するとともに、隙間やネジ部の存在は避けられないため、
それらの滅菌確認を行った。滅菌工程終了後、バイオイン
ジケータによる滅菌性の確認試験を行ったところ高い滅菌
能を示す結果を得た。

以前の装置（評価 1 号機、評価 2 号機）にない R-CPX
の特徴の一つが人介入機構であり、グローブボックスを用
いて行われる（図 5）。このグローブは、ロボットが行う培
養操作の一部を代替することになるので、グローブによる
人介入の作業場所は、ロボットが届く範囲であり、かつ培
養作業を行うロボットの動作範囲内の一部のうち、装置正
面側の人がアクセスしやすい面を割り当てた。また、使用
するグローブは、過酸化水素蒸気に暴露され、かつ、外
部との間に圧力差（150 Pa 〜−50 Pa 程度）があるため、
材質が限られ作業性が悪い。特に、装置の内部を陰圧に
した場合、そのままでは、グローブが膨らんでしまい、作
業者の手にフィットしない。そこで、作業者の手に密着し、
作業性を向上させる仕組みを考案した。構造としては、図
6 に示すように、作業者の上腕部分にリング状の密着部を

図4　ロボットと回転作業台の配置 図5　過酸化水素蒸気滅菌対応のグローブ
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設置し、密着部にエアー供給して密着させ、密着部から先
の空間に対してエアー吸引を行うことで、グローブを作業
者の手に密着できるように設計した。
2.3　R-CPXの基本構成

ここまで検討してきた汚染防止法と人介入機構を装備
し、汚染の可能性のある箇所をできるだけ少なく、シンプ
ルにし、手培養にできるだけ近い形で、自動化する機構を
検討した。信州大に設置した評価 1 号機と産総研に設置
した評価 2 号機での作業性を検討比較し、以下のように基
本構成を決定した。
（a）構造が複雑になる自動機械の使用を減らし、主体を

2台のクリーンロボットとし、1台が主に搬送を行うロ
ボット（搬送ロボット）、他方が主に培養操作を行うロ
ボット（作業ロボット）とする。

（b）ネジ式キャップの開閉にキャッパーを使わなくて済むよ
う、ワンタッチ式キャップを用いる。

（c）ピペッタは、シリンジポンプとチューブで連結する方式
をやめ、作業者が使うピペッタと同様の独立したもの
とし、ピペットを作業ごとに交換し、一連の培養作業ご
とにピペッタを外部に取り出し滅菌する。

（d）センサーの多用は機構を複雑化するので、離れた場所
からの視覚により代替可能な部分は、TVカメラから
の映像をセンサーとして使用し、画像処理して認識す
る。

（e）培養容器は手作業による培養で使用例の多いT型フラ
スコとする。

（f）インキュベータや冷蔵庫の扉はシリンダによる開閉式と
せず、ロボットが開閉する方式とする。

（g）作業ロボットを中心として、リング状に培養操作の作
業台を設置し、作業台の回転量を制御できるようにす
る。この回転作業台が移動することで、設置された培
養容器に対する作業ロボットに装着したピペットで行
う培養作業の領域を限定することができる。

（h）培地や薬液の容器を遠沈管に共通化し、空になった
容器を液体廃棄用容器として用いる。

（i）各ロボットの手先には、ハンド機構を設置し、容器の把
持だけでなく、作業ロボットに装着するピペッタの操作
も行う。

（j）インキュベータ以外の保管庫（常温保管庫、冷蔵保管
庫）は、滅菌しやすさを考慮して奥行きの少ない凹形
状とする。

この基本構成のもとに R-CPX システムを構築した。全
体図と完成した装置の各主要構成部の写真を図 7、図 8 に
示す。

3　標準作業手順SOPの開発
手作業による培養の場合の SOP は標準の手順書であ

り、ある程度の技量を持った作業者が、その手順書を見て
作業すれば、同じ結果が得られる手順書である。それを、
自動培養に置き換えた場合 4 つの部分から構成される。
（a）手作業による培養と同じ作業が自動培養でも必要な

作業：培地の調製やコラーゲンへの播種等
（b）手作業による培養では不要だが自動培養で必要な作

業：消耗品のパッキング等
（c）自動培養装置の操作する作業：消耗品の入庫、検査用

サンプルの出庫等
（d）自動培養装置の動作

このうち、重要になるのは、（d）である。自動培養装
置による動作は、すべて、作業者が行う動作と同じにはな

図7　R-CPX全体図（上図）および完成写真（下図）

右筐体中筐体パスボックス

換気システム

P

P

図6　グローブのフィット機構
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らない。例えば、初代培養直後の培地交換では、骨髄液
中に含まれていた血球成分が残っており、培地交換の前に
ディッシュを揺動させ、血球成分を上清中にできるだけ浮
遊させてから上清廃棄を行う。作業者は揺動の加減を目で
見て行うが、装置ではできない。あらかじめ、揺動の方法
を決めておく必要がある。そのため、揺動の強度や回数を
実験的に比較し、決定した。図 9（左）は、当初の揺動
条件での培地交換後のディッシュで、赤色を帯びており、
血球成分が残っている。揺動条件を修正した結果、目で
見て、培地交換後のディッシュに赤色は見られなくなり、
図 9（中央、右）に示すように、顕微鏡観察においても、
血球成分は、ほとんど、見られなくなった。

以上の基本概念のもとに、軟骨再生用自動培養 SOP の
開発および遺伝子治療用自動培養 SOP の開発を行った。

手作業による培養の SOP は、同一施設でも作業者によ
り手法が異なる、記録が正確に残らない、引き継ぎが難し
い、製造物の品質が安定しない、などの問題点がある。

今回、自動培養用の SOP 開発を前提として手作業による
培養の SOP を見なおし、曖昧であったり科学的根拠の乏
しい点に検討を加えこれらを明確にした。さらに、手作
業による培養から自動培養 SOP への変換の考え方を整理
し、自動培養 SOP を開発した。手作業による培養のすべ
てをそのまま自動化できる訳ではないので、その際の考え
方も整理した。これらの作業を通じて、手作業による培養
の SOP および自動培養 SOP の標準化をどのように実現す
れば良いかが明らかとなった。

4　評価機による培養評価
R-CPX の培養対象は、再生医療用の間葉系幹細胞のみ

ではなく、遺伝子治療用のウイルス産生細胞や各種臨床研
究用途で使われる多様な細胞が対象となる。間葉系幹細
胞の培養評価は、評価 1 号機で行った。評価 2 号機では、
間葉系幹細胞以外の接着系細胞を対象とした。

図9　初代培養直後のディッシュ（培地交換後も赤色を帯びる）（左）、揺動方法改良の効果の顕
微鏡写真での比較（中央：改良前、右：改良後）

（4）パスボックス（3）中筐体中央部の回転作業台

（2）右筐体内部と搬送ロボット（1）中筐体内部と作業ロボット

図8　R-CPXの主要構成部の写真
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4.1　信州大設置評価1号機の概要
評価 1 号機は、再生医療用の間葉系幹細胞を培養し、

臨床研究に使用する目的で、信州大学附属病院内の CPC
に設置した。臨床研究に使用するには、厚生労働省が施
行した「ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針」に基
づく承認を得る必要があり、臨床研究に使用できるレベル
で培養評価を行っている。

評価 1 号機は、以下のような特長を持つ。
（a）骨髄液をスタートとして培養し、軟骨再生に必要な量

の間葉系幹細胞を培養し、細胞懸濁液として提供す
る。

（b）装置はクリーン度100,000の管理区域に置かれ、装置
内はクリーン度100の無菌空間を維持する。

（c）消耗品や細胞の入出庫にはグローブボックスを用い、
滅菌梱包を用いることで、内部の汚染を防止する。

（d）装置内で、初代培養、培地交換、継代培養、細胞回
収、細胞観察が全自動で行える。培養操作の主体はク
リーンロボットである。また、検査用のサンプル作成が
可能である。

（e）培養操作の工程管理はコンピューターで行われ、スケ
ジューリングが自由に行えるだけでなく、すべての動作
履歴が記録される。

（f）装置内に保管設備を持ち、消耗品は常温保管庫、薬剤
は冷蔵庫に保管され、培養操作時に、完全無人で運転
が可能である。

（g）遠隔監視機能を持ち、CPC内の端末と同じ情報を遠
隔から監視できるとともに、装置内の映像も確認可能
である。

4.2　評価1号機による細胞培養方法、評価方法の概要
手作業による培養の Dry Run（培養した細胞をドナーに

移植しない培養）と並行し、同一ドナーの骨髄細胞の培
養を自動培養 Dry Runとして実施した。培地も、手作業
Dry Runで使用するものと同一のもので、ドナーの自己血
清から調製したものである。評価は、継代と細胞回収時
に、無菌試験およびエンドトキシン、マイコプラズマの品質
検査を行うと共に、細胞数および表面抗原の解析を行い、
得られた細胞中の間葉系細胞と思われる細胞の割合を求
めた。評価は、ドナー由来の骨髄液 9 mlに換算した場合、
培養期間 3 週間以内で培養細胞総数が 107 個以上、かつ、
回収された細胞の内、90 ％以上間葉系幹細胞のマーカー
陽性の細胞が純度 80 % 以上で回収でき、細胞試薬の製
品標準とした。

全 5 回の自動培養 Dry Run によって、合格レベルに達
する培養が行えるようになった。初代培養時の骨髄上清で
は、無菌試験陰性（2 週間培養）およびエンドトキシン 0.1 

EU/ml 未満であった。自動培養による継代および細胞回
収時の品質検査では、無菌試験陰性（2 週間培養）および
エンドトキシン 0.1 EU/ml 未満、マイコプラズマ陰性を確
認し、培養工程における病原汚染を認めなかった。また、
自動培養 SOP および装置の改良とともに 5 回目の Dry 
Run においては、製品標準の適格性を示し、純度、特異
度ともに高品質な間葉系細胞試薬が作製された。品質保証
された間葉系細胞が作製されたことから、自動培養 SOP
の妥当性が評価された。
4.3　産総研設置評価2号機の概要

評価 2 号機は、創薬をはじめとする非臨床の研究用途
を目的に作られた細胞自動培養装置であり、以下のような
特長を持つ。

（a）手作業による培養をそのまま自動化
培地交換、継代、細胞回収、細胞観察という手作業
で行っていた一連の手法を、そのまま、自動化している。

（b）多様な細胞への対応
一般的な培養操作がプログラム化され、継代時の剥
離時間、薬液の量や吐出速度等、多くのパラメータを
ユーザーが決められる。

（c）画像認識による培養支援
画像処理装置を装備し、装置内で細胞観察、自動記
録も行える。細胞占有率の表示、自動記録が可能。

（d）培養スケジューリング機能
毎回の培養操作が自由にスケジューリングできる。

（e）細胞品質の安定性 / 均一性
自動操作による培養作業のため、培養性能 / 品質の
安定性、均一性が実現できる。

（f）汚染防止
装置内はクリーン度 100、操作はクリーンロボットが行
うので、培養する細胞への汚染が防止できる。アルコー
ル自動噴霧による除染機能を装備し、交差汚染を防ぐ。

（g）コンパクトなサイズ
装置は幅約3 m、奥行約1 m、高さ約2 mで構成される。

4.4　評価2号機による細胞培養方法、評価方法の概要
R-CPX の培養対象は、再生医療用の間葉系幹細胞のみ

ではなく、遺伝子治療用のウイルス産生細胞や各種臨床研
究用途で使われる多様な細胞が対象となる。評価 2 号機
では、間葉系幹細胞以外の細胞を対象とし、できるだけ
広範な細胞種をその評価の対象とした。評価方法は接着
系細胞を対象に評価し、遺伝子治療用のウイルス産生細
胞に関しては、ウイルス同様培養上清中にタンパク成分を
分泌するサイトカイン産生細胞をその評価系細胞として用い
た。
4.4.1　広範な接着性細胞の培養評価
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このシステムでは接着性の細胞を自動培養することが主
目的であるが、接着細胞といっても、その接着性は細胞種
により大きく異なる。評価した細胞株は、HeLa、NIH3T3
など 13 種類であり、これら培養パラメーターは、手作業に
よる培養によって安定して培養可能な初期細胞数、継代頻
度、希釈率をあらかじめ決定し、その結果を基に評価機
2 号機での微調整を行うことで決定し良好な結果を得た。
293 gp/mIL2 など、細胞接着性が弱い細胞では、PBS や
培地の（ピペットからの）吐出速度の検討を行った。図 10
に吐出速度 3、1、0.3、0.1 ml/sec における細胞剥離状況
を示す。至適吐出速度は 0.3-1 ml/sec であった。また、
PC-12 のような剥離しにくい細胞の場合、初期設定より剥
離時間を長くし、また、タッピング回数を増やすことで剥
離率を改善する工夫を行った。このように、細胞の特徴を
考慮した培養パラメーター設定により、広範な細胞の自動
培養が可能となった。
4.4.2　遺伝子治療臨床研究を想定したウイルス産生細
胞の培養評価

遺伝子治療で用いられるレトロウイルスは、P2 レベル拡
散防止措置を必要とするため、装置を密閉構造とし、か
つ、装置外に対し陰圧とすることで内部にウイルスを封じ
込めることが必要であるが、評価段階では組み換え体レト
ロウイルス作業工程とおよそ同一である分泌タンパク質を
放出する細胞株を用いた検討で十分で、実際にウイルス上
清の回収が可能かどうかを評価した。使用した細胞株は
NIH3T3/mIL2 である。遺伝子導入により、培養上清中に
mIL2 を放出するようにした細胞である。自動培養による
回収性能を評価するために、細胞播種後 34 時間、58 時間、
82 時間後に培養上清を回収し手作業による培養と比較し
た。培養上清に含まれる mIL2 濃度を定量し、自動培養
と手作業による培養で同等な濃度の培養上清を得ることが
できた。以上行った評価試験結果から、自動培養装置が
手作業による培養とおよそ同等の安定した細胞培養が可
能であり、細胞に一定の条件を必要とする細胞においても
微細な培養パラメーターを設定することで培養可能になっ
た。

5　手作業による培養から自動培養へ
このシステムは、熟練した技術者が手作業で行ってう

まくいく作業を、ロボットアームの動作に置き換えるとい
うコンセプトで開発を進めた。熟練した技術者は、その
経験により、その一つ一つの作業を、主には培養顕微
鏡で観察しながら細胞に対し最適な条件で操作を行う。
そこに SOP が存在し、それをもとに機械が行う作業が
プログラム化される。しかし、この経験により培われた
無意識の操作を機械に無条件に導入するのは困難である。
剥がれやすい細胞に対し、ソフトに培地をピペットから吹
き付ける、剥がれにくい細胞には、強く培地を吹き付け、
ときにはタッピング（たたく動作）を行う。同じ細胞であっ
ても、微妙な条件の違いによって、その接着性、増殖性は
微妙に異なってくる。その違いによらず、一つの作業（細
胞を剥がす、細胞がはがれずに培地交換をするなど）を完
全にこなすには、最適条件よりも強い条件で、しかも問題
の生じない条件を SOPとして採用する必要がある。そこに
SOP の決定の難しさがある。細胞培養を行うCO2 インキュ
ベータのドアの開閉は、あまり長く開けないように初心者は
指導される。熟練した技術者はそれを無意識に行う。無意
識を無視して SOP を作ってしまうと、ドアが開いている時
間が長すぎて、インキュベータ内の CO2 濃度が変化してし
まい、培養に影響が出てしまう。最初それに気づかず、自
動培養で手培養より悪い結果が得られ困った時期もあった
が、ドアの開閉のタイミングを調整することにより改善され
た。人による作業のプロトコールには書かれていない無意
識の作業を、いかに SOP に反映させるかが、自動化にお
ける難しさの一つであった。

6　まとめ
CPC 不要の高品質の細胞試薬を調製できる実用的な培

養システム（Robotized–Cell Processing eXpert system；
R-CPX）を開発した。R-CPX では、GMP 基準汚染防止
機構、2 台のクリーンロボットによる作業、種々の使用用
途に対応できる柔軟な構造が特徴である。

図10　吐出速度と細胞剥離の関係（293 gp/mIL2細胞）

1 ml/sec 0.1 ml/sec0.3 ml/sec3 ml/sec
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7　今後あるべき研究体制と課題
この開発を通じて、装置開発に限らず、多様な再生・細

胞医療の迅速な実現を目指した。この研究分担者が十分
な研究実績を持ち、かつ臨床研究が 50 症例以上と豊富な
実績を有する関節軟骨再生医療や、我が国では約 40 症例
の実績を有する骨髄間葉系幹細胞等を用いた顎骨再生を
含む歯周組織再生医療、を初期の対象疾患としている。
R-CPXシステムにより、この対象疾患に適用できるならば、
同じ細胞ソースを利用する脳神経・心筋・脊髄等の「生活
習慣病等に由来する難治性疾患」の再生・細胞医療につ
いても探索的臨床試験とその後の事業化に向けての治験
の実行を格段に容易とすることができる。

この研究開発は、これまでの研究機関ごと、疾患ごとに
バラバラに進められて来たことによる弊害を打破するため
に、図 11 に示す「R-CPXシステム開発センター」構想を実
現すべく推進した。

この研究開発の推進を通じて、我が国を代表する研究者

国内の中核
医療機関

臨床研究臨床研究

適用拡大

企業治験

普及

医薬品
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総合機構
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とのネットワークが形成されている。また、実用化・事業化
のためには、産業界との連携も不可欠である。再生・細胞
医療の実現には、細胞調製事業者の役割が大きく、各分
野の専門家の人材の厚みが大きく、資金力に富んだ有力企
業の参画が不可欠である。この点においても、この研究開
発の進展とともに協力体制が構築されて来ている。

また、細胞調製事業者が細胞を調製する上で手作業に
よる培養に頼ったのでは事業化できないのは自明のことで
あり、各事業者とも自動培養装置の開発を望んでいる。そ
のためには、装置を構成するさまざまな技術を有する企業
コンソーシアムの形成が必要となる。
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瞭然で理解できる構成図を作成することを勧めます。さらに、全般に
わたって骨子と細部に関する技術が混在しており、読みづらい記述と
なっています。特に、評価 1 号機による細胞培養方法、評価方法、
評価 2 号機の接着性細胞の培養評価に関する記述は必要最低限の
分量に縮小することを勧めます。

回答（植村 壽公）
このプロジェクトは多方面からの技術開発が統合したプロジェクト

であるため、記述に統一性を持たせることが困難であり、全般にわたっ
て読者にとってわかりにくい記述になっていました。まず、1.はじめに、
1.1 なぜ今、自動培養装置の開発が必要か？、1.2 目的、実施体制、
研究開発の概要を大幅に書き換えました。また、細胞調製システム
の開発ロードマップを参考に、従来技術と今回の開発技術の相関関
係を示す技術項目の構成図を図 1B として追加しました。

議論2　医薬品の製造にかかわる設備、工程管理、品質管理に関
する規則GMP
質問・コメント（久保 泰）

GMP に関しては、その承認も含め、いかにこの機器に高い衛生・
品質のレベルが求められるかを読者に理解してもらうために解説が必
要です。

回答（植村 壽公）
GMP に関して、特に CPC に求められる GMP に関して 1 章に解

説を加えました。

議論3　開発過程での失敗事例や試行錯誤
質問・コメント（久保 泰）

開発課程での失敗事例や試行錯誤、企業や臨床現場からの改善
要請の例があれば論文の中で触れてもらうことは Synthesiology の
視野に入っています。あれば論文中に盛り込んでください。

回答（植村 壽公）
苦労話を一つ、新たに 5 章として、「手作業による培養から自動培

養への飛躍」を設けて記述しました。

議論4　連名著者および各研究機関の貢献
質問・コメント（清水 敏美）

それぞれの技術要素に対する今回、列挙されている各著者および
研究機関の役割と貢献を論文中、簡単に紹介してください。

回答（植村 壽公）
連名著者の数は一見多いように見えますが、実際にこのプロジェク

トに寄与したメンバーの数はその 5 倍以上であり、記載した各著者は
その中心人物です。このプロジェクトにおいて川崎重工業は企業のミッ
ションとして装置作りを担当し参加しました。他の機関は組織と言う
より個人が重要と考えます。各組織の役割やミッションは重要ではな
く、他の誰もが持っていない技術を有しているその人の経験、技術
が役割であり、ミッションであるとお考えください。著者紹介に各著
者の執筆章を記述しましたので、その著者の貢献がプロジェクトのど
の部分に相当するかが理解できると思います。

議論5　産総研の技術的貢献と役割、特徴と優位性
質問・コメント（清水 敏美）

このプロジェクトにおける産総研のコア技術の内容と特徴を明確に
記述してください。特に、評価 1 号機と 2 号機がそれぞれ、信州大
学と産総研に設置されています。しかし、それぞれの評価機に対し
て産総研の技術的な貢献や役割、その特徴と優位性に関して記述を
お願いします。

回答（植村 壽公）
産総研の技術的な貢献は一言で言えば、細胞培養に関する経験で

あると言えます。本自動培養システムは、熟練した技術者が手作業
で行う動作と同様の作業を、ロボット、主にロボットアームが行うと
いうコンセプトの元に設計しました。その際に必要であったヒトの動
きを、産総研に設置した評価 2 号機にプログラミングしながら動作
確認をすることにより完成に導くことができたと言えます。特に、知
的財産が関連した訳ではありませんが、とても重要な貢献をしたと考
えています。
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1　冷媒物質の変遷と「次世代冷媒」
空調機器の冷媒として用いられる物質はこれまで大きく

分けて4 つの世代を変遷してきている [1]。
第 1 世代（1830 年～ 1930 年代）では冷凍システムが「機

能する」ことが第一に考えられたため、冷媒には毒性や可
燃性、腐食性のある物質でも機能を優先して使用された。
第 2 世代（1931 年～ 1990 年代）では「安全性や化学的安
定性」が追求され、クロロフルオロカーボン（CFC）やハ
イドロクロロフルオロカーボン（HCFC）等が導入された。
第 3 世代（1990 年～ 2010 年代）では、「オゾン層破壊防
止」のため、塩素を全く含まないハイドロフルオロカーボ

ン（HFC）が導入された。第 4 世代（2010 年～）では、
「温暖化防止」のため HFC 等のように高い地球温暖化係
数（GWP）用語 1 を持たず、また CFC のようにオゾン層破壊
に寄与しない冷媒の追求が開始された。現在は第 3 世代
から第 4 世代の過渡期ということになる。第 4 世代に属す
る新たな冷媒をここでは「次世代冷媒」と呼ぶ。

2　次世代冷媒に求められる要件のトレードオフ関係
リスクトレードオフとは、ある種のリスクを低減させるこ

とにより別種のリスクが生じることである。次世代冷媒に
は地球温暖化係数（GWP）の低減が求められているが、

梶原 秀夫

現行の空調機器の冷媒は地球温暖化係数（GWP）が高いため、R-1234yfをはじめとした、よりGWPの低い物質が次世代冷媒候補と
して検討されている。しかし低GWP物質は相対的に化学反応性が高く、燃焼性、有害性、分解物生成、省エネ性能低下によるCO2排
出量増加の側面ではリスクを高める可能性、すなわちリスクトレードオフの可能性がある。この研究では（1）環境特性、（2）燃焼特性、
（3）有害性、（4）温室効果ガス排出量、（5）実装可能性の5項目から構成されるリスクトレードオフ評価の枠組みを提示し、絞り込み
過程を明示しながら次世代低GWP冷媒物質の選定を行った。リスクトレードオフを考慮した意思決定において、複数の評価項目の組
み合わせ方と評価基準を明示することが重要であることを示した。これにより、意思決定に必要なデータの迅速な把握と、社会情勢に
柔軟に対応した意思決定が可能となった。

リスクトレードオフを考慮した次世代低GWP冷媒の選定
−　R-1234yfに対するリスクトレードオフ評価　−

Hideo Kajihara

Because the refrigerants currently used in air-conditioners have high global-warming-potentials (GWP), substances with lower GWPs, such 
as R-1234yf, are considered to be candidates for next-generation refrigerants. However, low-GWP substances often have comparatively 
high chemical reactivity and may carry increased risks of combustibility, toxicity, generation of degraded products, and increased CO2 
emission caused by poor energy-saving performance. Therefore, a possible risk trade-off exists between currently used refrigerants 
and those with low-GWPs. In this research, I proposed a framework for evaluating this trade-off in the following five categories: (1) 
environmental characteristics; (2) combustion characteristics; (3) toxicity; (4) volume of greenhouse gas emissions; and (5) applicability to 
air-conditioning equipment. I then selected substances well suited as next-generation refrigerants in accordance with a specific screening 
process. I showed the importance of clearly specifying the combination of a number of end points and assessment criteria in the process 
of decision-making based on risk trade-off. This method yielded a rapid understanding of the necessary data, as well as flexible decision-
making that is relevant to social conditions. 
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多くの場合、GWP の小さい物質は化学反応性が相対的に
高い。すなわち、GWP を小さくするためには赤外吸収係
数を小さくするか、大気寿命を短くする必要があるが、後
者の場合は大気中での反応性が高いことを意味している。
よって GWP の小さい物質を選択することで、逆に燃焼性、
有害性、分解物生成、省エネ性能（空調機器使用時のエ
ネルギー使用量）の側面ではリスクを高める、すなわちリ
スクトレードオフの可能性がある。

現在、次世代冷媒に求められる要件は下記の 5 つにまと
めることができる。
1.オゾン層破壊に寄与せず（オゾン破壊係数（ODP）=0）、
またGWPも十分に小さいこと。【環境特性】
2.可燃性が小さくリスク管理が可能な範囲にある、もしくは
不燃であること。【燃焼特性】
3.物質としての毒性（有害性）が低いこと。【有害性】
4.冷媒としての熱サイクル的性能（省エネ性能）に優れるこ
と。【省エネ性能】
5.冷媒を実際の空調機器に装填・使用する際に問題が生じ
ないこと。【実装可能性】

このような背景から、この研究の目的は HFC に代わる
低 GWP 次世代冷媒の導入にあたって重要となる上記 5 項
目について、リスクトレードオフの観点から評価を実施する
ことである。

3　次世代冷媒の開発状況
冷凍空調機器別の温暖化への影響を冷媒排出量推計値

（2010 年度値、CO2 換算量）で比較すると、全体では 1,710
万トン-CO2 であり、内訳は業務用冷凍空調機器が 1,130
万トン-CO2（66 %）、家庭用空調機器が 290 万トン-CO2（17 
%）、自動車用空調機器が 250 万トン-CO2（15 %）、家庭
用冷蔵庫が 40 万トン-CO2（2 %）である [2]。

自動車用空調機器用途での低 GWP 冷媒の検討は、他
用途よりも先行して行われている。特に R-1234yfとよばれ
るオレフィン系の化合物である 2,3,3,3- テトラフルオロプロ
ペン（CH2=CFCF3）は、GWP=4 とされるためにとても有
力な次世代冷媒候補と目されている [3]（冷媒の略称につい
ては用語 2 も参照されたい）。

R-1234yf は自動車用空調機器用の現行冷媒である
R-134a に対する有力な代替候補物質であるが、定置型空
調機器用の現行冷媒（R-410a 等）は R-134a に比べ冷媒と
しての性能が高い（空調機器運転時のエネルギー使用量
が小さい）ため、次世代冷媒にも高い冷媒性能が求められ
る。すなわち、定置型空調機器用冷媒を代替する際には、
自動車用空調機器用冷媒を代替する場合に比べ、空調機
器運転時のエネルギー使用量増大の問題が生じやすい。

また、定置型空調機器では業務用機器に比べ家庭用機
器は機器寿命が短いため、低 GWP 冷媒への代替による
温室効果ガス排出削減効果が早期に現れると考えられ、
家庭用機器での検討結果は、業務用機器での検討にも活
用できると期待される。このような背景を踏まえて、この研
究では家庭用空調機器を対象に、機器運転時のエネルギー
使用量の変化も注視しながら、リスクトレードオフを考慮し
て、次世代低 GWP 冷媒物質の評価と選定を行った。

4　リスクトレードオフを考慮した次世代冷媒の選定方法
燃焼性、有害性、温暖化等異なるリスク評価項目が存

在するときに最適な物質を選択するためには、各項目での
リスクを統一的なリスク尺度で定量化した上で、その合計
が最小となるような物質を選択するのが理想的である。し
かし、現在のところ、そのような異種リスクの統一的な定
量技術は実用的な段階にはない。

そこで、この研究では、各項目を直列につなぎ、段階的
に候補物質をスクリーニング的に絞り込む形式とした。項
目の並びは、候補物質自体の性質に関わる項目から、候
補物質を冷媒として使用したときの性質に関わる項目へと
いう順とした。

この研究での評価の枠組みおよび絞り込みの結果を表 1
に示す。第 1 段階にはオゾン層を破壊しない、GWP が小
さいという「環境特性」を設定した。これらの環境特性は
比較的最近、すなわち第 3 世代以降の冷媒で重視された
特性である。第 2 段階には、燃焼性を設定した。これは
低 GWP 化のために大気中での化学反応性の高い物質を
採用するという手段は直接的に燃焼性の増加という結果を
もたらすためである。第 3 段階には有害性を設定した。有
害性も大気中の化学反応性の増加によって高まる場合もあ
ると思われるが、燃焼性に比べれば変化が小さいと考え第
3 段階に設定した。第 1 段階から第 3 段階までは冷媒物
質自体の性質に関わる評価項目である。第 4 段階以降に
は機器の使用状況の情報が必要なライフサイクルアセスメ
ント（LCA）評価を、第 5 段階には機器の設計に関わる情
報が必要な実装可能性評価を配置した。第 4 段階以降は
冷媒が用いられる環境に強く依存する評価項目であり、段
階が後になるほど詳細な情報を必要とするように設定した。

各項目の評価で特に必要な技術としては、燃焼特性につ
いては燃焼速度や燃焼限界についての試験、有害性につ
いては毒性試験が挙げられる。

第 1 段階では、次世代冷媒の候補となる物質を現行
の R-410A の GWP 値と比較してスクリーニングする。
R-1234yf、R-32、R-152a、R-290、R-600a、R-717、R-744
と相当数の物質が候補冷媒となりうる。ここで R-1234yf
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と異性体の関係である R-1234ze（E）は、評価に用いる
ことができるデータが少ないことから評価対象物質とは
しなかった。ただし、R-1234ze（E）は R-1234yf に化学
構造が類似し、物性（燃焼特性、GWP）も近いため、
R-1234yf に近い評価結果となることが予想される。

第 2 段階（燃焼特性）では明らかな可燃性を持つもの
を除外するために、ISO817 やASHRAE34 で規定される
Class3（強燃性）および Class2（低燃性）に分類されるも
のを除外し、Class2L（微燃性）あるいは Class1（不燃性）
に分類されるものを残した。炭化水素冷媒である R-290、
R-600a や R-152a は候 補から除 外された。R-1234yf と
R-32 は Class2L に分類される。これら 2 種の冷媒の燃焼
特性の詳細については 5.1で述べる。

第 3 段階（有害性）では強い有害性を持つ R-717 が除
外される。R-1234yf の有害性評価と分解生成物評価の詳
細については、各々 5.3、5.4 で述べるが、結論としては有
害性、分解生成物について顕著なリスクを持たないと考え
られた。

よって候補として残るのは R-1234yf、従来冷媒で GWP
がやや高い R-32、自然冷媒の R-744 となる。

第 4 段階の LCA 評価に関しては、上記のスクリーニング
で残った候補物質を採用した際の温室効果ガス（GHG）排
出削減効果を定量化した。これに関しては 5.4に記述する。

第 5 段階で挙げた実装可能性についてはこの研究では
データの不足等から実施できなかったが、第 6 章において
定性的に考察した。

5　有力候補物質に対するリスク項目別の詳細評価
5.1　燃焼特性評価

前章では環境特性、燃焼特性、有害性についてスク

リーニングを行った結果、R-1234yf、R-32、R-744 が候補
物質として残った。R-744 は不燃性であるため詳細な燃焼
特性評価は不要である。R-1234yf と R-32 は、国際的な
冷媒の燃焼特性についての体系である ISO 817 あるいは
ASHRAE 34 において、いずれも Class2L（微燃性）とさ
れている。しかし、国内の関連法規（高圧ガス保安法冷凍
保安規則）によれば、R-1234yf は可燃性ガスに分類され
るが、R-32 は可燃性ガスとはされないため、その混合冷
媒は混合比によって可燃性か否かの判断が分かれる。

そこで、燃焼実験を行い R-1234yf/R-32 混合系において
燃焼限界値の測定値が、混合比を用いてル・シャトリエの
法則によって予測される値と一致するかどうかを明らかにし
た。測定は 296.15K 換算で湿度 50 % の空気中で行った。
得られた結果を表 2 に示す。例えば体積比 50：50 の混合
気体は、空気中に 7.78 % から18.5 % の範囲で存在すると
きに燃焼することがわかる。燃焼下限値は予測値とよく一致
し燃焼上限値も予測値との一致は比較的良好である。

次に R-1234yf/R-32 混 合系における最 大 燃 焼 速 度
（Su0,max）の混合割合に対する依存性を測定した。結果を
図 1 に示す。参考のために燃焼下限値（LFL）の測定結果
と、混合冷媒の GWP 値も示す。R-32 の割合の増加に伴
い LFL は大きくなり不燃性にはなるが、一方で最大燃焼
速度は上昇し、一旦燃え始めた際の燃焼速度は大きくなる
ことがわかる。また、燃焼速度の増分は R-32 の割合の増
加にともない大きくなることがわかった。

国内関連法規によれば可燃性冷媒ガスの定義は「燃焼
下限値（LFL）が 10 % 以下または燃焼上限値（UFL）と
下限値との差が 20 % 以上」であり、この定義に従い不
燃性を実現するためには R-1234yf の混合比（体積比）を
36.2 % 以下、重量比では 55.4 ％以下とすればよいことが

表1　次世代低GWP冷媒候補物質のリスクトレードオフ評価の枠組みとスクリーニング結果

実際の冷凍空調機器の冷媒としての使用可能性の評価。機器からの
漏洩に対する安全対策も含む。

6. において言及空調機器への実装可能性評価第５段階

候補冷媒を使用する空調機器からの温室効果ガス（GHG）の直接排
出量（冷媒の大気排出）と間接排出量（電力使用に伴うGHG 排出）
の合計排出量を定量化する。

5.4 において考察LCA 評価第４段階

大気中寿命が短い冷媒については、分解生成物に対する大気暴露評価
も同時に実施する。

R-1234yf、R-32、R-744有害性評価第３段階

ISO 817 あるいは ASHRAE 34 で規定される Class3（強燃性）
あるいは Class2（低燃性）に分類されるものを除外し、Class2L

（微燃性）あるいは Class1( 不燃性）に分類されるものを残す。

R-1234yf、R-32、R-717、
R-744

燃焼特性評価第２段階

GWP については、現在家庭用定置型空調機器に使用されている
冷媒である R-410A の GWP 値である 1,730 を目安にする。

R-1234yf、R-32、R-152a、
R-290、R-600a、R-717、
R-744

環境特性評価（オゾン層を破壊せず、GWP が小さい物質の選定）第１段階
候補物質の段階的絞り込み評価すべき項目の概要評価の段階
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わかった注 1）。この混合比（R-32 が重量比で 44.6 %）の組
成を用いたときの混合系冷媒の GWP はおよそ 300 と試算
された。また、図 1 からわかるように、この混合比での燃
焼速度は、R-1234yf 単体に比べ顕著な増加を示さないこ
とがわかる。この混合比を 5.4 の LCA 評価における各種
設定条件の一つとして用いた。
5.2　有害性評価

R-1234yf、R-32、R-744 のうち、R-1234yf 以外は現行
の冷媒として使用実績があり、有害性は低いと考えられ
るため、ここでは R-1234yf を有害性評価の対象とした。

R-32 は R-410A の構成成分であり、R-744 はヒートポンプ
式給湯器の冷媒として用いられている用語 2。R-1234yf の有
害性試験結果を表 3 に示す。急性毒性試験、反復暴露試
験、心臓感作性試験、二世代繁殖試験では数万 ppmとい
うとても高い濃度においても特段の有害性は認められてお
らず、また遺伝毒性試験の結果からも生体内では遺伝毒
性を示さないと考えられる。最も低濃度で影響が現れた試
験はウサギを用いた発生毒性試験だが、妊娠ウサギの死
亡が観察された濃度は 5,500 ppm 以上であった。ただし、
ラットにおいては発生毒性試験および 2 世代繁殖試験でも
母体の死亡についての記述は見られず、反復暴露試験では
50,000 ppmという高濃度においても暴露の影響は認めら
れなかったことから、ウサギは R-1234yf に対してラットよ
りも高い感受性を有していることが窺われる。表 3 の結果
を総合的に検討して、R-1234yfの有害性は低いと判断した。
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図1　R-1234yf/R-32混合冷媒系における最大燃焼速度のR-32
重量分率に対する依存性
Su0,max：最大燃焼速度、LFL：燃焼下限値
（NEDO成果報告書（2011）より引用）

表3 　R-1234yfの有害性情報のまとめ
（NEDO成果報告書（2011）より引用）

表 2　R-1234yfと R-32 混合系の燃焼限界
（平成 19 年度～平成 22 年度成果報告書「ノンフロン型省エネ冷凍空調
システム開発 / 実用的な性能評価、安全基準の構築 /『ノンフロン型省
エネ冷凍空調システム開発』の実用的な運転モード及び評価手法ならび
に安全基準の構築」平成 23 年 4 月独立行政法人新エネルギー・産業
技術総合開発機構（以下、NEDO 成果報告書（2011）と略す）より引用）

27.0027.0 
(0.5)13.5013.5 

(0.1)
0 : 100

22.3923.6 
(0.7)10.4810.45 

(0.05)
20 : 80

19.1219.9
 (0.7)8.568.53 

(0.08)
40 : 60

17.8218.5
 (0.5)7.857.78 

(0.05)
50 : 50

16.6917.0
 (0.6)7.247.2 

(0.1)
60 : 40

14.8014.5 
(0.5)6.276.22 

(0.05)
80 : 20

13.3013.3
(0.5)5.535.53 

(0.10)
100 : 0

予測値測定値予測値測定値

燃焼上限界
（vol%）

燃焼下限界
（vol%）: R-32

（体積比）

R-1234yf 

陰性（最大 50,000 ppm)ラット、吸入、
4 週間

不定期 DNA
合成阻害試験

陰性（最大 50,000 ppm)ラット、吸入、
4 時間

陰性 ( 最大 200,000 ppm)マウス、吸入、
4 時間遺伝毒性

(in vivo 
小核試験 )

760,000 ppm において陰性ヒトリンパ球、
4 時間

遺伝毒性
（ヒト細胞）

TA100 とWP2uvrA で
20 % 以上で陽性、他は陰性

S.typhimurium
(TA1535,
TA98,
TA100)and
E.coli 
(WP2uvrA)

遺伝毒性
（エームス試験）

NOAEL=5,000 ppmラット、吸入、
6 時間 / 日

二世代繁殖毒性

NOAEL/LOAEL=4,000/
5,500 ppm

ウサギ、吸入
（全身）

NOAEL=50,000 ppmラット、吸入
（鼻腔）

発生毒性

50,000 ppm まで活性なし13 週間ゲノミクス

12 %(120,189 ppm) まで
影響なし

イヌ、吸入心感作性

NOAEL=50,000 ppm同、13 週間

NOAEL=50,000 ppm同、4 週間

NOEL=50,000 ppmラット、吸入、
2 週間

反復吸入毒性

400,000 ppm まで
死亡例なし

ラット、吸入、
4 時間

急性毒性

試験結果試験内容概要エンドポイント 引用
文献

[9]

[9]

[9]

[9]

[9]

[9]

[9]

[5],[6],
[9]

[5],[6],
[9]

[5],[6],
[9]

[5],[6],
[9],[10]

[5],[6]

[5],[6]

[5],[6]

NOEL（no observed effect level）：最大無影響量、
NOAEL（no observed adverse effect level）：最大無毒性量
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Minor[5] は、R-1234yf の 有 害 性 は 現 行 冷 媒 である
R-134a と同程度に低いとしている。Rinne[6]、Schuster et 
al. [7]、日本冷凍空調学会 [8] 等においても R-1234yf の有害
性は低いとしている。しかし、現在のところ有害性試験の
詳細なデータは公開されていないため、今後、客観性、透
明性を持った有害性評価を行うために有害性試験報告書
の公表が望まれる。
5.3　大気経由暴露評価

R-1234yf は大気中での反応性が従来冷媒よりも高いた
め分解生成物が比較的高濃度に生成する可能性がある。
そこで各種空調機器（家庭用、業務用、自動車用）に用
いられる冷媒がすべて R-1234yf 単体に置換された場合
の R-1234yf の大気放出量を推定した。R-1234yf の冷媒
としての使用検討は、自動車用が先行し、家庭用、業務
用はそれより遅れているが、ここでは R-1234yf の排出量
を最大に見積もるために各種空調機器で使用されること
を仮定した。また R-1234yf は混合系冷媒として使用され
る可能性が高いが、混合比に関してはさまざまなケース
が考えられるため、やはり排出量が最大になる場合として
R-1234yf が単体で使用されることを仮定した。大気放出
後の R-1234yf および大気中分解生成物であるオゾン、ホ
ルムアルデヒド、トリフルオロ酢酸（TFA）についての環境
中濃度を推定しヒト健康および生態（水生生物）への影響
を考察した。

冷媒排出量推定における仮定として、新規に生産される
空調機器全部に使用される冷媒が 2011 年に R-1234yf に
切り替わったとし、その後 40 年たった時点の冷媒排出量
を機器種類ごと、ライフサイクルごとに推定した。機器製
造台数、排出係数、廃棄時回収率等の推定パラメータは
現行機器と同一とした。この仮定は将来予測を目的とした
ものではなく『現在用いられている空調機器の冷媒がすべ
て R-1234yf に置き換わる』という仮想的なシナリオにおけ
る排出量の推定である。推定された年間排出量は合計で
15,172 t/年であり、機器の用途別では家庭用（6,366 t/年）
と業務用（6,734 t/ 年）からの排出が大半を占めており、
ライフサイクル段階別では廃棄段階（8,744 t/ 年）からの
排出が多かった。

使用した大気モデルは NOx-VOC- オゾン系の反応過程お
よび乾性沈着過程が内蔵されたADMER-PRO[11]-[13]であり、
R-1234yf が OHラジカルと反応し、中間体 CF3C（O）F を経
て最終生成物であるTFA に至る反応過程と TFA の湿性
沈着過程を追加実装し計算を行った。TFA が雲水中で中
間体（CF3C（O）F）から加水分解により生成する過程にお
ける総括反応速度定数については実験的手法（2 相フロー
法）により測定した。

大気モデルにより算出された R-1234yf、オゾン、ホルム
アルデヒド濃度を表 4 に示す。R-1234yf の最大濃度は 0.28 
ppb と推定され、これは毒性試験のうち最も低い NOAEL
（no observed adverse effect level：最大無毒性量）（4000 
ppm、ウサギ、発生毒性；表 3）に対し 1000 万分の 1 の
大きさであるため、R-1234yf の大気からの吸入暴露による
ヒトの慢性影響は無視できると考えられる。またオゾンと
ホルムアルデヒドの平均濃度のコントロールケース（冷媒代
替を行わない場合）からの増分はどちらも 0.1 % 程度と十
分に小さく、よって R-1234yf のオキシダント生成への影響
はとても小さいと考えられる。

また雨水中 TFA 濃度の年平均濃度の最大値は 3.4μg/L
と推定された。TFAの水生生物への NOEC（無影響濃度）
は、種々の水生生物（魚類、甲殻類、藻類）のうち最も感
受性の高い藻類（Selenastrum capricornutum）において、
100μg/Lである [14]。推定最大濃度はこの無影響濃度を大
きく下回るため、雨水中 TFA が水生生物に影響を及ぼす
可能性は極めて小さいと考えられる。
5.4　LCA評価
5.4.1　評価の対象範囲

各候補物質を冷媒として家庭用空調機器に用いたと
きにライフサイクル全体を通じて排出される温室効果ガス
（GHG）排出量を LCA の手法を用いて推定した。GHG
排出量は、大きく分けて空調機器使用時の電力消費や空
調機器製造時のエネルギー消費によるCO2発生を推定する
「エネルギー起因」のものと、漏洩冷媒による温室効果を
推定する「冷媒起因」のものとに分かれる。低 GWP 物質
への代替では、冷媒起因GHG 排出量はGWPの低下によっ
て減少するが、エネルギー起因 GHG 排出量は、冷媒性能
が下がれば増加する。よって、正味の GHG 排出を削減す
るかどうかを検証するためには、この「エネルギー起因」と
「冷媒起因」の GHG 排出量の合計が削減されていること
を確認する必要がある。

候補物質としては、第 4 章のスクリーニングにおいて残っ
た R-1234yf、R-32、R-744 の 3 種類が挙げられる。しか

+0.0022.0+0.03340.050平均値

－0.0051.1－0.03110.0068最小値

+0.0122.9+0.13440.28最大値

増分 *1－増分 *1－

ホルムアルデヒド
[ppb]

オゾン [ppb]R-
1234yf
[ppb]

*1：コントロールケース（冷媒代替を行わない場合）からの増分

表4　R-1234yfを冷媒として用いた場合の冷媒および分解生成
物の大気中濃度（年平均値、関東地方）
（NEDO成果報告書（2011）より引用）
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し R-744 については、この物質を家庭用固定型空調機器
の冷媒として LCA 評価を実施するのに必要なデータが見
当たらず、次世代冷媒としての可能性を十分に検討できな
いと判断し、評価対象からは除外した。ただし R-744 を家
庭用空調機器の冷媒として実装した際の省エネ性能低下に
よる CO2 排出量増加等のデータが把握できれば、以降に
提示する R-1234yf 等に対する LCA 評価と同様の評価と
冷媒としての適性判断は将来可能になると思われる。

R-1234yf と R-32 の 2 種類の冷媒に加えて、両者の混
合冷媒も評価の対象とした。混合冷媒の混合比は 5.1 の
燃焼特性評価において国内関連法で不燃性ガスとされる
R-1234yf：R-32 ＝ 55.4：44.6（重量比）とした。

評価範囲はライフサイクル全体とし冷媒製造、機器製
造、機器使用、機器廃棄の各段階について「エネルギー
起因」と「冷媒起因」それぞれの温室効果ガス（GHG）
排出量を推定した。空調機器の製造、使用、廃棄場所は
日本とした。GHG としては冷媒物質の他に CO2、N2O、
CH4 を推定対象とし GWP によりCO2 換算した。
5.4.2　空調機器使用実態アンケート調査

空調機器の使用段階に起因する GHG は通電による消費
電力量に相当するが、消費電力量は空調機器の使用実態
に大きく依存する。この研究では使用実態に近い消費電力
量を算出するため、詳細な調査項目（世帯属性、住宅属性、
空調機器の仕様、使用方法、使用時間等）から成る全国
規模の使用実態調査を実施した。アンケートは 2010 年 2
月（第 1 回）と 12 月（第 2 回）にインターネットにより実施
した。第 1 回調査では全国 4,000 世帯（10 地域、各 400
世帯）を対象とし、第 2 回調査では第 1 回の調査対象世
帯の追跡調査に加え、新たに全国 4,000 世帯（10 地域、
各 400 世帯）を対象とした。有効回答数は 7,090 世帯分
であった。アンケート結果データから空調機器 1 台あたり
の年間平均使用時間を算出した。図 2 に地域別の年間平

均使用時間を示す。暖房について北海道や北東北等外気
温が低い地域で使用時間が相対的に短いのは、それらの
地域では「エアコン以外の暖房機器」を主に使用する世帯
が過半数を占めることが要因であることがアンケート結果
からわかった。

またアンケート結果から空調機器の 365 日× 24 時間の
使用スケジュールを算出し、外気温度と運転開始後の経過
時間を考慮した上で、機器 1 台あたりの年間平均消費電力
量を地域別に算出した。
5.4.3　冷媒候補物質に対する評価結果

現行冷 媒である R-410A、単体としての R-1234yf と
R-32、および混合冷媒（R-1234yf/R-32）、の計 4 種類の
冷媒について LCA 評価を実施した。LCA 評価の対象と
する冷媒の特性を表 5 に示す。表 5 で消費電力量増分に
①、②、③とあるのは、エネルギー起因 GHG 排出量を推
定するための仮定についての場合分けを示す。R-1234yf
は R-410A よりも冷媒性能が劣るという報告 [15] があるため
R-1234yf 単体および混合冷媒の消費電力増分には正の値
を、R-32 は R-410A よりも冷媒性能が優れるためゼロまた
は負の値を仮定している。

図 3 に各次世代冷媒に対する家庭用空調機器 1 台あた
りの GHG 排出量を示す。ライフサイクル別の寄与では、
どの冷媒においても製造段階（製造および機器）の冷媒
起因や廃棄段階のエネルギー起因の寄与はとても小さく、
GWPの大きい冷媒では廃棄段階の冷媒起因の寄与が大き
く、GWP の小さい冷媒では製造段階と使用段階のエネル
ギー起因の寄与が大きい。全体として、冷媒の GWP を小
さくすることによって GHG 排出量も概ねそれに従い削減さ
れることがわかる。ただし、R-32 を使用した場合の GHG
排出量はいずれの省エネ性能についても約 1,100 kg-CO2
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図2　地域別空調機器1台あたり平均年間使用時間（I～VIは省
エネ法での地域区分を示す）
（NEDO成果報告書（2011）より引用）

①+5 %，
②+10 %，
③+20 %

1.14R-1234yf

①+2.5 %，
②+5 %

1.1300R-1234yf/
R-32*1

①－2.5 %，
②0 %

1.0650R-32

1.21730R-410A

機器使用時の消費
電力増分 [%]*2

機器 1 台あ
たり冷媒充
填量 [kg]

GWP冷媒

*1）R-1234yf：R-32＝55.4：44.6（重量比）
*2）R-410A を基準とした場合の値。①、②、③は消費電力増
分の仮定についての場合分けを示す。 R-1234yf およびその
混合冷媒を使用した際については遠藤ら[15] を参考に設定した。

表5　LCA評価の対象とする冷媒の特性
（NEDO成果報告書（2011）より一部抜粋して引用）



研究論文：リスクトレードオフを考慮した次世代低 GWP冷媒の選定（梶原）

−215− Synthesiology　Vol.6 No.4（2013）

であり、R-410Aでの排出量推定値である 2,300 kg-CO2 の
50 % 程度の数値となる。これに対し、混合冷媒の GHG
排出量は約 920 kg-CO2 であり、R-32 単体の場合と大差
が見られない。よって R-32 に対する混合冷媒のメリットは
GHG 排出削減の面では大きくない。これに対し R-1234yf
単体の場合は 670 ～ 740 kg-CO2 となり、従来冷媒比で
GHG 排出量を 40 % 程度にまで削減することができる。

6　次世代冷媒選定に関する考察とまとめ
本章では、第 5 段階の空調機器への実装可能性につい

ても定性的に述べながら、この研究の評価結果と今後の
課題等について考察する。

R-1234yf 単体の導入による GHG 排出削減効果はとても
大きく、比較対象となった他の二つの冷媒（R-32 単体、混
合冷媒）と比較しても大きく削減できることが期待される。
しかし、R-1234yf は価格が高いため今後の低価格化が課
題である。また R-1234yf を導入することにより曲がり管等
の設計変更のため圧縮機サイズの増大が懸念されるなど、
固定型空調機器への実装に対する技術的課題の解決が今
後不可欠である。

R-32 単体を導入した場合は、GHG 排出削減への効果
は R-1234yfと比較すれば若干小さいものの一定の効果が
あり、現行冷媒の構成成分であるため機器実装上の問題
は少ないと予想される。冷媒価格も安価であるため、次世
代冷媒の候補と考えることができる。ただし、R-32 は弱
燃性（Class 2L）に分類されるものの R-1234yf より燃焼速

度が大きく（乾燥空気中）、安全性への対策が必要といえる。
R-1234yfと R32 の混合冷媒については、GHG 排出削減

効果、価格、燃焼性のどれも、単体冷媒の中間的な値にな
るため次世代冷媒候補物質といえるが、非共沸系混合冷媒
特有の機器実装に際する取り扱いにくさが欠点となりうる。

よって、この研究でとりあげた 3 つの冷媒は、上で述べ
たような欠点や課題に対する対応がとられたうえで、第 5
段階の実装可能性についての定量的な評価が行われるこ
とが必要である。第 5 段階の実装可能性は、機器の設計
に強く依存し、冷媒価格も関係するため、機器製造者と研
究者、行政との密接な協力のもとに評価する必要があると
思われる。

また、第 3 段階の有害性評価では有害性試験の詳細が
公開されていない問題を指摘した。今後、客観性、透明性
を持った評価を行うためには、冷媒製造者からの有害性
試験報告書の公表が望まれる。第 4 段階の LCA 評価で
は、データの不足によって R-744 についての評価ができな
かった。今後、家庭用空調機器の製造者が、R-744 を機
器に実装した際の省エネ性能低下による CO2 排出量増加
に関するデータを公表し、そのデータを用いた評価を行う
ことが課題であることがわかった。

この論文での評価結果は家庭用空調機器以外の冷媒使
用機器については必ずしもそのまま適用できるものではな
いことに注意すべきである。それは表 1 に示した 5 つの段
階のうち、第 4 段階（LCA 評価）、第 5 段階（実装評価）
が機器の使用形態や現行冷媒との関係等に強く影響を受
けるためである。

この研究では、リスクトレードオフを考慮して、次世代
冷媒選定の意思決定を行うための方法論を提示したものだ
が、次世代冷媒選定に限らず、リスクトレードオフを考慮
した意思決定方法論全般に対し適用可能な次のような特徴
を有していると考えられる。複数ある評価項目と評価基準
を明確に示していること、段階的スクリーニングと詳細評
価を組み合わせており、各段階で必要なデータや不足して
いるデータを示すことができること、である。このような方
法論をとることで、社会情勢の変化等によって新たな評価
項目が追加されたり、評価基準の変更が必要になった際に
も、以前の評価との合理的な連続性を持った再評価が容
易にできることが期待される。また、取得すべきデータと
意思決定との関係を把握することができるため、他の研究
機関からのデータ提供等の協力関係の構築が促進される
と思われる。

謝辞
この研究は NEDO からの受託プロジェクト「ノンフロン

図3　冷媒の転換にともなう家庭用空調機器1台あたりのライフ
サイクル全体におけるGHG排出量推定結果（横軸の冷媒種類
は表5参照）
（NEDO成果報告書（2011）より一部抜粋して引用）
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型省エネ冷凍空調システム開発／実用的な性能評価、安
全基準の構築（平成 19 年度～ 22 年度）」による成果の一
部であり、この論文は当該プロジェクトに参加された産総
研の各部署の研究者の成果である。以下に名前を挙げさ
せていただく。永翁龍一氏（コンパクト化学システム研究セ
ンター）、田村正則氏、徳橋和明氏、陳亮氏、滝澤賢二氏、
近藤重雄氏（以上、環境化学技術研究部門）、中西準子
氏、吉田喜久雄氏、江馬眞氏、田原聖隆氏、井上和也氏、
高田亜佐子氏（以上、安全科学研究部門）。この論文の主
たる内容である「リスクトレードオフ評価の枠組み」につい
ては永翁龍一氏の努力によるものが大きいことをここに記
し、謝意を表す。

注1）ここでは米国試験材料協会の標準試験法（ASTM E681-
01）に則って測定された以下の純物質の燃焼限界値[4]を用い
て混合物の燃焼限界値を計算した。R-1234yf : LFL=6.2、
UFL=12.3、R-32: LFL=14.4、UFL=29.3（単位は全てvol%）。

用語1： 地球温暖化係数（GWP）：その気体の大気中における
濃度あたりの温室効果の強さを二酸化炭素を基準にし
て表したもの。ここでは特に断らない限りIPCC第2次報
告書（1995）のものを用いる。

用語2： 冷媒略称と化学式の関係
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査読者との議論
議論1　検討対象の選択
質問（立石 裕：産業技術総合研究所つくばセンター）

用語が一貫していないので断言はできませんが、内容から判断す
る限り、この論文では、「家庭用空調機器」に使用される冷媒を中心
に議論しているものと思います。しかし、世の中には当然業務用空調
機器や、自動車等の移動体用の空調機器、さらには、家庭・業務用
冷蔵・冷凍機器等、類似の冷媒を使用する多くの機器が存在してお
り、温暖化対策の観点からは、これらすべてを考慮した議論が必要
なはずです。論文の趣旨から包括的なサーベイをする必要はありま
せんが、少なくとも以下のリマークが必要ではないでしょうか？
・冷媒の使用量からみた、家庭用空調機の位置付け
・業務用機器との関連性
・家庭用に限定することによる、トレードオフ評価枠組みへの影響の

有無

回答（梶原 秀夫）
温暖化対策の観点からは、冷凍空調機器全体に対する家庭用空

調機器の割合を示すことは重要であると考えます。3 章で、冷凍空調
機器全体に対する業務用、家庭用、自動車用機器に用いられる冷媒
量の比率について、冷媒排出量の数値を使って説明しました。また
家庭用機器と業務用機器との関連については、「業務用機器に比べ
家庭用機器は機器寿命が短いため、低 GWP 冷媒への代替による
温室効果ガス排出削減への効果がより早期に現れると考えられ、家
庭用機器での検討結果は、業務用機器での検討にも活用できると期
待される。」としました。

また、評価対象を家庭用空調機器に限定することによる、トレー
ドオフ評価枠組みへの影響についてですが、環境特性（オゾン層破
壊、GWP 値）、燃焼特性、有害性、分解生成物については、家庭
用空調機器に限定した場合も、その評価結果に大きな影響を与えな
いと思われますが、LCA 評価については現行冷媒の省エネ性能、
GWP、機器の使用時間、運転条件等が評価結果に大きな影響を及
ぼすと考えられます。その点について 6 章に追記しました。

議論2　評価スキームの考え方
質問（立石 裕）

表 1 の評価の枠組みは全体の根底となる重要なものであり、この
論文がシンセシオロジーの論文たりえるポイントだと思いますが、な
ぜこのような形になったのか、明確な説明がないまま、アプリオーリ
に導入されているので、違和感があります。ここの項目はいわば当た
り前の内容であり、著者の創意はどこにあるのか、なぜ個々の評価
項目がこの内容でこの順番で選択されているのでしょうか？またここ
の項目を評価するために必要な技術の説明も抜けています。あとで出
てきはしますが。例えば、第一段階で、なぜ「微燃性」まで許容さ
れるのでしょうか？

回答（梶原 秀夫）
表 1 に示した評価の枠組みについて設定根拠の説明が不足して

いるというご指摘を受けて、4 章の冒頭に設定根拠について追記し
ました。追記内容の概略は「本来は統一指標を設定して比較するの
が理想的だが、そのような評価技術が確立していないため複数の
項目を直列につないだ段階的スクリーニングとした。」というもので
す。個々の項目を評価するために必要な技術について追記しました。
燃焼特性評価での「微燃性」の扱いについてですが、ISO817と
ASHRAE34 での可燃性の分類は Class1：不燃性、Class2L：微燃
性、Class2：低燃性、Class3：強燃性となっており、スクリーニング
としては明らかな燃焼性を持っている物質を除外するのが目的である
ため、Class2 と Class3 を除外した、ということを強調した記述に修
正しました。

質問（田尾 博明：産業技術総合研究所環境管理技術研究部門）
この論文は、リスクトレードオフを考慮して、次世代冷媒を選定す

る方法論を提案したものですが、これまでにどのような評価法が提案
され、それらの既存の評価法に比べて本評価法の新規性、独創性
が何処にあるのかを明示することが重要と考えます。そのためには、
過去にどのような評価がなされ、何が問題であり、本法ではその問
題を克服するため、どのようなアイデアを取り入れたのかを示す必要
があるのではないでしょうか。この論文にも、「R-1234yf が自動車用
空調機器用冷媒として有力な代替候補物質である。」とあり、これま
で何らかの評価がなされていると考えられますが、それと比べて、何
が進歩しているのかを示せないでしょうか。

回答（梶原 秀夫）
自動車用空調機器用冷媒として R-1234yf を評価した既存の方法

論では、有害性、燃焼性、冷媒特性等の個々の評価項目ごとに、評
価対象となっている候補物質を単独で、あるいは現行の冷媒物質と
の比較の形で、問題の有無を確認する方法がとられてきました（例え
ば、参考文献 [4]）。しかし 1 章で述べたように、冷媒に用いられる
物質は歴史的に見て、これまで多くの変遷をとげてきています。それ
は、時代ごとに評価項目が変わったり追加されたりしてきた結果と言
え、それゆえ今後も冷媒物質がさらなる代替の変遷をたどる可能性
もあります。そのような状況で重要なのは、各時代での意思決定にお
いて、何を判断基準としたのかを明示しておくことと思われます。こ
の研究では、各評価項目と判断基準について一覧表の形（表 1 の評
価の枠組み）を示した上で、多くの対象物質からスタートして徐々に
絞り込むスクリーニング形式をとっています。このことで、冷媒選択の
歴史の中で、今回の意思決定を位置づけることができるという長所
があると考えられます。そのことを 6 章の最後とアブストラクトに追記
しました。

また、自動車用空調機器用冷媒のこれまでの評価とこの研究で対
象とした家庭用空調機器用冷媒の評価の違いについては、3 章に追
記しました。両者の評価の主な違いは、それぞれの現行冷媒が異な
るため達成すべき冷媒性能が異なる、ということです。

議論3　評価対象から外すことの妥当性
質問（立石 裕）

5.4.1 で R-744 について「必要なデータが見当たらず、LCA 評価が
できないので、評価対象から除外した」と記されていますが、このよ
うなある意味恣意的な除外が許されるのでしょうか？少なくとも、具
体的にどのようなデータが不足しており、それがないと有意な評価が
できない理由を明記するとともに、今後の検討によっては候補対象と
なりえることをリマークすべきではありませんか？

回答（梶原 秀夫）
「データがないため評価対象から除外した」という記述のみでは、

恣意的との誤解を招く恐れもあるため、5.4.1 に「ただし R-744 を家
庭用空調機器の冷媒として実装した際の省エネ性能低下による CO2

排出量増加等のデータが把握できれば、以降に提示する R-1234yf
等に対する LCA 評価と同列の評価と冷媒としての適性判断は可能
であると思われる。」と追記し R-744 も候補物質であることを示し、
6 章にも「また、データの不足によって LCA 評価ができなかった
R-744 については、家庭用空調機器に実装した際の省エネ性能低下
による CO2 排出量増加に関するデータを取得し評価を行うことが課
題であることがわかった。」と今後の検討課題について明示しました。

質問（田尾 博明）
評価に必要なデータがないから候補物質から外すというのでは、

評価の信頼性が担保できないのではないでしょうか。有力候補物質
であれば、足りないデータは取得して評価に用いるべきと考えます。
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単にデータがないから評価を行わないとするより、その判断が合理的
と考えられる他の事実があれば、それらを記載すべきではないでしょ
うか。あるいは、そのようなデータの取得と評価を、今後の課題とし
て記述すべきではないでしょうか。コメント2 に記したように、不足
するデータを公開し、実験する価値が高いことを外部に知らせること
も、評価の大きな役割と考えます。

回答（梶原 秀夫）
評価の全体枠組みの中で、不足するデータを示し、追加すべき調

査や実験を示すことは大変重要なことですので、そのような記述に修
正しました。具体的には、5.4.1 に「R-744 を家庭用空調機器の冷媒
として実装した際の省エネ性能低下による CO2 排出量増加等のデー
タが把握できれば、以降に提示する R-1234yf 等に対する LCA 評価
と同列の評価と冷媒としての適性判断は可能であると思われる。」と
追記し、6 章にも、そのようなデータを取得し評価を行うことが課題
であることを記しました。

議論4　評価スキームの一般化
質問（田尾 博明）

この論文は、次世代冷媒といった個別の問題だけでなく、リスクト
レードオフを考慮して物事を決定する場合の方法論としても一般化で
きるように思います。手法としては、スクリーニングと詳細検討の組
み合わせであり、評価データの取得方法としては、既存データがある
ものはデータマイニングによる取得、既存データがないものは実験ま
たはアンケートによる取得になると思います。今回は自ら実験、アン
ケートを行ってデータを取得されたようですが、必要なデータを公開
することによって大学、研究機関、企業等からの自主的なデータ提供
を促す方法等も有効と考えられます。個別の冷媒の選定から、リスク
トレードオフを考慮して物事を決定する方法へと一般化することによ
り、今後の新たな評価方法を提案できるのではないでしょうか。

回答（梶原 秀夫）
この論文の意義の一つは、リスクトレードオフを考慮した意思決定

にとって、意思決定のプロセスを段階的に示し、複数ある評価項目と
各評価項目での判断基準の提示を行うことが重要であることを実例
を通して示していること、と言えると思います。また、評価に必要な
データがどのような種類のものであるか、そのデータがあることによっ
てどのような評価ができるのかを示すことが重要であることも同時に
示しています。この論文のそのような意義を 6 章の最後とアブストラク
トに加えました。

議論5　評価実験の意図
質問（田尾 博明）

脚注に、「ここでは米国試験 材料協会の標準試験法（ASTM 
E681-01）に則って測定された以下の燃焼限界値についての文献値 [4]
を用いて計算した。」とありますが、この 55.4 % という値は実験結
果（図 1）から求めたのではなく、文献値から計算できるということ
でしょうか？ そうするとこの実験は何のために行ったのでしょうか？ 
LFL の実験は文献値が正しいことを確認するためですか？ それとも
この実験は文献にはない最大燃焼速度を求めることに意味があるの
でしょうか？ 私の理解不足かも知れませんが、実験の目的を明確に
記述したほうがよいと思います。

回答（梶原 秀夫）
燃焼特性評価のための実験の目的の記述が不明確でした。実験

の主たる目的は、R-1234yf と R-32 の混合物において、純物質の
LFL とUFL から推定される混合物の LFL とUFL が、実験値と一
致することを確認することですので、そのことが明らかになるように
この論文と脚注を修正しました。この論文では 5.1 の第 2 パラグラフ
に「燃焼実験を行い R-1234yf/R-32 混合系において燃焼限界値の測
定値が、混合比を用いてル・シャトリエの法則によって予測される値
と一致するかどうかを明らかにした」とし、脚注には「純物質の」と
いう追記を行いました。

議論6　有害性評価
質問（田尾 博明）

R-32 や R-744 に対する有害性評価は行ったのでしょうか？ 特に、
R-32 に対する有害性評価が必要と思います。行っていなければ、そ
の理由（他所で実行済みなど？）を書くとよいのでは。5 章の 5.1、
5.3、5.4 では R-1234yf と R-32 に対する検討が行われていますので、
5.2 でも何らかの記述をしておくとよいと思います。

回答（梶原 秀夫）
R-32 や R-744 は冷媒としての使用実績があるため、有害性評価

は行いませんでした。5.2 の冒頭に以下のような記述を追記しまし
た。「R-1234yf、R-32、R-744 のうち、R-1234yf 以外は現行の冷媒
として使用実績があり、有害性は低いと考えられるため、ここでは
R-1234yf を有害性評価の対象とした。R-32 は R-410A の構成成分
であり、R-744 はヒートポンプ式給湯器の冷媒として用いられている
（用語 2 参照）。」。それと同時に、用語 2 の表において R-410A の
説明欄に、構成成分の化学式に併記して冷媒略称（R-32 等）を追記
しました。また、用語 2 の表にミスタイプがありR-744 とすべきとこ
ろが R-747となっていましたので修正しました。
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1　はじめに
最近、大きな化学事故が増えている。個々の事故の原

因はさまざまだろうが、その根本となる原因の一つに、熟
練技術者の減少が関係していると言われている。1970 年
代までにいろいろなトラブルを経験しながら現場を支えてき
た熟練技術者達がリタイアし、安定操業が当たり前の時代
の技術者が現場を支えている。トラブルの経験がない者が
トラブルに対応しようとしても、うまくいかない。このような
状況を打開するために、体験型の安全教育が盛んに行わ
れているが、まだまだ十分とは言えないのが現状である。
「事故に学べ」とは良く言われる言葉であるが、実際

に事故を起こしてしまっては、本末転倒である。そこで、
「過去の事故事例に学ぶ」ことが必要になる。この論
文では、事故事例を学ぶことによって、事故事例を疑似
的に体験し、事故を繰り返さないことを目的に開発され

た「リレーショナル化学災害データベース（RISCAD：
Relational Information System for Chemical Accidents 
Database）」の概要とその開発経緯を紹介する。また、
RISCAD の一部の事故事例に収録されている「事故進展
フロー図」を作成するために開発され、組織の安全意識
の向上に有効な「事故分析手法 PFA」（PFA：Progress 
Flow Analysis）[1] の実施手順と企業の産業保安への活用
手法について検討した結果を報告する。

2　リレーショナル化学災害データベース（RISCAD）
2.1　事故事例データベースの意義

ある化学プラントで事故が起きてしまったとき、過去に同
じ化学プラントで同じような事故を起こしていたとしたら、
それは厳しく非難されるであろう。そうでなくても、同じよ
うな事故が他の企業や化学プラントで起こっていて、その
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事故情報を活用していなかったとしたら、やはり厳しく非難
されるであろう。過去の事故は、将来の事故を防ぐための
教師である。何かをやろうとするとき、どういう危険性が
あって、どういう事故が起こりうるかは、実際にやってみな
ければわからないことが多い。しかし、実際にやってみる
までもなく、過去にやってみた事例があって、失敗して、事
故という教材を残してくれているとしたら、それを学ぶべき
である。これが事故事例収集の原点である。

しかし、実際に事故事例を収集してみればわかるが、自
分たちが目的とすることと同じようなことをやって起きた事
故事例というのは、容易には見つからない。そこで、まず
はできるだけ数多くの事故事例を集めておいて、その中か
ら目的に合う事故事例を探し出せるようにする。これは初
歩的な事故事例収集の考え方であり、事故事例データベー
スが必要とされる理由でもある。

初歩的な、と書いたが、現状では、おそらくそれが最善
の方法であり、最低限やっておかなければならないことで
あろう。それでも、それで目的に合う事故事例が見つかれ
ばよい方で、見つかったとしても、そこから役に立つ情報
が得られるとは限らない。現状は、見つけた事故事例の再
発防止対策をみて、自社の対策と比較して、安心すること
ができる程度ではなかろうか。

2001 年に米国 CSB（U.S. Chemical Safety Board）を
訪問した際に、CSB では過去 3 年間のプロジェクトで約 1
千万件の事故情報を収集し、さらにそれを約 60 万件まで
絞り込んでみたが、結局は事故の分析に結びつく有益な情
報は何も得られなかったとのことであった。つまり、ただ
事故事例を集めただけでは意味がない。この結果を受け
て、CSB ではデータベースの運用方針を転換した。年に数
件の事例だけを選び出し、2-5 名の調査チームを作って、
労働者や管理者へのインタビューを交えた詳細な調査を行
い、分析して、事故調査報告書を発表することにした。

しかし、CSB は、化学産業を中心に産業界や政府に対
して勧告する権限を持つ政府系の独立機関であって、事故
の調査権も持つ特別な機関である。日本の化学産業の事
故に関しては、このような調査機関が存在しない。したがっ
て、国内の化学事故に関して CSB の事故調査報告書のよ
うな踏み込んだ内容の事故調査報告書を探そうとしても、
おそらく困難であろう。

結果として、日本では事故の分析は自分でやらなければ
ならない。単に目的に合うような事例を見つけて、再発防
止対策を確認する以上のことを事故事例から学びたけれ
ば、収集する事故の範囲を広げて、集めた事例を分析し、
そこから何か自分たちに役立つ教訓を見つけ出さなければ
ならない。これが事故事例収集のもう一つの目的である。

2.2　RISCAD開発経緯
1990 年代後半に、横浜国立大学 小川輝繁教授（現名

誉教授、安全科学研究部門研究顧問）らが中心となって
設立した「物質安全研究会」は、化学プラントの安全性診
断のためのエキスパートシステムの開発を進めていた [2]-[4]。
化学企業の安全エキスパートと呼ばれた方々の思考回路を
システム化しようという試みであった。その中で安全エキ
スパートの方々は、化学工学や化学プロセス安全の知識に
加え、過去の事故事例を整理して、頭の中に蓄えている、
ということがわかってきた。そこで、エキスパートシステム
への事故事例データベースの組み込みが必須と考えられた
が、当時の日本国内の事故事例データベースは、文字情報
を主体とし、単に数行の事故の概要が収録されているにす
ぎず、事故事例からの何らかの知識や教訓を得られる、と
いうものではなかった。

そこで、産総研が中心となって、化学事故に特化した事
故事例データベースの開発を計画した。そして、1999 年 10
月より3 年間、科学技術振興機構（JST）の研究情報デー
タベース化事業の支援を受け、「物性リンク型化学事故事
例データベース」（RISCAD 開発段階のプロジェクト名）
の開発を進め、2002 年 10 月に公開したデータベースが
RISCAD である。

開発に際して特に考慮したのは、いかに利用者による同
様の事故を未然に防止するために有益な情報を盛り込む
か、ということであった。そこで、事故事例と事故に関連
した物質の危険性情報とのリンク、事故事例の階層化され
たキーワードによる分類、文字以外の情報や事故事例を分
析した結果を収録することにより、利用者が化学物質を取
り扱う際にその化学物質や使用状況に応じた事故事例を検
索することができ、化学物質に関する危険性情報を知り、
事故の起こった状況をより深く理解できるようなデータベー
スの構築を目標とした。
2.3　RISCAD概要

2012 年 8 月末現在の RISCAD の概要は下記の通りであ
る。

・公開方法：産総研の研究情報公開データベース
（RIO-DB）の一つとして、
インターネットで無償で公開
URL：http://riodb.ibase.aist.go.jp/riscad/

・収録件数：5,840件
・収録期間：1949年10月28日-2011年9月10日
・収録物質数：5,544件
・事故進展フロー図件数：159件
開発当初は、それ以前に産総研の RIO-DB の一つとし

て公開していた「災害事例データベース」の高圧ガスや火
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薬類の事故に関する情報、開発グループのメンバーが独自
に所有していた比較的詳細な化学プラントの事故情報を収
録した。現在はこれに加え、RISCAD 運用グループで化
学物質関連の事故情報を日々収集、登録している。

化学物質の危険性情報については、比重、融点、沸点
や特に熱的危険性に着目して、発火点、引火点、爆発範
囲等の物性データを収録した。また、熱分析データを収録
し、目的に応じて利用者がウェブブラウザ画面上でダイナ
ミックに解析できる機能を搭載した。

化学物質の検索で常に問題になるのは、化学物質には
多数の別名があることである。エタノールで検索した結果と
エチルアルコールで検索した結果は同じでなければならな
い。そのため、RISCAD では化合物の別名辞書をシステム
に組み込み、登録されたどの化合物名で検索しても同じ結
果が得られるようにした。

事故事例の分類に関しては、利用者が調べたい対象、
特定の工程や特定の装置について検索できるように検索
キーワードを作成することにしたが、ヒット件数が少ない

場合に検索範囲を広げて類似の事例を検索できるように、
キーワードを階層化した。専門家によって、最終事象、工
程、装置、推定原因、被害事象について階層化キーワード
の作成を行い、それらの各階層のキーワードによる検索機
能を搭載した。階層化キーワードの作成にあたっては、開
発当時の海外の著名な化学事故データベースを参考にし、
さらに実際の事故事例分析から特徴的に現れたキーワード
を追加した。階層化キーワードの「工程」の例を表 1に示す。
例えば、工程では、廃棄・資源化の際の事故事例が多数あっ
たので、他のデータベースにはなかった、廃棄・資源化の
項目と関連するキーワードを追加した。装置では、安全装
置等を同様にして追加した。

文字以外の情報として、事故調査報告書等に記載されて
いる反応プロセスフロー図、機器・設備配置図、事故を起
こした装置の概略図、反応式等の画像情報を収録した。

事故事例を解析した結果の表示機能として、マクロな統
計分析については、事故事例検索結果のグラフ表示機能を
搭載し、なおかつウェブブラウザ画面上でダイナミックに表

第1階層 第2階層 第3階層 第1階層 第2階層 第3階層
生産・製造 反応 バッチ反応 貯蔵 液体貯蔵 タンク（固定式）

連続反応 缶、瓶
その他の反応 ボンベ（液体貯蔵）

分離 蒸留 気体貯蔵 タンク（気体貯蔵）
ろ過 ボンベ（気体貯蔵）
遠心分離 固体貯蔵 ペレット
その他の分離 粉体

移送・移動 粉体移送 バルク
気体移送 梱包品
液体移送 その他の固体貯蔵
その他の移送・移動 その他の貯蔵

乾燥 輸送 移動 航空機輸送
粉砕 船舶輸送（海上、河川）
回収、抽出、
除害

吸収 列車輸送
吸着 車両輸送
洗浄 荷役作業
中和 パイプライン 液体輸送
集塵 気体輸送

操作 小分け その他の輸送
混合 保全・ 点検・検査
洗浄 　メンテナンス 清掃
濃縮 修理・改修
仕込み、取り出し 廃棄・資源化 焼却
スタートアップ、 中間処理
　シャットダウン 最終処分
試運転 資源化
その他の操作 収集・運搬

その他の生産・火工品製造 保管 野積み
　　　製造 煙火製造 容器

加熱・冷却 その他の廃棄・資源化
試験研究 試験、分析 前処理 消費 販売、取付け

試験・分析 使用
実験 ラボスケール 火薬類消費 発破

その他スケール 煙火消費
その他の消費

その他・不明

表1　階層化キーワードの例（工程）
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示方法等を変更できる機能を搭載した。
各事故事例の解析結果については、専門家によって事故

に関する事象を時系列で整理し、それに対して事故の引き
金となるような通常状態からのズレを抜き書きした事故進
展フロー図を作成し、事例にリンクさせた。事故進展フロー
図については、後で詳細に述べる。

また、JST の要望もあり、国際化時代に対応するためデー
タベースをすべて翻訳し、同等の機能が英語版でも利用で
きるようにした。

実際の運用にあたっては、まず、日々事故情報を集める
作業を行っている。これは、インターネットの新聞や通信
社等の報道メディアのウェブサイトを巡回して、事故の発生
について知ることである。インターネットが発達して、検索
等が容易にできる時代であり、こうした情報収集は容易に
できると考えられがちであるが、例えば、「爆発」というキー
ワードで検索をすれば、打線爆発や怒り爆発といった情報
が入り込み、「火災」で検索すれば、出火やぼやは抽出さ
れない。経験から複数のキーワードを設定して検索してい
るが、最後は人が確認するしか方法がない。こうして事故
の発生についての情報を入手したら、次に、より正確で詳
細な情報を求めて、発災企業のホームページや、発災地方
の自治体のホームページを検索する。詳細な事故調査報告
書は、事故から数ヶ月から1 年以上も後に公表されること
もあり、大きな事故に関しては、常に情報のフォローアップ
が欠かせない。

事故概要の作成では、著作権の問題と信頼性の問題で、
報道情報をそのまま掲載することはできないので、複数の
情報から客観的事実のみを抜き出して、後述する一定の
ルールで概要文を作成している。さらに、これらの事例を
上述の階層化キーワードで分類する作業は、化学や化学プ
ラントの知識を持った専門家でなければ困難である。

このような作業を経て、RISCAD には年間約 250 件の
新規事例を追加している。

3　事故分析手法PFAの紹介
3.1　事故分析手法PFA開発経緯

事 故 分 析 手 法 PFA（Progress Flow Analysis） は、
RISCAD の中で、利用者に複雑な事故の内容を一目で理
解できるようにすることを目的に、いくつかの事例にリンク
させてきた「事故進展フロー図」を作成するための手法と
して発展してきた。

事故進展フロー図は、RISCAD 運用グループの誰かが
事故事例の事故調査報告書等から、事故に関連する事象
を時系列で抽出し、原因を考えて、事故進展フロー図の原
案を作成し、それを RISCAD 運用グループ全員で確認し、

議論して仕上げる、という手順で行っていた。
RISCAD 運用グループには、安全工学、化学安全の研

究者はもちろん、化学企業 OB も所属している。そして、
化学とは無関係の文系の出身者もいる。研究者は、事故
調査報告書を読み解くことにはたけているが、実際の現場
のことはわからないことが多い。こういう設備に対して、現
場ではこういう対策がとられているのが常識だ、といったこ
とは、化学企業 OB の現場経験に基づく発言を聞いて初
めて知ることができる。また、化学や現場の常識にとらわ
れない素朴な疑問が、核心を突いていることもある。言い
換えると、グループで議論することによって、お互いのバッ
クグランドを補完しあって、知識や経験を共有できることが
わかってきた。特に化学企業 OB の現場経験に基づく発言
は、化学プラント勤務等の現場経験の無い研究者にとって
得難いものであり、事故調査報告書からだけでは読み解け
ない原因等を抽出するために大変役に立つ。これは、まさ
に現在、企業現場で問題となっている熟練者の知識や経
験の伝承や組織の安全意識の低下に対して有効な対策と
なる。

そこで、この知識と経験の共有を化学プラントの現場で
実践できないかと考え、「事故進展フロー図を作成するため
の手法」を事故分析手法 PFAとしてまとめることにした。
事故分析手法 PFA は、単に事故進展フロー図を作成して、
事故を分析する手法にとどまらず、事故分析を通じて、組
織の安全文化を伝承し、安全意識を向上するための手法
であると考えている。
3.2　事故進展フロー図の構成

以前は事故事例を理解するためには、数十ページに及ぶ
難解な事故調査報告書を各自が読解するしかなかった。し
かし、それでは、現場で十分に活用することは困難である。
そこで、難解な事故調査報告書を読まなくても、一目で事
故が理解できるように整理したものを事故事例にリンクさせ
ることにした。これが事故進展フロー図である。

事故進展フロー図は、「事故概要」、「背景」、「事故進展
フロー」、「恒久的対応策」、および「教訓」から構成される。
事故進展フロー図の様式を図 1 に示す。
「事故概要」欄には、発生日時、場所、および、概要文

を記述する。RISCAD では一定のルールを定めて、この事
故概要を作成している。発生日時は西暦とし、場所は市町
村名までの記載とする。概要文は、「どこ（○○工場）で、
何が（爆発、火災、漏えい、中毒）起きた。」を最初に記載し、
被害の拡大状況や消防活動等を続ける。最終的な被害は、
物的被害、人的被害に分けて、それぞれこの順序で記載
する。次に事故原因を記載するが、原因が明確でない場
合には、「という可能性がある。」と断定を避けている。最
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後に、事故後の対応や行政による処分等を記載する。
次に、「背景」欄には事故事例の背景となった事柄や補

足的な情報を記述する。事故が起きた設備の設立年代や
設立の経緯、事故当時の社会情勢や事業所の状態、化学
プロセスの事故であれば、関連化学物質の危険性やプロ
セスフロー等、必ずしも事故に直接関係のない事柄でも構
わないが、事故を理解する上で役立ちそうな情報があれ
ば、記載する。
「事故進展フロー」は、事故進展フロー図の主要部分で

あり、事故分析手法 PFAを実施する土台となる。「事故進
展フロー」部分は縦 3 列から構成される。中央列には、事
象を時系列に並べ、各事象において問題の有無を検討し、
問題のある事象については、左列にその原因を抽出する。
火災、爆発、漏えい等の最終事象に至るまでを「経過」と
して記載し、被害拡大や消防活動等事故後の事象は、「対
応操作」として記載する。右列は、備考欄である。備考に
は、各事象の補足情報を記載するほか、抽出した原因に対
して、その原因を抽出するに至った理由や経緯の説明を記
載する。
「恒久的対応策」には、「事故進展フロー」内で抽出され

た各原因に対する対応策を検討し、記載する。さらに、恒
久的対応策を普遍化したものを教訓として、「教訓」欄に
記載する。RISCAD では、教訓の表現方法として、簡潔
で興味を持たれそうなフレーズをまず記載し、その説明文
を一般的な意味とその教訓が分析した事例にあてはまる部
分が理解できるように記載する。

事故進展フロー図は、時間の流れを基に分析を実施する
ものであるため、初心者でも比較的容易に事故進展フロー
図を作成することが可能である。事故進展フロー図を作成
するにあたっては、詳細な事故情報があることが望ましい
が、少ない情報であっても相応に原因を抽出し、対応策を
検討することができる。また、事故進展フロー図は、分析
者以外の第三者が閲覧した場合に、難解な事故報告書を
読むよりも事故の進展や原因がより容易に理解できるとい
う利点がある。さらに、事故の進展を時系列に従って確認
することにより、事故を擬似的に体験できる効果が期待で
きる。

事故分析手法は、FTA（Fault Tree Analysis）や ETA
（Event Tree Analysis）、なぜなぜ分析や VTA（Variation 
Tree Analysis）などが知られているが、これらの手法は
ある程度の分析者の経験と事故に関する情報量が必要で
ある。これらの分析手法に比べて、事故分析手法 PFA は
少ない情報量でも実施でき、簡便であるという点が優れて
いる。
3.3　原因抽出方法：原因体系化モデル

事故進展フロー図を用いて事故事例を分析する際にいく
つかの問題が明らかになった。

一つは、事故に関連する事象と事故の原因との切り分
けの困難さであった。例えば、間違ってバルブを開けた、
というのは、内容物が漏洩した原因と捉えることができる
が、一方で、バルブが開いた、というのは、事故に関連す
る事象にすぎず、バルブが開いた原因が他にあるはずだ、
と考えることができる。そこで、事故分析手法 PFA にお
いては、作業者および組織の行動、状況や設備、装置、
化学物質および手順書の状態等のすべてについて、実際に
起きたことが明らかか、あるいは、かなりの確度をもって
推定できることを事象と定義した。このような定義は、事
故進展フロー図作成の簡便化にも有効で、分析者はとにか
く何か事象が記載されてあれば、1 本の時系列のフローに
並べることだけを考えればよい。上の例では、内容物が漏
洩したのであるから、バルブが開いたことは間違いないの
で、バルブが開いた、というのは事象であると言える。

もう一つは、原因の抽出方法がわからない、あるいは、
原因の考え方が分析者によって異なるという問題であっ
た。ある者は、作業者の責任を重視し、ある者は、管理

PFA, RISCAD, AIST

区分 原因事象
経過

1 日時
時間 事象1(事故発生前) 事象1の備考

2 日時
時間 事象2(事故発生前)

推定原因1 推定原因1の備考

3 日時
時間 事象3(事故発生前) 事象3の備考

4 日時
時間 事象4(事故発生前)

推定原因2*
推定原因3**

*推定原因2の備考
**推定原因3の備考

5 日時
時間

事象5(最終事象)
火災，漏えいなど 事象5(最終事象)の備考

対応操作

1 日時
時間 事象6(事故発生後) 事象6の備考

2 日時
時間 事象7(事故発生後) 事象7の備考

3 日時
時間 事象8(事故発生後)

恒久的
対応策 1 恒久的対応策1

2 恒久的対応策2
3 恒久的対応策3

教訓

事故概要 　事故番号　発生日時（曜日）　所在地

背景

事故進展フロー 備考

教訓フレーズ1：説明文

教訓フレーズ2：説明文

教訓フレーズ3：説明文

図1　事故進展フロー図の様式
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者の責任を重視する、といった原因の視点の相違である。
原因の抽出方法については、図 2 に示す「原因体系化モ

デル」を用いて考える方法を開発した [5]。原因体系化モデ
ルは Hawkins による SHELL モデルをベースとして開発さ
れた教訓の体系化モデル [6] に「化学物質」という要素を
追加したものである。すなわち、事故に直接関係した「組
織」、「人間」、「装置・設備」、「化学物質」に加え、当事
者ではない「組織」、「人間」とこれらを取り巻く「社会」
を要素として考え、ある事象にこれらのどの要素が関係す
るかを明確にし、それらの要素間に問題が無かったかを検
討する方法である。この原因抽出方法により、分析者の経
験の相違による原因の相違や見落としを減らすことができ
る。図 3 に原因体系化モデルによって抽出された原因の例
を示す。
3.4　事故分析手法PFAの実施手順

事故分析手法 PFA は、以下の手順に従って分析を実施
する。
（1）事象の時系列整理
（2）原因の抽出
（3）恒久的対応策の検討
（4）教訓の作成
（5）概要文のまとめ
（6）グループによる議論
手順の詳細を以下に解説する。
3.4.1　事象の時系列整理

事故事例の分析に先立って、分析対象となる事故事例に
関する事故調査報告書等の情報を精読して、内容を十分
に理解する必要がある。ただし、一般に事故調査報告書
等は難解であるため、事象を時系列で整理しながらまとめ

ると理解しやすい。
先に述べた通り、作業者および組織の行動、状況や設

備、装置、化学物質および手順書の状態などすべてを事
象として時系列で並べる。
3.4.2　原因の抽出

時系列で整理した事象には、どこかに事故に至った原因
が隠れているはずである。そこで、各事象に問題がないか
を逐次検討する。問題がありそうな事象については、原因
の抽出を行う。主な原因は、すでに事故調査報告書等に
記載されているが、残念ながら事故調査報告書には、必
ずしもすべての原因が記載されているとは限らない。そこ
で、分析者の知識や経験に基づいて、できるだけ多くの原
因を推定して抽出することが望ましい。ここが、事故調査
と事故事例分析の相違点と言える。事故事例分析では、真
の原因を追及するよりも、事故事例からより多くのことを学
ぶことが重要である。
3.4.3　恒久的対応策の検討

恒久的対応策は、抽出した原因ごとに検討し、原因の
数だけ恒久的対応策を挙げられることが理想的である。
3.4.4　教訓の作成

教訓は恒久的対応策を普遍化して作成する。ただし、
事故事例をより印象づけるために、教訓は一つの事故事例
に対して、2-4件程度に絞り込むのが望ましい。したがって、
教訓を考える前に、まず、この事故事例でポイントとなる、
事故事例を見る人に最も伝えたいことは何か、を考える必
要がある。こうした検討を行うことにより、事故事例をより
印象的に記憶することができ、また、事故防止のために、
まずどこに注意すべきか、どういう対策を優先すべきかを
判断する能力が身につけられる。

 

社会 組織 組織

人間

装置
設備

化学
物質

人間

社会 組織 組織

人間

装置
設備

化学
物質

人間

規制の不備

法令違反

情報共有不足
手順書不備

情報共有不足

設備設計不備、変更管理不足、
設備対応不足、

リスク評価不足、危険意識不足、
知識不足、変更管理不足

安全教育不足、
手順書不備、
非定常作業、
情報共有不足

情報共有不足
手順書不遵守

知識不足、危険意識不足、
危険状態放置、慣れ

情報共有不足

情報共有不足

誤操作、危険意識不足、
点検形骸化、異常慣れ
省略行動

、

図2　原因体系化モデル 図3　原因体系化モデルによる原因抽出例
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3.4.5　概要文のまとめ
最後に分析結果をまとめて概要文を作成する。概要文の

記載方法は、3.2 項で紹介した。
3.4.6　グループによる議論

事故分析手法 PFA による事故進展フロー図の作成は、
前節までの手順で一応は完成する。しかし、その事故進
展フロー図には、情報源である事故調査報告書の内容と
分析者個人の知識しか含まれていない。事故事例を知識化
し、より有効に活用するために、数名のグループで議論し、
事故進展フロー図を完成させる。ある分析者が作成した事
故進展フロー図の原案に対して、分析者を含めた 4-5 名程
度の異なるキャリアを持つ人たちからなるグループで事故
事例について議論し、最終的に事故進展フロー図を完成さ
せる。
3.5　事故分析手法PFAの効用

事故進展フロー図を囲んでのグループによる議論には、
次のような効果が考えられる。

（1）グループ内で事故の情報を知識として共有できる。
（2）事故の進展の見落としを補完し、違った視点で原因を

抽出できる。
（3）原因の抽出や恒久的対応策について、他の参加者の

知識や経験を共有できる。
（4）皆で原因を見つけ出そうという意識および組織全体の

安全意識が向上される。
例えば、化学プラント現場での短時間のミーティングの中

で活用するなどの方法がある。
できあがった事故進展フロー図は、事業所全体や企業

全体等、さらに広い範囲に水平展開して、事故事例情報の
共有と安全教育に役立てることができる。

4　まとめ
リレーショナル化学災害データベースと事故分析手法

PFA について紹介した。
事故分析手法 PFA に関しては、現在は事故調査報告書

の事後分析を中心に活用しているが、理想的には事故の直
後に行われる事故調査への活用が望ましい。一部、火薬
類の事故で事故進展フロー図を用いた分析が行われている
例や、事故を起こした企業から直接事故分析手法 PFA の
事故調査への活用について相談を受けた例があり、その有
用性は示されているが、今後、事故調査においても活用で
きるように調査の実施方法等を検討し、認知度を高め、利
用拡大に努力したい。

一方で、化学事故の事故事例データベースの国際化はあ
まり進んでいない。その一つの理由は、事故の定義が国に
よって異なることにある。例えば、日本の高圧ガスに関す

る事故統計を国際会議の場で発表すると、その件数の多
さに他国の人は驚く。それは、盗難まで事故に含めている
ことや、盗難を除外したとしても微少な漏洩も事故として報
告し、件数として数えているためである。このような例は
国際的にも珍しい。欧州共同体（EC）の Major Accident 
Hazards Bureau（MAHB）が構築している重大事故報告
システム（MARS：Major Accidents Reporting System）
は、経済協力開発機構（OECD）の化学品事故ワーキング
グループ（Working Group on Chemical Accidents）参加
国も協力する国際的な化学事故データベースであり、人的
被害（死傷者数や避難者数等）や化学物質の保有量に対
して一定の割合以上の漏洩が起きた場合等に重大事故を報
告することになっている。日本の事故を登録する場合に、
死傷者数による定義は可能であるが、避難者数や保有量に
対する漏洩割合等は、必ずしも情報として集められておら
ず、登録の対象となるかどうかの判断ができないといった
状況である。

最後に、リレーショナル化学災害データベースの構築と
活用のためのシナリオを図 4 に示す。構成要素としては、
発災日時から発災装置までの事故事例の事実に基づき収
集する情報、あらかじめ蓄えておく物質危険性情報、そし
て、事故事例分析の結果得られる推定原因、対応策、教
訓と事故進展フロー図がある。これらの要素は、データベー
スの基本構造であったり、信頼性やユーザー利便性を向上
したり、学習教材としての利用価値があったり、事故分析
手法を産み出した基となっている。

リレーショナル化学災害データベースは、化学災害に特
化したデータベースとしての地位を確立させ、広く活用され
ることを目標としている。その活用の中身は、事故防止に、

図4　リレーショナル化学災害データベースの構築と活用のため
のシナリオ
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また、安全教育に役立てることである。そのためには、多
様な事故事例、すなわち、さまざまな原因によって引き起
こされ、さまざまな教訓を得られるような事故事例を学び、
それらの事故事例を詳細に分析することによって、教訓を
導き出すことの重要性を伝えていくことも必要である。リ
レーショナル化学災害データベースの中で開発された事故
分析手法 PFA は、グループでの議論を通じて、安全技術
の伝承に役立ち、組織の安全意識を向上させ、結果として、
産業保安の向上に役立てることを目標として掲げている。
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査読者との議論
議論1　全体的コメント
コメント（内藤 耕：前産業技術総合研究所）

この論文は事故事例のデータベース開発を扱っていますが、近
年の社会的にとても大きく注目を集めている複雑な構造を持つ
ビックデータ分析に大きく影響を与える有益な学術論文と言えま
す。この論文ではデータベース化に向け、キーワード（専門用語）
の定義、データ分析手法（PFA 等）、体系化技術（SHELL モデル）
等の技術を組み合わせる構成的手法が導入されています。一方、
単純な技術統合だけでは有益なデータベースとならず、情報収集
への工夫、さまざまな専門家による多面的な議論等の方法論的重
要性も指摘されていることがこの論文の価値です。

議論2　既存研究との比較によるこの研究の位置付け
質問（田尾 博明：産業技術総合研究所環境管理技術研究部門）

この研究で開発された RISCAD 以外に、我が国および世界に存
在する主なデータベースと、その特徴を表形式等で示していただ
くと、この分野の研究の趨勢と、本データベースの特徴がより明
確になると考えられます。米国の CSB の例が示されていますが、
EU 等でも類似の研究が行われているのではないでしょうか。

回答（和田 有司）
海外の化学事故情報を調べるためのデータベースはないかとの

相談を受けるのですが、適切なものはないというのが現状です。
米国の CSB（Chemical Safety Board）は、データベースという
よりは詳細報告書や再現コンピューターグラフィックのライブラ
リーといった形式で、事故例の検索や統計データの取得はできま
せん。EU には MARS（Major Accident Reporting System）があ
りますが、これも重大事故に限定していること、EU や OECD 各
国の協力が不十分なこともあり、件数が少なく（2010 年以降は 14
件の登録のみ）、データベースとして比較するには十分ではありま
せん。米国では、以前公開されていた EPA のデータベースが 911
テロ以後、非公開になるなどの動きがあり、欧州各国は国ごとに
データベースは持っているようですが、公開していないか、公開
していても自国語のみ（ドイツ等）という状況です。このような
状況ですので、表形式での比較は難しい状況です。

議論3　データベースの内容
質問（内藤 耕）

膨大なデータの分析より、数件の事故の深掘りの重要性が指摘
され、これはしばしば統計分析でやりがちな「平均」ではなく、「多
様性」と「詳細性」に注目することを意味しています。この点を
最後のまとめの中で記述頂ければ、さらにこの論文の価値は高ま
ります。

回答（和田 有司）
ご指摘のとおりと思いますので、まとめに下記のとおり追記し

ました。
「さまざまな事故事例、すなわち、さまざまな原因によって引き

起こされ、さまざまな教訓を得られるような事故事例、を学び、
それらの事故事例を詳細に分析することによって、教訓を導き出
すことの重要性を伝えていくことも必要である。」

質問（内藤 耕）
事故の普遍化に対策を 2 − 4 件に絞り込むことの重要性が指摘さ

れていますが、なぜ絞ったほうがいいのかの根拠の明確化をお願
いします。

回答（和田 有司）
ご指摘のとおり、根拠について明確に記載されておりませんで

した。下記のとおり、追記しました。



研究論文：産業保安と事故事例データベースの活用（和田）

−227− Synthesiology　Vol.6 No.4（2013）

「こうした検討を行うことにより、事故事例をより印象的に記憶
することができ、また、事故防止のために、まずどこに注意すべ
きか、どういう対策を優先すべきかを判断する能力が身につけら
れる。」

議論4　国際標準化
質問（田尾 博明）

国際化に対応するため、データベースの英語版を作成されてい
ます。安全関連でも ISO をはじめ、さまざまな国際標準化が行わ
れていると思いますが、類似研究をしている研究者間で国際標準
化の動きは、どのようになっているのでしょうか。読者としては
興味がある点だと思いますので、そのような観点からの記述が可
能であれば、記述されるとよいと考えます。

回答（和田 有司）
4. まとめに、下記のとおり追記しました。化学産業界でも事故

データベースの統一の動きがあるようですが、議論が始まったば
かりで、まだ欧米の綱引き状態にあり、枠組みが決まっていない
ようですので、ここでは言及しませんでした。
「一方で、化学事故の事故事例データベースの国際化はあまり進

んでいない。その一つの理由は、事故の定義が国によって異なる
ことにある。例えば、日本の高圧ガスに関する事故統計を国際会
議の場で発表すると、その件数の多さに他国の人は驚く。それは、
盗難まで事故に含めていることや、盗難を除外したとしても微少
な漏洩も事故として報告し、件数として数えているためである。
このような例は国際的にも珍しい。欧州共同体（EC）の Major 
Accident Hazards Bureau（MAHB）が構築している重大事故報
告システム（MARS：Major Accidents Reporting System）は、
経済協力開発機構（OECD）の化学品事故ワーキンググループ
（Working Group on Chemical Accidents）参加国も協力する国
際的な化学事故データベースであり、人的被害（死傷者数や避難
者数等）や化学物質の保有量に対して一定の割合以上の漏洩が起
きた場合等に重大事故を報告することになっている。日本の事故
を登録する場合に、死傷者数による定義は可能であるが、避難者

数や保有量に対する漏洩割合等は、必ずしも情報として集められ
ておらず、登録の対象となるかどうかの判断ができないといった
状況である。」

議論5　この研究の社会実装に向けての展望
質問（田尾 博明）

この論文では、事故当事者によって作成された事故調査報告書
を、あとから研究者らが解析して、事故進展フローや原因体系化
モデルを作成していますが、理想的には、事故当事者が事故調査
報告書を作成する段階から、ここで示された事故進展フローや原
因体系化モデルを報告書に組み入れておくことが、原因究明や教
訓を得る上で極めて有効と考えられます。事故調査報告書の形式
として、今回の形式等を取り込んで、JIS 化する、あるいは行政
指導等により事業者を指導する等の動きはないのでしょうか。こ
れらが実現されれば、今回の研究がより一層社会に役立つと思い
ますが、社会実装に向けての将来展望や問題点等を書いていただ
くとよいと考えます。

回答（和田 有司）
火薬類の事故事例については、事故進展フロー図を用いた分析

が行われている例があります。昨年起きた化学プラントの事故で
は、事故調査委員会の指示で企業側の調査担当者が事故分析手法
PFA による分析を行うために相談に来たことがあります。まず
は、実績づくりが必要と考えており、行政の担当者や事故調査委
員に選任された先生方への認知度を高める努力をしているところ
で、そのように追記しました。
「事故分析手法 PFA に関しては、現在は事故調査報告書の事後

分析を中心に活用しているが、理想的には事故の直後に行われる
事故調査への活用が望ましい。一部、火薬類の事故で事故進展フ
ロー図を用いた分析が行われている例や、事故を起こした企業か
ら直接事故分析手法 PFA の事故調査への活用について相談を受
けた例があり、その有用性は示されているが、今後、事故調査に
おいても活用できるように調査の実施方法等を検討し、認知度を
高め、利用拡大に努力したい。」
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1　背景
充電・放電を繰り返して使う蓄電デバイスとして、鉛蓄

電池やリチウムイオン電池に代表される二次電池や高速な
充放電に特化した用途で利用される電気二重層キャパシタ
（Electric Double Layer Capacitor ; EDLC）が挙げられ
る。電池と称されるものは我々の身の回りにあふれており、
蓄電デバイスの応用範囲は極めて広い。ガソリン車並の走
行距離が実現できる省エネルギー自動車の実現や、自然エ
ネルギー導入のための電力平準化等の社会ニーズに応える
ための蓄電デバイス開発が、近年活発に進められてきた。
蓄電デバイスに対する性能要求としては、長時間使用とい
う利便性向上のため、まずは高いエネルギー密度を実現す
ることが求められた。その結果として生まれたリチウムイオ
ン電池の出現から、携帯小型機器を中心とする市場拡大
までの急速な発展は、目を見張るものがある。一方で、リ
チウムイオン電池の優れた性能をもってしても、ガソリン車

並の走行距離を実現できる電気自動車の市場化は困難とさ
れていた折、ハイブリッド自動車の出現によって、高入出
力が可能で、繰り返しの充放電に耐える蓄電デバイスの開
発がトレンドとなった。その後、現状においては、自然エ
ネルギーの普及促進等も視野に入れながら住宅用の蓄電に
も展開しつつ、プラグインハイブリッド車や電気自動車への
要請が高まり、低コストかつ高エネルギー密度の蓄電デバ
イス開発が指向されている。このような開発トレンドの変化
がこの 10 年ほどの間に起こっていることが示すように、社
会背景等によっても技術ニーズが絶えず変化し、蓄電デバ
イスへの性能要求は多様である。

電気二重層キャパシタは化学反応を伴わない蓄電デバイ
スで、原理上、高速充放電性能と耐久性に優れたデバイ
スである [1][2]。静電容量が 1F 以下の小型キャパシタは、
1970 年代後半より市場を確立してきたが、その後、自動
車や建機等の電力回生システム用として 1000F 級の大型デ

羽鳥 浩章＊、棚池 修、曽根田 靖、児玉 昌也

省エネルギーかつ利便性の高いシステムを構築するため、蓄電デバイスには、電気をたくさん貯めるだけでなく、電気の出し入れを高速で行
うことも求められるようになってきた。高速充放電型蓄電デバイスの研究開発は、ナノテク材料製造技術とエネルギーデバイス製造技術とい
う対象スケールの大きさがかなり異なる分野の融合領域であり、また、実用デバイス製造では要素技術の選択と融合が鍵となることから、
構成学的にも興味深い研究開発分野と言える。この論文では、高性能キャパシタデバイス開発を目的に産学官連携で実施されたプロジェク
トの開発経緯を実例として示しながら、材料技術シーズの探索からデバイス製造までの研究開発のアプローチや手法等を紹介する。

高速充放電型蓄電デバイス“キャパシタ”の開発
−　キャパシタデバイスの高性能化を目指した電極材料の開発戦略　−

Hiroaki Hatori*, Osamu Tanaike, Yasushi Soneda and Masaya Kodama

Energy storage devices now require rapid charge/discharge performance, not only high storage capacity for convenient and energy efficient 
devices. Research and development of rapid charge/discharge storage devices are carried out in an interdisciplinary field of nanotechnology 
and device manufacturing, where the scope of research is very different in size and scale. This R&D is an interesting subject from the 
viewpoint of synthesiology, because the keys to device manufacturing are selection and combination of element technologies. In this paper, 
approaches and methods employed in the R&D of high performance capacitors are introduced from the discovery of innovative materials 
to device manufacturing, by citing examples carried out in research projects under industry-academia-government collaboration.

キーワード：キャパシタ、蓄電デバイス、電極材料、高速充放電、カーボン材料

Keywords：Capacitors, energy storage device, electrode materials, quick charge/discharge, carbon materials

産業技術総合研究所　エネルギー技術研究部門　〒 305-8569 つくば市小野川 16-1 つくば西
Energy Technology Research Institute, AIST　Tsukuba West, 16-1 Onogawa, Tsukuba 305-8569, Japan　＊ E-mail: h.hatori@aist.go.jp

Original manuscript received September 18, 2012, Revisions received July 9, 2013, Accepted July 11, 2013

Capacitor devices for rapid charge/discharge storage
- R&D strategies of electrode materials for high performance capacitor devices -



研究論文：高速充放電型蓄電デバイス“キャパシタ”の開発（羽鳥ほか）

−229− Synthesiology　Vol.6 No.4（2013）

バイスの開発が進められた。高速充放電（パワー密度）に
特化したデバイスは、「人が便利に暮らすため」というアウ
トカムを設定した時、さまざまな場面での活躍が想定され
る。大型キャパシタの実用例であるコピー機への応用は、
人を待たせずに起動するために使用されていた予備加熱の
ための待機電力を低減するものであり、キャパシタの高出
力特性を利用した急速加熱により実現した。人間生活の利
便性を保ちつつ、省エネルギーを推進した産業技術の好例
と言える。充電ポイントを通過する時にキャパシタに瞬時に
充電することで、おもちゃの電車が環状の線路を延 と々走
り続けるというものがある。長距離走行に必要な分のエネ
ルギーを、高エネルギー密度の蓄電デバイスに一度に充電
するというのが現状の電気自動車の基本コンセプトである
が、高速充電型デバイスと非接触式充電機との組み合わせ
で、自動車が道路を走りながら、気づかないうちに充電を
繰り返した結果として長距離走行が可能になるといった、
全く違うコンセプトの電気自動車が、未来においては出現
するかもしれない。

現在実用化されている電気二重層キャパシタでは、電極
材料として正極、負極ともに活性炭が使われ、それ以外の
主な部材は、電解液とアルミ集電体という極めてシンプル
な構造のデバイスである。蓄電デバイス全般に言えること
であるが、エネルギー密度とパワー密度はトレードオフの関
係にあり、特にデバイス化においては、一方を向上させよう
とすると他方が犠牲になるということが、現状では避けら
れない。我々は、高速充放電型の蓄電デバイスへの社会的
ニーズが高まる中で、キャパシタ用の電極活物質となる炭素
電極材料の研究開発を行ってきた。すでに述べたように、
蓄電デバイスの応用範囲は広く、社会ニーズに直結したシス
テム側の性能要求も多種多様である。また、革新的なシー
ズが出現して性能限界（の見込み）が上がれば、新たなニー

ズが出現し、それを目指した開発が活発化するということ
が容易に起こる分野でもある。このような背景から、我々
はキャパシタの高速充放電特性という優れた特徴を損なわ
ずに、いかにエネルギー密度を向上させることができるか
を課題として研究開発を進めてきた。その開発戦略は、そ
の時点での社会ニーズから求められる性能要求を一定の達
成目標としながらも、既存原理打破を可能とするブレーク
スルー（第 1 種基礎研究）の探索から、既存事象の正確
な理解（第 2 種基礎研究の基盤的研究）、既存原理に基づ
く性能限界の実現（第 2 種基礎研究）まで、広範なベクト
ルをもって電極材料を開発するというものであった（図 1）。

2　キャパシタの高性能化技術の分類と技術の選択
2.1　電気二重層キャパシタの原理と電気化学キャパシタ

電気二重層キャパシタは、電極表面とそれに接する電解
液との界面に形成されるイオンの吸着層を利用して電気を
蓄える蓄電デバイスである（図 2）。電気二重層における蓄
電は、静電的吸脱着に基づくものであり、二次電池のよう
に化学反応を伴わないことから、高速な充放電が可能であ
り、充放電を繰り返しても劣化が小さいという特徴を有す
る。エネルギー密度に関わる電気二重層容量は電極面積
に比例することから、商用化された電気二重層キャパシタ
では、高表面積材料である活性炭が使われている。

一方で、電池に比べて蓄えられるエネルギー量が限られ
ることが、キャパシタの欠点と言える。エネルギー密度の
改善を行うため、電気化学反応（酸化還元反応）を導入し
たものは電気化学キャパシタと呼ばれ、高速充放電特性を
有することを前提に、広い意味での“キャパシタ”に分類さ
れている。類型による分類を表 1 に示すが、電気化学反
応を正極あるいは負極の一方に導入した中間的な位置づけ
のものの中では、現時点では、図 2 に示すリチウムイオン

図 1　高性能キャパシタ用電極材料の研究開発モデル
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キャパシタ（Lithium Ion Capacitor ; LIC）の開発が実用
化という視点で頭一つリードしている。最近では、さらな
る高エネルギー密度化を目指し、正負両極に電気化学反応
を導入した第三世代キャパシタと称されるものも提案されて
いる。図 3 に、この論文で取り上げたキャパシタならびに
代表的な二次電池について、エネルギー密度とパワー密度
の関係を示す。
2.2　技術選択の理由

上述の技術分類でも示したように、電極表面での電気
化学反応により発現する容量（キャパシタにおいては‘疑似
容量’と呼ばれる）を付加することで、キャパシタの欠点
であるエネルギー密度を改善するというのがオーソドックス

図 3　各種蓄電デバイスのエネルギー密度とパワー密度
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な開発の方向性である。しかし、化学反応を導入するとい
うことはキャパシタへ電池的要素を組み入れることを意味
し、容量増加と引き替えに電池の短所も共に受け入れるこ
とになる。すなわち、多くの場合において、容量と寿命が
トレードオフとなり、電池に対するキャパシタの優位性を損
なわずに容量増加を達成することは、容易ではない。我々
は、ナノカーボン材料製造のシーズの中から、キャパシタ
の特徴を生かしつつ、電気化学反応を導入できる電極材料
の開発を目指し、窒素ドープカーボンや膨張化炭素繊維等
を見いだした。これらのカーボン材料の構造制御をナノレ
ベルで行いつつ、電気化学反応を導入することで大容量化
を目指したのが、水系電気化学キャパシタの開発である。
一方、カーボンナノチューブキャパシタは、電気化学反応を
一切伴わないというキャパシタ本来の動作原理のみで、実
デバイスにおいてどこまでの性能が実現できるかという挑
戦であった。以下にこの二つの開発事例を紹介する。

3　ハイブリッドナノカーボン電極による水系電気化学
キャパシタの開発
3.1　シーズ技術となる膨張化炭素繊維と窒素ドープ
カーボンの研究開発

キャパシタ電極に用いられる活性炭等の炭素材料は、
熱処理温度がそれほど高くない履歴を持つ低結晶性炭素
材料である。高温処理を経た高結晶性炭素材料（黒鉛材
料）は、導電性や耐電圧等の面で優れることが期待され
るが、キャパシタ電極に必要な、広い表面積を持つものが
得られにくい。曽根田らは、黒鉛化処理された炭素繊維を
電解後、急速熱分解することによって得られる膨張化炭素
繊維（Exfoliated Carbon Fibers; ExCF）が、高い結晶性
と比較的大きな表面積を有し、キャパシタ用電極材料とし
て特徴的な挙動を示すことを見いだした [3][4]。硫酸電解液
中における ExCF の容量は、活性炭に比べ希硫酸中では
2 倍以上であるが、硫酸濃度の上昇に伴い急激に向上し、
濃硫酸中では十数倍に達する（図 4）。このような巨大な容

量は、ExCFと硫酸分子間の電荷移動相互作用による疑
似容量効果であると考えられる。

一方、児玉らは、キャパシタ用の多孔性電極を設計する
方法として、鋳型（テンプレート）を用いて細孔構造を制御
するテンプレート法の検討を行ってきたが、その過程にお
いて、炭素構造中に窒素を含有するテンプレートカーボン
が、硫酸電解液中において高い電気容量を示すことを発見
した [5][6]。特に、表面積あたりの容量は 1.2 ～ 2.2 F/m2 に
達し、これは活性炭の 10 倍以上にあたる（図 5）。このよ
うな大きな値は、通常の電気二重層による蓄電とは考えら
れず、炭素骨格中に存在する窒素原子の作用による疑似容
量であると考えられた。その後、この報告により、種々の
原料から調製した窒素含有炭素のキャパシタ特性について
の研究が数多く行われ、最近では、炭素電極材料への窒
素ドープが有機電解液を用いたキャパシタの耐電圧特性を
向上させる [7] という、新たな発見につながっている。
3.2　水系電気化学キャパシタ開発における研究戦略と
その成果

キャパシタは、用いられる電解液の種類によって、水系（作
動電圧：～ 1.2 V）と有機系（同：～ 2.7 V）に分類するこ
とができ、大型の電力貯蔵用途には、作動電圧が高く、
容量を大きくとることのできる有機系キャパシタが有利とさ
れている。一方、水系キャパシタは、作動電圧は低いが、
内部抵抗や周波数特性等を含めたほとんどの電気的特
性、および動作温度範囲等の物理的特性にわたって、有
機系キャパシタより優れていることが知られている [8]。さら
に、有機系キャパシタでは、電解液が高度禁水であるため
厳密な脱水とシール性を要求され、結果的に電解液が原
材料コストの 4 割を占める。これに対して水系キャパシタで
は、広く普及している鉛蓄電池と同じく、希硫酸が電解液
として用いられるため、品質管理やコスト、また、多くの有
機溶媒に見られる毒性や可燃性等を考慮すると環境負荷の
面からも有利である。このように優れた特性をもつ水系キャ
パシタは、自動車の制御系や、モバイル機器のエネルギー

図 4　膨張化炭素繊維による硫酸電解液中での高容量発現機構の解明
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マネージメント等、小型・高出力の蓄電デバイスとしての利
用に大きな期待が寄せられている。

このような状況の中、前出の窒素ドープカーボンならび
に ExCF について、基礎研究の段階ではあるが、疑似容
量でありながらサイクル特性を損なわないことが見いだされ 
[3][9]、炭素製造メーカーならびにキャパシタメーカーと共同
で、ナノテク・先端部材実用化研究開発「ハイブリッドナノ
カーボン電極による水系電気化学スーパーキャパシタの開
発」が実施された [10]。その結果、原料炭素繊維の選択に
より、ExCF が 40 ％硫酸電解液中にて、従来の活性炭で
は認められない 500 F/g の容量（市販のキャパシタ用活性
炭は 100-200 F/g）を示すことが明らかとなった。また、
窒素ドープによる擬似容量については、図 4 に示されるよ
うな酸化還元反応を有効に発現させるために、同様の反応
を起こす高分子を開発し、前出の ExCF上に適切な厚み
でコーティングすることで、水系キャパシタとしては極めて
高いエネルギー密度が達成できることを示した。これは、
高分子を疑似容量活物質として用いる際に、その容量と拡
散抵抗、充放電の時定数を考慮してナノメートルオーダー
の薄膜とする必要があり、その支持構造材として ExCF が
適した構造を持つことと、ExCF 自体が今までに得られな
かった高容量を持つことに原理的には起因している。さら
に、ExCF の高い導電性と高分子の結着性により、従来
の粉末活性炭等による電極の構成材料であり、容量に寄与
しない成分であった結着材（バインダー）と導電補助剤を
必要としないことも電極容量の向上に寄与した。このよう
な特徴を持つハイブリッドナノカーボン材料について、実用
キャパシタとしてのデバイス化ならびに性能実証について、
今後の進展が期待される。
3.3　新規多孔質炭素の商用化

同プロジェクトの中では、酸化マグネシウム（MgO）を
テンプレートとする、窒素含有炭素の高表面積化も追求さ

れた。MgO テンプレート法は、安価な有機酸マグネシウム
塩と炭素前駆体である高分子を原料とすることによって、
多孔質炭素材料を合成する新規な手法である [11]。先述し
た窒素含有炭素では、極めて高い表面積あたりの容量をも
つことを見いだしていたが、表面積を増大させることが課
題となっていた。この検討の中で、クエン酸マグネシウムを
原料として 2 nm 以上のメソ孔に富む多孔質炭素の合成条
件の詳細な知見とノウハウの蓄積が行われ、プロジェクト
参画企業である東洋炭素株式会社によって、活性炭と同等
の大きな表面積とともに、メソ孔（直径 2 ～ 50 nm）に分
類される細孔を多量に含有する特徴を持つクノーベルⓇの
実用化に繋がった [12][13]。通常の活性炭は細孔径が 2 nm
以下のミクロ孔に分布しており、物質移動抵抗がキャパシ
タ高速充放電の妨げとなっていたが、クノーベルⓇは物質
移動抵抗が小さく、高速充放電用途のキャパシタ電極とし
て極めて優れた特性を持つことが明らかとなった。これま
で、メソ孔を持つ炭素材料は、ラボレベルでグラムオーダー
の合成が行われていたにすぎなかったが、本手法の開発に
よって、キログラム以上の供給が実現され、キャパシタ電
極以外にも、二次電池や燃料電池電極等、広範な用途へ
の展開が図られている。キャパシタ電極材料開発という第
二種基礎研究から生まれた基盤技術のスピンオフにより、
多方面での用途展開が期待される材料が極めて短時間に
商品化された好事例である。

4　単層カーボンナノチューブキャパシタ開発
4.1　カーボンナノチューブキャパシタの開発戦略と当初
の目論み

カーボンナノチューブは、グラフェンと呼ばれる炭素の
六角網面のシートを円筒に継ぎ目なく閉じてできる中空状
の繊維状物質である。すでに述べたように、電極界面に
蓄えられる電気量は、原理的に電極材料の表面積に比例

図 5　窒素含有炭素のキャパシタ電極特性と疑似容量発現メカニズム
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する。1 枚のグラフェンの理論表面積は 2,630 m2/g であ
るので、それを円筒状に巻いた単層カーボンナノチューブ
（SWCNT）の理論表面積はチューブの外壁と内壁を合わ
せるとグラフェンのそれと同じになる。しかし、円筒状のグ
ラフェンが同心円状に積層した多層カーボンナノチューブで
は、グラフェン同士が接した面が発生し、その部分は電解
液と接することができないことから、表面積は理論値より
も小さくなる。したがって、高いエネルギー密度を実現す
るには、カーボンナノチューブの表面を電荷の蓄積に最大
限使えるようなナノ構造を追求することが重要である。

一方、パワー密度は、セルを構成する部材中の、電子と
イオンの移動抵抗によって決まる。活性炭は微小なグラフェ
ンの集合体であり、構造中にナノスケールの細孔を持つた
め、大きな表面積を有するが、粒子内の電子とイオンの移
動経路は複雑であり抵抗も大きい。しかし、SWCNT の一
本一本を空間配列させるナノ構造設計によって、電子とイオ
ンの移動経路を精密に制御することができれば、両者の移
動抵抗が理想的に小さい電極、すなわち極めて内部抵抗
が小さいキャパシタを実現できることが期待される（図 6）。

SWCNT は、高い導電性や大きな表面積を持つため、
キャパシタ電極材料として期待されていたが、合成段階で
触媒金属や非晶質炭素等の不純物が数 10 % 以上も混入し

てしまうという問題があって、高純度の SWCNT を大量に
作るのは容易ではなかった。折しも、不純物濃度が重量
比で数百 ppm 以下と極めて高純度な SWCNT の製造を可
能とする、スーパーグロース法 [14] と呼ばれる技術が、産
総研ナノカーボン応用研究センターにおいて開発された。
革新的な材料により高性能キャパシタを創出するとともに、
SWCNT の量産化・低コスト化を先導するという相乗効果
を狙い、産総研と企業 2 社が協力し、同センターの飯島
澄男研究センター長をプロジェクトリーダーとして、カーボ
ンナノチューブキャパシタ開発プロジェクトがスタートした。
このプロジェクトでは、商用化レベルの SWCNT 量産化技
術、ならびに、量産された SWCNT を電極とする実用キャ
パシタデバイス製造技術の確立が中心課題となった。
4.2　実用キャパシタデバイス開発において達成された
成果

本プロジェクトにおいては、SWCNT に特徴的な電気
化学特性（図 7）が明らかになった [15]-[17]。本来、電気二
重層に起因する電気容量は電圧によらず一定であるが、
SWCNT 電極では、充電される電気容量が電圧におよそ
比例して向上する。SWCNT は、グラフェンの巻き方（キラ
リティ）によって、電子構造が金属的になったり半導体的
になったりすることが知られているが、SWCNT 電極で観
測される電圧依存性は、この独特な電子構造に起因したも
のであり、導電性高分子の電気化学ドーピングと類似の現
象として説明される。SWCNT への電子やホールの注入に
よって、電解液中で電位分極が生ずるために電極シートの
電気伝導性が 10 倍以上に向上することが実験的に確認さ
れている [16]。さらに、通常の活性炭電極においては、単
セル電圧の上限が 2.5 ～ 2.7 V であるのに対し、高純度
SWCNT のみで構成される電極は、3 V を超える高い電圧
で動作しても十分な耐久性を維持することが明らかになっ
た。これは、電解液の分解を促進する、グラフェン表面の
官能基や金属元素等の混入物質が、極めて少ないことによ

図 6　活性炭電極と垂直配向した SWCNT 電極のモデル構造
と電子、イオンの経路

図 7　SWCNTの特徴的な電気化学特性
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ると推察される。キャパシタのエネルギー密度は、充電電
圧の 2 乗に比例することから、この特性はエネルギー密度
向上のために極めて重要なものであった。

SWCNT は、電解液の分解を引き起こしやすいグラフェ
ンの末端が極めて少ないという構造から、キャパシタ電極
として用いた場合、高電圧作動の可能性を持っている。ま
た、現在市販されている活性炭電極は、粉砕した活性炭
粒子をバインダーと呼ばれる高分子、ならびに粒子間の接
触抵抗を低減するための導電助剤となるカーボンブラック
とともに混練することでシート状にしたものであるが、これ
らの添加物は高電圧条件で電解液等の分解を誘発し、エ
ネルギー密度向上の妨げとなる。これに対して、SWCNT
は繊維状であることから、バインダーを全く必要とせず、
紙すきの要領でシート化ができる。また、スーパーグロー
ス法による SWCNT は単純にプレスするだけでも柔軟な
電極シートを与える。すなわち、SWCNT 自身が高純度
であることに加えて、成形体としても電極活物質である
SWCNT が 100 % の電極を得ることができる。しかも、
この研究プロジェクトでは SWCNT 電極シートとアルミニウ
ム集電体との接着剤フリー接合にも成功した（図 8）。

SWCNT が本来有している高い耐電圧特性に加えて、高
電圧条件で電解液等の分解を誘発する不純物の混入や混
合を避けることによって、SWCNT キャパシタはエネルギー
密度、パワー密度において現状の活性炭電極の 2−3 倍の
性能を示し、しかも耐久性においても15 年以上というプロ
ジェクト目標を達成した [18]。

図 6 に示すような垂直配向した SWCNT 電極は、イオン
の拡散抵抗を低減し、パワー密度を最大化するためには
理想的な構造であり、そのような電極構造を実現できるよ
うな成形技術シーズも見いだされていた [19]。しかし、本プ
ロジェクトによって紙すき法や単純なプレスといった手法を
選択しても十分なパワー密度が実現できることがわかり、

理想構造よりは実用性の観点で生産性の高い電極製造方
法を選択したことが、デバイス製造の成功につながったと
言える。

SWCNT では、チューブ同士が凝集して束状の構造（バ
ンドル構造）を形成するのが一般的であるが、キャパシ
タ電極として使用した場合に、バンドル構造内部にある
SWCNT の外表面には電解質イオンが接近できないため、
チューブ同士が接する表面は電荷の貯蔵に関与できない。
我々は、この点にも注目し、電気化学的にバンドルを解放
する方法について検討し、バンドル構造を形成する市販の
SWCNT において実証している [20]。スーパーグロース法で
製造された SWCNT は、表面積の大部分が物質の吸着に
関与できる特異なものであったが、上述の紙すき法による
電極成形技術と同様、多様な SWCNT 商品に備えて、汎
用性の高い製造技術オプションを用意することが重要であ
り、このバンドル解放技術もその一つと考えている。

カーボンナノチューブキャパシタ技術開発プロジェクト
は平成 23 年度で終了し、実用レベルである1000F 級の
SWCNTキャパシタの製造に成功している（図 8）。さらに、
SWCNTという素材の優れた導電性、電極成形性が見いだ
され、SWCNT を電極活物質として使うのではなく、導電
材料かつ成形材料として活用する方向性も示された。その
結果として、ナノ結晶チタン酸リチウムとのコンポジット化
によりエネルギー密度を 30 Wh/kg 以上に向上させた電気
化学キャパシタの開発にも成功している [18]。現時点では高
価である SWCNT の使用量を15 % 程度までに低減できる
という利点もあり、より実用化時期の早いデバイスとして期
待されている。

4.3　SWCNTの電気化学特性の理解とさらなる高容量
化の可能性

我々は、SWCNT の金属半導体分離を行ってキャパシタ
特性を評価した結果に基づいて、SWCNT の半導体性を
活かし、さらに、直径制御ならびにキラリティ制御を行うこ
とにより、カーボンナノチューブキャパシタのエネルギー密
度を向上させることが可能であることを提案している [21]。
電極への電荷の蓄積が充電電位に比例する電気二重層
キャパシタ的な蓄電挙動と、電荷の貯蔵が一定の電位で
起こる二次電池的な蓄電挙動を比べた場合、最終的に同
じ電荷量を収容できる電極であれば、後者は前者の 2 倍
のエネルギー密度をもつことになる。すなわち、半導体性
SWCNT の電子物性制御を行い、充放電電位を最適に制
御することができれば、デバイスとしてのエネルギー密度が
2 倍に向上することになる。しかし、SWCNT の直径制御
とキラリティ制御は現行の量産技術のコスト面でのハードル

図 8　カーボンナノチューブキャパシタ
a）基板上に垂直に成長した SWCNT、b）SWCNT 電極シート、c）
1000F 級 SWCNT キャパシタ

(c)

(b)

アルミニウム集電体

SWCNT電極シート

高純度SWCNT(a)
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をさらに困難にする技術であることから、まずは金属 / 半
導体混合物として量産化される SWCNT が商品化され、
その後のステップとして、SWCNT 製造技術がさらに進化
することを期待したい。

5　まとめと将来展望
常に進化する材料技術によって、製品性能向上の新たな

シーズが見いだされる一方で、実用化という社会ニーズの中
では現状で足の速い技術を取捨選択しながら、デバイスや
システムの構築を行っており、第 1 種基礎研究から商用化
研究までが絶えず相互にリンクしながら進行しているのが
近年の蓄電関連技術開発と言えよう。蓄電デバイスについ
ては、多様な用途展開があることから、現状の性能レベル
から見てはるかに高いところにある目標を目指しながらも、
もう少し低い性能でも対応可能なシステム、あるいはコスト
面で折り合える用途等をステップに開発を進めることも一
つの方策である。カーボンナノチューブ等の革新的な材料
の出現とエネルギーデバイスという実用出口がリンクするこ
とによって、第 1 種基礎研究を行う広範な領域の研究者が
新たな開発意欲をもって電極材料関連研究に取り組むとい
うことも起こった。また、キャパシタという出口を指向した
第 2 種基礎研究の中から、より広範な応用が期待され、
汎用性のある材料が見いだされてきている。MgO テンプ
レート法による多孔質炭素の商品化に見られるように、材
料技術のスピンオフによって、キャパシタ以外の応用商品が
生み出されることも期待できる。

カーボンナノチューブキャパシタについては、SWCNT の
優れた実力が実用デバイスレベルで実証されるとともに、
その製造に必要なさまざまな技術オプションが蓄積された
状況と言える。しかし、数千円 /kg でも高いと言われるの
が実用電極材料の世界であるので、SWCNT がまだ高価
な材料である点は否めず、他用途も含めたマーケットの広
がりとそれに要する時間とがまだ必要である。同じ繊維状
カーボンであり、日本人が工業的製法を発明した炭素繊維
は、世界シェアのおよそ 7 割を日本企業が占める産業へと
発展した [22]。現在では、航空機の構造材料や建築物の補
強材料等にも使われ、汎用品であれば数千円 /kg のレベ
ルまで価格は下がっているが、その商品化は 10 万円 /kg
からのスタートだったと聞く。真に優れた材料は経済的な
死の谷をも乗り越えることを証明した炭素繊維の歴史をよ
りどころに、優れた特徴をもつナノカーボン材料が、キャパ
シタ電極材料をはじめとする広範な分野で商品化されるこ
とを期待したい。
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査読者との議論
議論1　カーボンナノチューブキャパシタ
質問・コメント1（阿部 修治：産業技術総合研究所評価部）

カーボンナノチューブのような精緻なナノ構造を作ることは、
活性炭等に比べればはるかに高コストであることは最初から明ら
かであり、量産化技術開発が進展してきた現在でもその状況は変
わっていないと思われます。カーボンナノチューブ開発のプロジェ
クトの意義は、カーボンナノチューブの特性から引き出されるポ
テンシャルを実際に示して、量産化を先導、誘導することかと思
いますが、このような研究戦略はどのように総括できるでしょう
か。

回答1（羽鳥 浩章）
材料コストに関しては、ご指摘のような懸念が開発当初からあ

りましたので、カーボンナノチューブの量産化による価格低下と
キャパシタ性能向上による材料コスト低減で、どこまで現状の材
料に対しての競争力を発揮できるかを想定し、また実用的な仕様
に落とし込むため常に複数の選択肢を持ちながら研究開発を進め
ました。4.2 の最後の段落で説明していますが、表 1 のレドックス
キャパシタに相当する設計により、カーボンナノチューブの使用
量が少なくて済むデバイスの開発も同じ研究開発プロジェクトに
おいて実施し、エネルギー密度における高い性能が実証されてい
ます。

カーボンナノチューブの低コスト化という視点では、生産技術
の改良のみならず、その需要が大幅に確保されなければ低価格化
は実現しないことから、高性能キャパシタの性能実証により、単
層カーボンナノチューブの量産化・商用化を誘導することがこの
研究開発の一つの目的であることを 4.1 の最後で述べています。
材料コストとその商用化までの道筋については、「5. まとめと将来
展望」の最後で炭素繊維を例として挙げております。炭素繊維は
鉄に替わる構造材料として現在注目されていますが、発明特許か
らスポーツ用品等のニッチ商品向けの販売まで 20 年、構造材料の
ように大量の需要が見込まれる分野で使用されるまでに更に 20 年
かかっています。汎用品レベルの価格を要求される蓄電部材とし
ての SWCNT を考えた時、炭素繊維の商品化の歴史は大いに参考
になるとともに、シンセシオロジー誌でもその研究開発戦略が分
析されておりますので、引用文献として追加しました。
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議論2　研究開発モデル（図1）
質問・コメント2（阿部 修治）

図 1 の「研究開発モデル」について、右上にある「新材料シーズ（第
1 種基礎研究）」は単層カーボンナノチューブの研究を指している
ようですが、そこから下に向かう矢印の「新機能の発見」とは具
体的に何を指しているのでしょうか。

回答2（羽鳥 浩章）
キャパシタ電極材料の視点から見た場合、スーパーグロース法

によるカーボンナノチューブの大量合成法は第 1 種基礎研究と位
置づけられます。また、「新機能の発見」は、1）製造時の特殊な
集合体構造により高表面積であったこと、2）電位依存性（結果と
して限られた電位窓の中でより多くの電気を蓄えられる）や 3）
高電圧での充放電が可能であることなど、初期の実験で見いださ
れた電気化学特性が該当します。この研究開発を開始した時点で、
1）はキャパシタ電極として SWCNT に期待されることとして知
財等に書かれてはいたが実験的実証はなされていなかったもので
あり、2、3）については論文、知財等において科学的知見が全く
示されていなかったものです。

議論3　水系キャパシタ
質問・コメント3（長谷川 裕夫：産業技術総合研究所）

従来型の有機系キャパシタと比較して、開発された水系キャパ
シタはどのような特徴を持ち、応用分野としてどのようなものが
考えられるでしょうか。

回答3（曽根田 靖）
電気化学キャパシタは、従来の二次電池と比べて高出力、低容

量の蓄電デバイスですが、そのキャパシタにおいても、高出力型、
高容量型、両者の中間型等、実際の用途に合わせてデバイスの設
計が行われています。高出力型の性能を極限まで求める際には、
電解液の導電性が高い水系キャパシタの方が有機系より本質的に
適しています。また、自動車等で重視される温度特性についても、
水系の方が一般的な有機系電解液よりも高温、低温とも優れてい
ます。環境負荷の点では、水系電解液として用いられる希硫酸は、
鉛蓄電池の普及に見られるように広く受け入れられていますが、
有機系電解液のいくつかはそれ自体の毒性や、燃焼時の危険性が
指摘され、国内外でもその利用に温度差が見られます。

モバイル機器等で用いられる小型の基板実装型キャパシタで
は、個々のデバイスの回収が見込めないために環境負荷が小さい
事や廉価であることなどが強く求められ、これらの点においても、
水系キャパシタに利点があると言えます。
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1　はじめに
我が国では、ものづくりを支える金属資源のほとんど

を海外からの輸入に依存している。近年、レアメタル価
格の急騰や輸出規制等によりその安定供給が危ぶまれる
事態が続いた。金属資源は元素（鉱種）ごとに特徴的な
機能を有するため、エネルギー資源とは異なって他の金
属資源で置き換えることが難しい。したがって、使用量
はごく僅かであっても、特定の金属の供給が滞ると、そ
れを使用する製品が国内で生産できなくなる恐れがあ
る。長期的に見れば、技術立国日本の根幹を揺るがす事
態に発展することも懸念される。また、製品自体に寿命
が来ても、金属は製造時とおよそ同様の状態にあり、理
論的には完全に元の原料に戻すことができる。すなわ
ち、循環使用が可能である。我が国には多くの廃製品が

残されており、有望な資源として期待できることから、
1980 年代に南条道夫氏（東北大）が命名した「都市鉱
山」という言葉が再び使用されることが多くなった。し
かし、廃製品は国土に散在しており、天然鉱山に比べて
必ずしも金属集積度は高くない。このような難処理資源
を開発する上では、金属を省コストに 1 次濃縮できる物
理選別技術の適用が欠かせない。特に、廃製品からレア
メタルを元素ごとに取り出す行為は、まだ誰も経験した
ことがなく、新しい思想の物理選別技術が必要となる。
本報では、物理選別の技術革新によるレアメタルリサイ
クルの実現から、これまで脇役であった物理選別を核に
して金属資源の国内循環を促進する、「戦略的都市鉱山」
の構築を目指した取り組みを紹介する。

大木 達也

我が国ではものづくりを支える天然金属資源のほとんどを海外からの輸入に依存しており、近年、価格の急騰や輸出規制等によりその
安定供給が危ぶまれる事態が続いた。都市鉱山はこのようなリスクに対応し得る有望な自国資源であるが、レアメタル等の金属集積度
は必ずしも高くなく、省コストに1次濃縮できる物理選別技術の適用が欠かせない。廃製品からレアメタルを元素ごとに取り出す行為は
まだ誰も経験したことがなく、新しい思想の選別技術が必要となる。本報では、物理選別の技術革新によるレアメタルリサイクルの実
現から、物理選別を核に金属資源の国内循環を図る「戦略的都市鉱山」を目指した将来構想について紹介する。

都市鉱山の戦略的な開発を支える物理選別技術
−　未利用・難処理資源の開発と我が国の資源ビジョン　−

Tatsuya Oki

Most of the natural metal resources supporting manufacturing in Japan are imported from foreign countries. In recent years, the need for a 
stable supply is an ongoing serious issue in the face of sudden price rises or export regulations. Urban mining is a promising way of using 
domestic resources to minimize this risk. However, because the degree of integration of metals, including rare metals, in products is not 
necessarily high, the use of a physical separation technology that can concentrate such metals and save costs is indispensable. Moreover, 
because we lack experience in recovering some types of individual rare metal elements from waste products, innovative separation 
technologies are needed. In this report, I introduce ways of achieving rare metal recycling through innovations in physical separation. I 
also present a plan for “strategic urban mining” that has physical separation technology at its core and is aimed at domestic circulation of 
metal resources.
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2　難処理資源開発を実現する物理選別技術
2.1　都市鉱山開発における物理選別技術の重要性

我が国には現在稼働している金属鉱山はほとんどない
が、輸入した金属原料が製品や廃製品の形で国土のどこ
かに存在する。国土に眠る廃製品は「都市鉱山（urban 
mine）」と呼ばれることが多くなった。しかし、鉱山と
称するには、一定の経済性をもって資源を取り出すこと
ができなければならない。したがって、国土のどこかに
あるという段階では、鉱山とは呼べない。天然鉱山は地
球がとてつもなく長い時間をかけて資源を濃縮したもの
であり、金属集積度の高い大量の廃製品が自然に集まる
わけではない。すなわち、「都市鉱山（urban mine）」
がどこかに存在するのでなく、人類が意図的に「都市鉱
山開発（urban mining）」して初めてその存在が具現化
する。都市鉱山開発とは、人工的に集積するためのエネ
ルギーを最小限化する技術といえる。

当初、都市鉱山の開発では、廃製品の収集等社会シス
テムの整備による「量の確保」が優先された。我が国で
はすでに、1990 年代の法整備に伴い大型廃家電等のリ
サイクルインフラが整っていたため、廃製品を収集すれ
ば容易にレアメタルが回収できるとの認識が強かった。
しかし、現実には、既存のリサイクル施設で廃製品から
レアメタルを取り出すことはできなかった。1990 年当
時は廃棄物処分場の逼迫が社会問題となっており、量の
多い、鉄、アルミ、プラスチック等をリサイクルして最
終処分量を減容する、環境制約に基づいた「量のリサイ
クル」が主体であった。一方、2008 年から指定地域で
実施された小型家電の回収事業では、対象はレアメタル
に変わった。各種レアメタルの濃度は数百～数千 ppm
程度であり、いわば資源制約に基づく「質のリサイクル」
が要求される。旧来のリサイクルインフラで小型家電か
らレアメタルを回収することは、鶴嘴（ツルハシ）で外
科手術を試みるようなものであった。量のリサイクルか
ら質のリサイクルへ、技術転換の必要性が社会に認識さ
れたのはやっと 2010 年頃のことである。

廃製品中のレアメタルは、製品内に限定的に使用され
ており、鉄やアルミ等の構造材に比べて含有率が低いた
め、そのままでは化学試薬を用いる湿式製錬での経済的
回収は難しい。また、高温反応を利用する乾式製錬では、
低濃度の銅や貴金属を効率的に回収できるが、多くのレ
アメタルは熱溶融してガラス状のスラグ内に分散してし
まうため、技術的に回収は困難である。廃製品からレア
メタルを回収するには、製錬前に物理選別によって、銅
や貴金属と分離しておくことが不可欠となる。なお、
「レアメタル」とは世界共通の用語ではない。我が国で

は 1980 年代にレアアース 17 元素を含む 47 元素がレア
メタルと定められている。あるいはレアアースを 1 種と
して 31 鉱種と呼んだりする。「レアメタル」という用語
を使わない国も多く、使っても定義が異なる。近年は、
英語圏でも日本語の「Rare metal」を使用する例が見ら
れる。しかし、貴金属のうち白金とパラジウムだけがレ
アメタルで、金や銀はレアメタルでないなど、一つのグ
ループとして扱うことの合理性を疑問視する声もある。
このことから、著者は個人的に、我が国にとって戦略的
な金属資源を総称して「戦略メタル」という言葉を併用
している。
2.2　物理選別の技術的課題

レアメタルを銅・貴金属と事前に物理選別するには廃
製品個別の課題も多いが、ここでは、基礎的な共通課題
について述べる。廃製品は多くの成分が組み合わさった
いわば複合粒子であり、一般的には「粉砕」によってバ
ラバラにすることが先決となる。多くの工業プロセスで
の粉砕の効用は、流動性、加工性や反応性の向上等であ
り、粉砕によって粉体の「均一化」を図ることが目的で
ある。一方、物理選別での粉砕の目的は、唯一「単体分
離」の促進にあるといっても過言ではない。単体分離と
は、1 粒子が 1 成分で構成された状態にすること、ある
いは、なった状態を呼ぶ。この「成分」とは回収対象物
であり、状況に応じて回収したい元素や合金、部品等を
指す。つまり、粉砕は単体分離という粉体の「不均一化」
操作をする選別前処理と位置づけられる。物理選別は固
体粒子を選り分ける操作であるから、事前に粒子を単体
分離しておかなければ、その後、いかなる技術を駆使し
ても高度な選別はできない。図 1 は粉砕による単体分離
の進行と、粉体の不均一化の関係を著者の視点でまとめ
たものである。多成分からなる複合粒子（出発粒子）は
粉砕が進み細分化されると、次第に単成分からなる単体
分離粒子の集合体となり、粒子相互の組成にムラが生じ
て不均一状態となる。これが、粗粒（粒子が大きい）段
階で達成されるのが理想である（粉砕の結果としてミッ
クスナッツのような状態となるイメージ）。しかし、こ
こからさらに粉砕したり、微粉砕によってようやく単体
分離が達成される場合には、集合体としての均一化（良
く混ざった状態）が進行してしまい、今度は、選別によっ
て特定粒子を回収することが困難となる（七味唐辛子の
イメージ）。このように、粉砕による単体分離の促進と
は、集合体としての不均一性を犠牲にしながら、個別粒
子の不均一化を達成させる行為といえる。したがって、
できる限り粗粒段階で単体分離を達成させることが肝要
であり、決して過剰に微粉砕してはいけない。また、粉
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砕しても細分化されるだけで、単体分離が全く進行しな
いもの（インスタントコーヒーのイメージ）は、物理選
別の対象とはなり得ない。

図 1 の粉砕工程において、複合粒子が一様に粉砕され
る「ランダム粉砕」より、選択的に粉砕される方が、良
好な単体分離を達成させることが可能となる。粗粒段階
で単体分離を達成させる粉砕方法は「選択粉砕」と呼ば
れ、最も重要な物理選別の前処理操作の一つである。し
かし、多種多様な対象物の物性や構造に対応する必要が
あるため、選択粉砕は技術的に難易度が高く、万能な選
択粉砕機なる装置は存在しない。現状では、特定の対象
物に対して偶然に各種粉砕機の選択粉砕性が見いだされ
るのを待つしかなく、理論的・組織的なアプローチによ
る技術の体系化が望まれている。

都合よく単体分離されたとしても、粉砕した段階では
いまだ種々の粒子が混在した状態であり、選別操作が必
要である。物理選別では、各種の粒子物性の差が利用さ
れる。気相（通常は空気）で行う乾式選別は、乾燥や水
処理が不要なため省コスト、低環境負荷に選別すること
ができる。一方、液相（通常は水）で行う湿式選別では
高い分離精度が期待できる場合もあるが、水循環動力や
乾燥等が必要で、エネルギーやコストの面で不利とな
る。また、湿式選別でも、多量の界面活性剤等を使用す
る粒子表面性質を利用した方法では、粒子バルク性質を
利用した方法に比べて廃水処理の負荷が大きくなる。以
上の理由からリサイクルでは乾式選別が好まれるが、各
選別法には適用粒径の制限があり、乾式選別だけで完結

するとは限らない。適用粒径下限の線引きは難しいが、
目安として、乾式選別で 1 mm、バルク性質利用の湿式
選別で 50 μm 程度であり、それ以下では表面性質利用
の湿式選別に頼る必要がある。つまり、物理選別の省エ
ネ・省コスト化の鍵を握るのは、前処理の粉砕工程でい
かに粗粒段階で単体分離させるかに関わってくる。

図 2 は、1 粉砕工程− 1 選別工程からなる最も単純な
物理選別プロセスのモデルである。出発物質としてはさ
まざまな廃製品が単一種で、あるいは混合されて、ある
いはプリント基板等が取り出されて投入される。粉砕機
の種類も多種多様であり、そのコンディションや運転条
件によっても粉砕のされ方は全く異なる。ここで最適な
粉砕条件を選択し、選択粉砕により粗粒段階で単体分離
できれば、後段の選別工程を極めて有利に実施できる。
しかし、これらの膨大な組み合わせから、選択粉砕が達
成できる条件はごく僅かであり、いまだほとんどの廃製
品について選択粉砕条件は見いだされていない。レアメ
タルのリサイクルでは、このような状況下で得られた粉
砕物に対して、単体分離不十分と認識されずに、後段の
選別方法を模索している例も少なくない。物理選別プロ
セスの効果は、粉砕性能と選別性能の相乗作用で決まる
ので、後段だけに優秀な選別機を備えていても意味がな
く、選択粉砕による単体分離の効率的な達成は、成功へ
の最初の鍵となる。

一方、理想的な単体分離が達成できても、いまだ粒子
は混合状態にあり、選別のためのお膳立てが整ったにす
ぎない。上述したように各選別法には適用粒度がある
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図 1　粉砕による単体分離の進行と粉体の不均一化の関係
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が、乾式選別が適用できたとしても、利用する粒子物性
（サイズ、形状、比重、磁性、導電性、色、X 線透過率等）
に応じてさまざまなタイプの装置があり、一つの物性に
対してもさらに多くの選別機が存在する。また、粉砕機
と同様に、コンディションや運転条件によって選別のさ
れ方は全く異なる。図 2 に示した 1 粉砕工程− 1 選別工
程の単純なモデルでもパラメータは 7 種あり、それぞれ
少なくとも数十の選択肢があるので、取り得るパターン
は数千億通りにも及ぶ。実際には、2 ～ 3 の粉砕工程と
3 ～ 10 程度の選別工程が実施されるので、そのパター
ンは天文学的な数値となる。都市鉱山のような難処理資
源で理想的な物理選別を実現する条件は、このうちのご
く僅かのパターンに限定される。また、同様の組成の鉱
石が数十年にわたって採掘される天然鉱山と異なり、都
市鉱山では製品サイクルが早く、廃製品ごとに含まれて
いるレアメタルの種類、形態および量も異なるため、特
定の対象物に対する選別パターンの有効期限が数年と短
い。膨大な選択肢から僅かな時間で最適条件を導き出す
ことが困難なため、現状では極めて不満足な選別条件下
で処理することを余儀なくされている。

3　物理選別の革新によるリサイクルの実現
3.1　手解体・手選別代替技術～イージーセンシング～

単体分離を実現する選択粉砕条件を見いだすことは難
しいが、回収物のサイズが比較的大きければ、個別に「解
体」することで単体分離が図れる。実際、大型家電から
モーターを取り出す工程等では、我が国でも手解体が行
われ、そのまま目的部品を手選別で回収することも少な

くない。廃製品は複雑な構造をもち、日々変化すること
から、手解体・手選別は単体分離−回収を実現する最も
確実な方法である。しかし、経済性、生産性、国際競争
力といった点から、我が国でこの方法を適用するには限
界があるため、その機械化を促す研究が進んでいる。完
全自動の解体技術が実現した例はないが、手選別を自動
化するソーティング技術は種々存在する。これらは製造
工程で使用する高度なセンシング技術を転用した高価な
装置が多く、均質な粒子群から不適合物を取り出すこと
は得意であるが、ばらつきが大きい廃製品解体物を対象
とした場合には、十分な性能が得られないことも少なく
ない。

そこで著者は、対象物を限定した低価格の手解体・手
選別代替装置を「イージーセンシング」と名付けて開発
している。これは、高価なセンサーの代わりに、人の
五感程度の安価なセンサーを複数組み合わせ、また、
製品情報に基づいた制御により高精度な選別を達成さ
せる技術である。例えば、著者はハードディスクドライ
ブ（HDD）から、レアアースを含むネオジム磁石を高
純度で回収する 2 段階粉砕選別法を提案しているが、そ
の中で開発した「HDD カッティングセパレータ（HDD-
CS）」がその一つである。HDD を普通に粉砕すると、強
力なネオジム磁石が粉砕機内に強固に磁着し、スクリー
ンの閉塞等のトラブルを招く。運良く粉砕機外に排出さ
れても、近傍の破砕鋼板と直ちに磁気凝集体を形成する
ため単体分離が達成できない。このようなことから、物
理選別の一環として脱磁工程を取り入れるのが一般であ
る。ネオジム磁石は Curie 温度が低いため、350 ℃前後
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図 2　物理選別（1粉砕工程－1選別工程）モデルに基づくプロセス最適化のポイント
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の加熱で磁力を失わせることができる。しかし、HDD
重量の 2 ％程しかないネオジム磁石を脱磁するのに、
その 50 倍もの金属を加熱するのは効率が悪いため、脱
磁法の模索が続いている。著者は、HDD が他の小型家
電と違い、メーカーや年式、機種によらず、形や構造が
およそ同じであることに着目した。近畿工業（株）と共
同開発した HDD-CS（図 3）は、4 つの磁気センサーと
二つの位置センサーにより HDD 表面の漏洩磁気を検知
し、ネオジム磁石部位を非破壊で検出する機能をもつ。
その後、非磁性刃直下に HDD を搬送し、脱磁前に磁石
部位を打ち抜く装置である。各種 HDD の漏洩磁束密度
をデータベース化し、これに基づいた装置最適化により
検出精度を上げている。小型で安価な装置でありなが
ら、年間 40 万～ 100 万台の HDD を自動処理すること
が可能である。なお、本装置で 10 倍程度に濃縮された
磁石部位は、脱磁後、衝撃粉砕、スクリーニングを施す
ことで、純度 94 ～ 97 ％の磁石粉末を回収することに
成功している。
3.2　選別の自動制御化～スマートオペレーション～

HDD では、幸運にも衝撃破砕−スクリーニングで磁
石のみを回収することが可能であったが、通常は、仮に
単体分離が達成できても、選別の最適化が困難である場
合が多い。既述のように、通常、3 ～ 10 工程の選別が組
み合わされるため、選別条件の組み合わせが天文学的数
字になり、装置本来の限界性能を導き出す前に「この装
置では分離できない」と断念するケースがほとんどであ
る。そこで著者はデータベースとこれを用いた数値計算
によって、速やかに最適条件を導き出す方法を検討した。
熟練工の経験に頼らずに、最適条件で装置を自動運転す
るシステムを「スマートオペレーション」と名付けた。
この技術をプリント基板のリサイクルに応用した結果、

世界で初めてタンタルコンデンサのリサイクルが可能な
選別プロセスの開発に成功し、2012 年の春に都市鉱山モ
デル事業を推進するリサイクルプラントへ導入した。

タンタルはレアメタルの中でも高価な金属であり、か
つ、ほとんどリサイクルされていないことから、国が定
めたリサイクルを優先すべき 5 鉱種（タングステン、
タンタル、コバルト、ネオジム、ジスプロシウム）の一
つとなっている。タンタルの多くはプリント基板上のタ
ンタルコンデンサとして使用される。開発当初は著者ら
も、これまでの選別セオリー（図 1）に従い、単体分離
種をタンタル元素（主として酸化物として存在）として、
プリント基板を微粉砕して単体分離の向上を目指した。
微粉砕後、タンタル酸化物の物性に基づく選別を施す
と、タンタルは数倍に濃縮されたが、プリント基板に占
めるタンタルの重量割合が千 ppm 程度であるため単独
では回収できず、貴金属や他の重金属とともに重産物と
して回収された。既述のように、タンタルのようなレア
メタルは、乾式製錬前に銅や貴金属と分離しておく必要
があり、上記の方法ではタンタルの資源化は達成できな
かった。一方、この頃、共同研究先企業において、ある
粉砕機でプリント基板から電子素子がおよそ原形のまま
剥離される現象が見いだされた。この時点では、種々雑
多な電子素子が混在する中、特定の電子素子のみを回収
することなどは困難と考えられていた。しかし、著者は、
これらは一見無秩序な混合物に見えるが、各素子は人工
物ゆえの固有の選別特性をもっているはずと考え、タン
タルコンデンサを単体分離種として想定した最適選別パ
ターンの抽出を目指した。従来型アプローチの選別実験
データから最適条件を見いだすことは到底困難と考え、
パソコン等から回収した電子素子 40 万個以上を 1680 分
類し、その物性や選別特徴をデータベース化した。その
後、サイズ選別、比重選別、磁選の 3 種の選別法につい
て、反復使用を含めた約 2000 兆通りの選別パターンの
結果を数値計算で予測し、タンタルコンデンサが濃縮可
能な最適条件の絞り込みを行った。その結果、剥離電子
素子群から 6 工程で、回収率（剥離素子群中のタンタル
コンデンサの内、回収されたタンタルコンデンサの重量
割合）80 ％以上、品位（回収産物のタンタルコンデン
サ重量割合）80 ％以上の精度で回収できる選別条件を
突き止めた（図 4）。

最適選別パターンは明らかになったが、既存装置でこ
の選別条件を満たすものは存在しなかった。そこで、次
にそれを実現するための装置開発を行った。傾斜弱磁力
磁選機（図 5（a））は補助的役割を果たす小型装置で、
傾斜コンベア型形状選別部でアルミ電解コンデンサを、
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図 3　HDDカッティングセパレータ（近畿工業（株）と共同開発）
によるネオジム磁石リサイクル
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弱磁力選別部で水晶振動子等を回収するハイブリッド機
である。形状選別部は、円筒形のアルミ電解コンデンサ
を転がして回収するが、転がりを促進するための定荷重
スイングピンゲート機構を新規に開発した。また、これ
までの磁選機では、タンタルコンデンサの一部も磁着し
てしまうが、コンベア面で極めて弱い均一な磁束密度を
精度良く発現する機構を開発し、鉄分の多い水晶振動子
のみを磁着回収することに成功した。同装置により、鉄
とアルミを個別に回収するとともに、タンタルコンデン
サを含む残分を気流選別機へ供給することで、供給量を

抑制することができる。複管式気流選別機は（図 5（b））、
この選別プロセスの主力機で、一つの送風機により二つ
のカラム内の風速を極めて精度良く制御することができ
る。第 1 カラムではタンタルコンデンサより重い素子を
落下回収し、タンタルコンデンサとこれより軽い素子は
第 2 カラムに送られ、ここで、タンタルコンデンサの
みを落下回収する（図 5（c））。数値計算に基づき、第 1
カラム内の風速を第 2 カラムより僅かに速く設定してい
る。普通、カラム内に上昇気流を発生させると、中心部
が速く、周辺部が遅くなる速度分布となる。これでは、
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図 4　データベースに基づく計算で抽出されたタンタルコンデンサ回収プロセス

図 5　傾斜弱磁力磁選機と複管式気流選別機によるタンタルコンデンサのリサイクル
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同一素子でも上昇するものと落下するものが現れ、高精
度な選別は望めない。そこで、著者は、カラム内の断面
風速が均一になる機構を開発（図 5（d））、これにより
極めてシャープな選別を可能にした。また、カラム内上
昇気流と近接した落下速度をもつ素子は、姿勢の変化に
伴いカラム内で上下運動を繰り返し、速やかな選別を阻
害する。これを回避するため、オリフィス機構を導入し
選別速度が改善された。この他、二つのカラムの風速を
安定させながら速やかに素子が移動するジョイント機構
等、気流選別機として世界初の機構が幾つか盛り込まれ
ている。また、素子データベースに基づく運転制御によ
り、ディスプレイ上でタンタルコンデンサを初めとする
任意の素子を選択するだけで、装置のキャリブレーショ
ンから素子の回収まで自動運転することが可能である。

以上のような開発により、これまではタンタルコンデ
ンサの品位を 10 ～ 30 ％程度とするのが限界であった
が、両装置が導入された実証プラントでの試運転では、
最大でタンタルコンデンサ品位 97 ％を記録した。この
ように、製品情報を適切に利用すれば、最適選別条件を
迅速に導出することができ、また、製品仕様が一部変更
されても、一からやり直す必要はなく、変更情報の置換
により容易に最適選別条件の再計算が行える。イージー
センシング、スマートオペレーションの導入は始まった
ばかりであるが、このような物理選別技術の革新によ
り、多くの難処理資源の開発がいち早く実現することが
期待される。
3.3　戦略メタル資源循環技術（都市鉱山）プロジェクト

都市鉱山開発では、資源循環ループの一部に新技術を
導入しても、これを支える周辺環境が整わなければ資源

の循環は実現しない。戦略メタルの持続的な循環使用を
実現するには、物理選別等の資源処理技術にとどまら
ず、製品設計から再生原料の供給に至る一連のシステム
の構築が重要となる。著者は、現状の都市鉱山から戦略
メタルを高度に回収する技術開発から、将来の戦略的
な都市鉱山創生に至る「戦略メタル資源循環技術（都市
鉱山）」プロジェクト（2013 年に「戦略メタル国内資源
循環プロジェクト」より改名）を産総研戦略予算として
開始した。2012 年度から 3 年間で、産総研型の資源循
環ビジョンの提案と、我が国の戦略メタルリサイクル研
究拠点の整備を目指すものである。このプロジェクト
では、7 ユニットにまたがる 30 名以上の産総研研究者
により、5 つの課題の検討を行う（図 6）。課題 1 では、
次世代の戦略メタルの選定とその真のリサイクルポテン
シャルを評価する。課題 2 は、戦略メタル回収対象とな
る廃製品の物性・選別データベースを構築、これに基づ
いて戦略メタル高含有製品の自動選別技術を開発する。
課題 3 では、回収された廃製品群を確実に製錬原料とす
るための製錬前処理技術を確立する。そして、課題 1 ～
3 により、現状の「無秩序都市鉱山」から戦略メタルを
回収する「リサイクルビジョン」を提案する。課題 4 で
は、課題 2、3 の検討によっても、なお、リサイクルが
困難な製品について、特に物理選別技術の視点から、こ
れを容易にする最小限度のリサイクル設計指針を提供す
る。課題 4 の循環型「生産ビジョン」の提案により、将
来の廃製品は、生産段階から日本のリサイクルインフラ
に適合した、いわば「戦略的都市鉱山」を構築すること
に繋がる。さらに、課題 5 では、課題 1 ～ 4 を融合した、
産総研型「生産−リサイクル統合ビジョン」を提案する。

5) 国内資源循環を目指
す産総研ビジョンの提案

将来現在

経済活動

エコデザイン設計循環促進設計製品
4) 資源循環促進のための

化学プロセス
(製錬処理 )

物理プロセス
(中間処理 )

3) 中間処理 - 製錬処理
統合プロセスの開発

2) 戦略メタル回収品目の
資源価値毎製品選別と解
体プロセスの自動化

1) 現行都市鉱山のリサイ
クルポテンシャル評価と戦
略メタル回収品目の選定

戦略メタル資源循環技術 (都市鉱山 )プロジェクト<H24～H26>
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図 6　戦略メタル資源循環技術（都市鉱山）プロジェクトの概要
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また、その際、我が国で開発された個々のリサイクル技
術がバラバラに存在したのでは、国際競争力をもつ実効
性の高い資源循環を実現できない。そこで日本のリサイ
クル技術の産業化拠点となるべく、「戦略的都市鉱山研
究拠点（SURE）」を整備し、プロジェクト終了後に本
格稼働することを目指している。

4　まとめ～研究開発の展望～
天然金属資源の乏しい我が国にとって、都市鉱山は有

望な自国資源の一つである。さいわい、製品製造に多く
のレアメタルを利用してきた我が国では、その供給手段
としてリサイクルにいち早く着手したため、2013 年現
在、レアメタルリサイクル技術は欧米をしのいで世界
トップの水準にある。このアドバンテージを将来にわ
たって維持できれば、資源大国に対抗できる資源開発
ツールとすることも可能であろう。しかし、それには幾
多の課題の克服が必要である。まず、将来の製品市場を
予見することは困難なため、例えば 30 年先に必要なリ
サイクル技術をあらかじめ準備しておくことは難しい。
また、必要な技術を準備できたとしても、製品サイクル
の早さからそれが利用できる期間はそれほど長くはな
い。さらに、製品が新しくなるに伴って、中長期的には
省資源化や安価な金属への代替が進むため、重要な金属
ほど製品中の濃度は次第に低下し、より高度な回収技術
が必要となる。一方、レアメタルの安定供給はものづく
りに多大な影響を与えるものの、それ自身の流通量は少
なく、マーケットは決して大きくない。このため、大規
模なリサイクルインフラは必要でなく、我が国が開発し
た新技術は、他国でも比較的速やかに導入される可能性
がある。我が国の技術が世界のトップを走り続けるため
には、常に 3 年～ 5 年の技術的アドバンテージを維持し
ながら、新しいリサイクル技術を迅速に導入し続けるこ
とが必要となる。

このように、物理選別を核にした都市鉱山開発には幾
多の課題が待ち受けている。しかし、現状では、当該分
野の研究者人口が少ないため、膨大な課題に対する網羅
的取り組みや新規技術開発が緩慢であることは否めな
い。このため、国際競争以前に、都市鉱山開発自体が社
会ニーズに立ち遅れることの方が問題かもしれない。企
業連携や人材育成も含め、生産技術からリサイクル技術
に至る一連の戦略的な取り組みを実施する「戦略メタル
資源循環技術（都市鉱山）」プロジェクト、あるいはこ
れに続く「戦略的都市鉱山研究拠点（SURE）」の整備は、
諸外国の資源ナショナリズムに対抗し得る、我が国の資
源ビジョンを牽引していくことが期待される。

執筆者略歴
大木 達也（おおき たつや）

1994 年早稲田大学大学院理工学研究科博
士課程修了、博士（工学）。早稲田大助手を
経て 1995 年通商産業省工業技術院資源環境
技術総合研究所入所。2009 年より産業技術総
合研究所環境管理技術研究部門リサイクル基盤
技術研究グループ長。タンタルコンデンサをはじ
めとするレアメタルリサイクル技術開発、海底熱
水鉱床の選鉱技術開発等に従事。資源処理技
術に関する多数の NEDO、JOGMEC プロジェクトに参画。2013 年産
総研内に戦略的都市鉱山研究拠点（SURE）を設立。

査読者との議論
議論1　全般的コメント
コメント（長谷川 裕夫：産業技術総合研究所、中村 守：産業技術総
合研究所サステナブルマテリアル研究部門）

最適な物理選別によって、これまでコスト的に成立しなかった、廃
家電製品からのレアメタル回収に成功した研究開発について紹介され
ており、論文の構成、内容ともにシンセシオロジーにふさわしい研究
論文と判断します。廃棄されたいろいろな製品から有価なレアメタル
を効率的に取り出し、「廃製品」を「都市鉱山」として利用できるよ
うにするプロセス技術の設計手法の提案、試行のプロセスの紹介、
は他の分野の研究者にとっても参考となる、有益なものと考えます

質問・コメント1（長谷川 裕夫、中村 守）
廃家電製品からのレアメタル回収について、これまでなぜ開発が

成功しなかったのか、どこに著者のブレークスルーがあったのかを、
分かりやすく記述してください。

回答1（大木 達也）
レアメタルは、製品内に限定的に使用されており、鉄やアルミ等の

構造材に比べて含有率が低いため、そのままでは化学試薬を用いる
湿式製錬や高温反応を利用する乾式製錬での経済的な回収が不可
能でした。そこで、物理選別で事前に 1 次濃縮することが重要となり
ますが、その過程において、できる限り大きな粒子のままで単体分離
させること、すなわち、プリント基板から、電子素子をそのままに近
い形で剥離し、レアメタルを含む素子だけを選択的に回収する技術
の開発が必要です。

タンタルコンデンサの例では、パソコン等から回収した電子素子
40 万個以上について、その物性や選別特徴をデータベース化し、サ
イズ選別、比重選別、磁選の 3 種の選別法について、反復使用を
含めた約 2000 兆通りの選別パターンの選別結果を数値計算で予測
し、剥離電子素子群から 6 選別工程で、純度、回収率ともに 80 ％
以上の精度でタンタルコンデンサを回収できる選別条件を突き止めま
した。最適選別条件を見いだすこのようなアプローチに最も大きなブ
レークスルーがあったと考えており、開発の経緯を3.2にまとめました。

また、3.1 で紹介した、ハードディスクドライブ（HDD）から、レア
アースを含むネオジム磁石の回収技術の開発では、磁気センサーと位
置センサーにより漏洩磁気からネオジム磁石部位を非破壊で検出し
て打ち抜くという独自の工程を開発して、磁石を10 倍程度に濃縮す
ることによって、その後の脱磁、衝撃粉砕、スクリーニングにおける
大幅な省エネルギー化、経済性向上を達成しています。この技術開
発においても、各種 HDD の漏洩磁束密度をデータベース化し、こ
れに基づいた装置最適化を行うことにより、小型で安価な装置であ
りながら、年間 40 万～ 100 万台の HDD を自動処理することが可能
になりました。
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システムデザイン・マネジメント学とシンセシオロジー
－　現代社会の課題に挑み、研究成果を社会に活かす方法論　−

小林　慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジ
メント研究科（SDM）が 2008 年に創設され、我々のシ
ンセシオロジーも 2008 年に創刊されたということで、
因縁を感じるところですが、SDM は社会の課題をシス
テマチックに捉え、分析し、解決策を創造的にデザイン
することを目指しているとお聞きしています。この考え
方はシンセシオロジーの趣旨に共通していると考えてい
ますので、まず研究科委員長の前野先生から SDM の教
育、研究の活動の特徴などをご紹介いただけますか。

現代社会の課題に全体統合型学問の実践で取り組む
前野　従来の学問は固有の学問分野やアナリシスが中

心でそれぞれのサイロに分かれていましたが、現代社会
においてあらゆるものごとは大規模・複雑化しており、
数々の問題を引き起こしています。専門的なコアを持っ
ていても、それだけでは問題を解決することはできませ
ん。機械工学だけではロケットはつくれないし、経済学
や法学だけでは政策をつくれません。ですから、世の中
のニーズに基づき学問を統合できるような分野横断型の
新しい学問をつくろうということで SDM は創設されま

した。
SDM の在学生には新卒学生もいますが、過半数が社

会人ですので、既に専門性を持っている人がそれを越え
て学べます。職種は、エンジニアが多いと当初は思って
いたのですが、マーケティングやコンサルタント、芸術
家、経営者、大学教授等々、多様な人たちが集う場がで
きました。それが 1 番目の特徴です。2 番目の特徴は、
SDM 学という複合分野を統合する学問をつくり、多様
な者が共通言語で話す、ここが新しい試みだと思ってい
ます。

SDM 学のコアの一つは「システムズエンジニアリン
グ」です。日本では IT のためのエンジニアリングとい
う狭い意味で捉えられがちですが、インターディシプリ
ナリーな問題を解決する、つまり分野横断的に問題解決
をする学問であると定義されていますので、それを社会
システムにも拡張して教育しています。

もう一つのコアは「デザイン思考」です。もともとは
スタンフォード大や IDEO 社発なのですが、イノベー
ティブに共創することによって新しいものをゼロから出
していきましょうという学問です。「つくりながら考え

シンセシオロジー誌が創刊された 2008 年に、慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント研究科が創設さ
れました。当該研究科は、社会のさまざまな課題の創造的な解決を図る全体統合型学問を目指しています。この考え
方は研究成果を社会に出していく構成学的方法論を探っているシンセシオロジー誌にとって大変参考になるので、今
後の共通の課題や連携のあり方などを話し合いました。
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前野　難しいけれども、今まさに注力すべきところだ
と思います。デザイン思考の文脈で話しますと、参与観
察（エスノグラフィ）のようなフィールドワークをして、
自分が入り込んで世の中をコンテンプレートに見るこ
と、それからブレーンストーミングで多様な人が集まっ
てワイワイやることで、人の考えに乗っかり合って世の
中を理解する、いろいろなプロトタイピングをつくり、
それを世の中の人に見てもらうことによって世の中を理
解することが大事だと思っています。

つまり、学問の枠にこもるのではなく、「共創」です。
世の中あるいは多様な分野の人達と一緒にやることで、
そもそも社会では何が問題で、自分たちはどんなコンピ
テンスを持っているから、どこを目標にすべきか、とい
うことの明確化にかなり時間をかけています。デザイン
プロジェクトという必修科目では、前半の半分くらいを
費やして、そこを構造化して、目標を曖昧なものではな
くすることに注力しています。徹底的に社会のモデリン
グをしたり、「なぜ」をいろいろな手法により可視化し
ます。

中島　情報系で考えると、「技術」とシステムデザイ
ンの「目標」は表裏一体のような気がするのですね。要
するに、夢物語をしてもしようがない。技術がないとつ
くれない。そういう意味では、これは行ったり来たりす
るのだから、ループになる。さっきの小林さんの疑問で
もあるのだけれども、情報系って技術はいっぱいあるの
で目標はいろいろ考えられるけれども、ほんとうにいい
目標は何なのか？といったときに、社会学と一緒にやら
ないとうまくできない。ところが、見ていると社会分析
はしても社会デザインをしている人がなかなかいないの
です。そういう意味で、SDM にすごく興味を持ってい
ます。

前野　まさにおっしゃるとおりです。我々は V モデ

る」「きちんとした評価よりもどんどん失敗する」とい
う学問なので、エンジニアリングと相性が悪いと思われ
がちなのですが、我々はその両方をやるというところが
特徴だと思っています。つまり、大規模システムをシス
テムズエンジニアリングで開発するということと、イノ
ベーティブに自由に創造することをうまく統合しながら
やっていく。

目指しているところはシンセシオロジーと近いと思う
のですが、ただ、我々は“システム”という言葉を使い
ます。“システム”と“構成”の違いは、“システム”と
いうのは「構成する」という意味と「システマチックに
分解する」という意味も含んでいまして、シンセシオロ
ジー的なものと従来型の学問を両方やりましょうという
姿勢です。両方やることによって「部分」も「全体」も
デザインできると考えています。つまり、SDM 学とい
うユニークな方法によって、シンセシオロジーと同じよ
うに従来のまさに「死の谷」を埋めるべくやっていると
いうことです。

中島　シンセシオロジーというのはシンセシスを強調
した名前ですが、僕はアナリシスとシンセシスの両方が
必要だと思っているのです。シンセシスするためには、
つくったあとのアナリシスも要りますし、つくる前のア
ナリシスも要ります。

社会的な課題をどのように見出すのか
小林　構成学の方法の一つは、明確な社会的目標を設

定し、それからバックキャストをしてシナリオをつく
り、そのシナリオに沿って要素技術を構成し、社会的試
用・評価を経てフィードバックをして、さらにシナリオ
を精緻化していくということだと思っているのですが、
SDM の場合、学生の皆さんが自分で「こういうものを
社会的目標の対象にしたい」と決められるのですか。

前野　システムズエンジニアリングで言うと V モデ
ルの最初の要求分析、デザイン思考で言うとデザイン思
考の活動そのものが、課題や目標の設定に相当します。
まさに、フィールドに出ていって、世の中のニーズをつ
かんでくるというフェーズですので、どちらの学問に
とっても最初の入り口のところです。ここにはかなり力
を入れて教育・研究しています。

小林　「課題解決型」という言い方をよくしますが、
課題をどうやって見つけるか、ということ自体が学生や
研究者にとって非常に難しい気がするのです。 前野 隆司 氏
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ルで問題の解決案まで示します。文系出身の学生にもシ
ステムのデザインと検証という形の研究を学んでいただ
きます。逆に、理系出身の学生にも、社会目標の明確化
について、徹底的に学んでいただく。

西村　「システムズエンジニアリングにおける」と言
うと若干狭くなる感じがするので、SDM における社会
目標ということでお話ししますと、目標を設定するのは
難しいです。フューチャーセンターのまねごとなどで、
例えば「エネルギー問題について話してみましょう」
とか「地域モビリティはどうあるべきか」というワーク
ショップをすると、2、3 時間やってもそこでまとまる
ということはないです。では、長い時間をかけたら目標
が定まるのかというと、やっぱり定まらない。目標を決
めなければいけないとしたら、そのためにどうしたらい
いかということを学問的に追求する必要があります。そ
うはいっても何か決めないと話が始まらないので、学生
への我々の教育としては、目標を設定して、それに向かっ
てやっていったらどんなふうになるのかを一度何かの形
で見せて、フィードバックをかける。そこで「失敗は許
されない」ということになると何も動かなくなってしま
うので、この期間はこれでやってみよう、と言って進め
てみるといいと思うのです。

小林　仮説形成推論といいますか、帰納でも演繹でも
ない第三の推論が重要ですね。そこでは、まず仮説を形
成しなければいけないので、仮説をつくる能力が重要で
すね。

高野　私はどちらかというと社会科学的な分野に取り
組んでまして、今おっしゃられた「仮説をどのように形
成するか」ということは研究の一番キーポイントだと
思っています。問題定義は「ほんとうはこうあるべき
だ」というところからスタートしますね。ところが、現

状とのギャップがある。現代社会では問題が複雑に関連
していますので、この問題にはこういう要素が効いてい
る、その結果こうなっている、といったように、全体の
問題構造をきちんと分析・確定できれば、それなりのプ
ロセスをたどることで領域に対する相場観が持てるだろ
うと思います。相場観を持ったら、複雑に絡んでいる全
部の問題を解決することは不可能ですから、その中で学
生が 2 年間でどの部分であれば実証的に研究できるのか
というところを絞り込んでいく。その中で、自分なりの
仮説を立てて、例えば質問紙（アンケート）やエスノグ
ラフィ、インタビューなどの社会科学的な方法論を使っ
て仮説が正しいかどうかを見ていきます。

我々はアンケート調査を主体として、共分散構造分析
を適用し、仮説のような因果関係があるかどうかを見て
います。そういう分析をしていくと、新しい因果関係や
新しい視点が入ってきて、そこから新しい問題解決に結
びついていく可能性が出てくるのかなという感じがしま
す。問題の因果関係がわかったら、何らかの提案が必要
です。提案したことを実際の具体的な施策に落とすとい
うことになると、どうしても企業との連携が必要になっ
てきますが、少し長い目で見ないとなかなか検証までは
いかないという感じがしています。

研究のverificationとvalidation（検証と妥当性確認）
小林　確かに検証までいこうとすると時間が非常にか

かると思いますが、そのあたりの方法論については、赤
松さん、いかがでしょうか。

赤松　今までのお話からすると、SDM がやられてい
ることはやや実社会に寄っているので、それの検証は難
しいと思います。問題が解決されたかどうかを、バイア
スをかけずに評価すること自体、不可能だと思うので
す。それがもう少し技術寄りになれば、ある意味、検
証はできるのだけれども、ただ、技術が社会の中でほん
とうに使われているかという話になると、社会の中でど
ういうふうにその技術が位置づけられているかを評価し
なければわからない。非定常な社会の中での検証方法を
我々は自然科学的には持っていないですから。

高野　社会現象自体は不可逆性があるといいますが、
例えば、A という施策をやった場合とやらない場合は
全く同じ条件で比較ができないので、ほかの要素の寄与
がないことが実証できないので、十分な検証はできない
のですね。

西村 秀和 氏



−249− Synthesiology　Vol.6 No.4（2013）

座談会：システムデザイン・マネジメント学とシンセシオロジー

赤松　そうですね。お伺いしたいのは、自然科学的な
検証は不可能なのだけれども、SDM で学生達が何かに
取り組んで、「これはうまくいったね」といったり「あ
まりうまくいかなかったね」といったりするためには、
たぶん何らかの評価、判断がされていると思うのです
が、それはどういう観点で評価されているのでしょうか。

前野　我々の研究テーマは「物事をシステムとして
考えましょう」ということなので、多様です。例えば
ヒューマンマシン・インターフェースをつくってそれが
きちんと動くかを検証するという、技術システムに絞ら
れるケースの場合には明確な検証が可能です。一方、「世
界平和のための交渉のあり方のデザイン」を研究した学
生がいますが、このようなテーマの場合は完全には検証
しきれない。しかし、必ず何らかのシステムデザインを
して、何らかの検証、それも verification（do the right 
thing の検証）と validation（do the thing right の検証）
をできる限り両方するという視点で研究を行っていま
す。

良い研究とは、テーマのスケールに関わらず、明確
な新規システムをデザインして、それを verification と
validation していることと考えます。わりと絞り込まれ
たシステムの場合は検証がクリアにできますので、そん
な研究を行う学生には新規性を問うて、単なる重箱の隅
になっていないことを確認します。それに対して平和の
研究や幸せの研究のように大きく漠然としたシステムを
対象としている学生の場合、基本コンセプトを明示する
とともに、アンケート、インタビュー、多変量解析など
を通して、できる限りシステマチックに研究できている
必要がある。どこまで検証できて、どこからできないか
がよくわかっている、それが良い研究だと思っています。

高野　2年間は限られた時間なので、その中でプロポー
ザルの検証までするのは難しい場合もあります。そのた

め研究室の世代にわたった継続性が重要だと思っていま
す。仮説をつくって検証して、プロポーザルして、次の
2 年間は実証してもらって、最後に評価をするというふ
うに、研究室としての継続性をある程度担保できていれ
ば、大きな中で検証することはできると思っています。

前野　学生は小さい検証をしつつ、全体として大きな
検証をやっているという意味ですね？

高野　そうです。V を重ねていくような、そういうイ
メージです。

神武　社会システムにおいては、振る舞いが必ずしも
再現するとはかぎりませんし、どこまでがそのシステム
の境界かを明確にすることが技術システムと比較して難
しいので、そこはそういうものだというのを認識するこ
とが重要だと思います。学生が検証するときには、自分
が今回検証するのはどの範囲なのか、そのためにどうい
う手法があって、なぜその手法を適用するのかというの
をしっかり認識した上で手と頭を動かしなさいと伝えて
います。すべてを対象にするのは難しいということは前
提にあるのですが、では検証できないかというと、その
中での定義をしっかりすればできるのではないか。実際
にシステムを動かす以外の検証もいろいろあることを理
解してもらう、ここがこの大学院に 2 年間いていただく
ことの価値かなと思っています。

構成的研究の方法論
小林　シンセシオロジーについて、中島さんが『構成

的研究の方法論と学問体系－シンセシオロジーとはどう
いう学問か？－』という論説を第 1 号に書かれています
が、ご紹介いただけますか。

中島　私自身は研究テーマとして人工知能をやってい
て、人間の環境依存性というか、状況依存性にすごく興
味を持っています。要するに、知識表現するとそれに合
わない場面がいっぱい出てくる。人工知能でよく言われ
ているフレーム問題ですが、知識だけを形式的に取り出
しても全然だめだということがあります。コンピュータ
はプログラムにならないと使えないのですが、人間はな
ぜかうまくやっている。スタンフォードで状況理論を
やっている人がいたので、同じことをやっているのかと
思ったのですが、違う。市川惇信さんの『暴走する科学
技術文明』を読んでわかったのは、スタンフォードは状
況依存性を上から見ている、つまり神や憲法のようなシ高野 研一 氏
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ステムを超越した存在を前提としているのですが、日本
では集団ごとに異なる規則を容認している。我々は状況
依存になる仕組みが欲しいというか、中にいる、そうい
う違いだと思っています。

言語学者の池上嘉彦さんが紹介した実験が面白い。川
端康成の『雪国』の第 1 文「国境の長いトンネルを抜
けると雪国であった」の英訳は、The train came out of 
the long tunnel into the snow country で、これを絵に
すると、汽車がトンネルから出てくるのを上空の視点か
ら描いたものになります。ところが、日本語の場合は乗
客の視点からの絵になる。いずれにしても、「つくる」
立場（シンセシス）は分析（アナリシス）を一部に含ん
でいる。いわゆるサイエンスが中になければならず、サ
イエンスに対峙するのではなく、サイエンスをやった上
で、さらにそれを大きく構築するものだというふうに最
近考えています。考えてみれば、サイエンスをするとき
も、仮説・検証というところでループを回しますね。仮
説をつくって、実験して、だめなら修正しているわけで
す。

もう一つ、多層のシステムを扱う場合、ノエマとノエ
シスという、これは現象学の木村敏さん達の用語でフッ
サールが最初だったわけですが、ノエマとノエシスの
ループができます。音楽を例にとると「未来ノエマ」は
奏でたい音楽の設計図あるいは楽譜、「ノエシス」とは
実際の奏でられた音、「現在ノエマ」は奏でられた音を
聴いた結果の音楽。目標、要求があって、それを外在
化してつくったものがあるけれども、これを分析してみ
ると要求とは少しずれがある。だから、それをもう一回
要求に戻す。設計を戻す場合もあるし、実は要求が違っ
た場合もあるので、要求がずれるかもしれないというこ
とを含んで戻すのですが、最初の想定になかった環境と
の相互作用という部分がかなり大きな役割をしていると
思っています。ですから、最近のサービスサイエンスと
いう言い方のときは、これがサービスの実施部分でしょ

うと言っています。だから、ノエマ層というか、コンセ
プトのところでいろいろなことをやっているのがデザイ
ンで、ノエシスという実態層で本当に何かやるというの
がサービスだと思うけれども、両方の間を回らないとだ
めだと思っています。

前野　表現の仕方は違いますが、賛同します。私たち
も同じことをやっていると思います。

西村　演奏って非常にいい事例だと思うのですが、要
するに、自分の頭の中で妄想している、考えているだけ
だったことをちょっと実行してみる。そうすると、やっ
ていたことが全然違う方向であったとか、あるいは、制
御でいうと可制御性というのですが、そこに一生懸命、
入力しても意味がないことに気がつく。そうしたら、違
う方向から攻める。机上の空論で考えて終わってしまう
人が比較的多いのですが、ちょっとでもやってみるとわ
かるのですね。そこは、短い時間でループを回すような
イメージだと思います。

前野　まさにそのとおりです。昔のシステム工学は「計
画したら全部できるはずだ。ノエシスがないはずだ」と
いう感じだったのですが、今のシステムズエンジニアリ
ングは繰り返しをしていく、あるいはデザイン思考を取
り入れるというように、主観的に、まさに神の視点では
なくて自分自身が入り込んでいって問題解決するという
ことを教育に取り入れています。

高野　関連ですが、QCD（Quality, Cost, Delivery）
という観点は非常に重要だと思っていまして、プロジェ
クトを成功裏に終えるためには上流工程が重要です。コ
ンセプト・オブ・オペレーションズといいますか、最初
の時点で使用場面を思い浮かべて、どんな使い方ができ
るのか、そのためにはどういう要求が発生するのかを考
えて、それをステークホルダーごとに考えていくことを
きちんとやっていくと、最初の時点で、かなり使用頻度
の高い機能に限定して開発できるというメリットがあり
ます。このような実証的な研究を実施しています。

西村　システムのまわりの環境、外部システムとの相
互作用をできるだけ考える、そこが大事だと思います。

研究成果を社会につなげる構成方法論の分析
小林　シンセシオロジーは執筆要件として、「研究目

標の設定」「研究目標の社会的価値」「シナリオの提示中島 秀之 氏
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と要素の選択」「要素間の関係付けとそれらの統合・構
成」を求めています。そこで、まずどのような構成方法
を行っているかを調べるために、2012 年にそれまでシ
ンセシオロジーに発表された七十編の論文を分析しまし
た。これは私が作った仮説なのですが、①アウフヘーベ
ン型は、要素技術 A と要素技術 B を統合して新たな新
技術をつくり上げる方法、②ブレークスルー型は、実現
した重要要素技術に周辺技術を結合させて統合技術に成
長させる方法、③戦略的選択型は、要素技術を戦略的に
選択して構成を行う方法、という構成方法における 3 つ
の基本型を考えました。この 3 つを基礎に分析を進めた
のですが、そのうちにフィードバックが重要だという話
が出てきました。特にバイオテクノロジー、ライフサイ
エンスやヒューマンテクノロジーでは、実社会での試用
による検証が必要で、フィードバックをするループを何
回か回していかないといけません。また技術を社会導入
に持っていく方法は、実はこの論文の中からだけではな
かなか出てこないのですが、そこは赤松さんから説明し
ていただけますか。

赤松　我々の対象は自然科学や技術がほとんどなので
すが、ものの形にしたらそれを社会の中で使ってもらわ
なければ意味がありません。どうやって社会導入させる
かというとき、論文を書いた人たちがどういう取り組み
をしてきたかを分類してみました。
「産業界でニーズが明確化されている場合」「産業界で

ニーズが明確化されていない場合」「産業として確立・
拡大」に大きく分けますと、「ニーズが明確」なのは、
例えば計量標準のトレーサビリティ体系の構築や、精度
検証の標準の世界では、目標がはっきりしているし、
正解が一つではないにせよ、何が必要で、ここにこうい
う標準を供給されるにはどういう体制が必要であるとい
う、ある意味、ロジカルにシナリオがつくれる世界です。
けれども、「産業界でニーズが明確化されていない」場

合は、どこにパズルの穴が開いているかわからないです
から、そこを埋めるロジックが存在しません。要素技術
の展示やサンプル提供したり、試作品をターゲットユー
ザー的な人に実際に使ってもらって問題点を出してもら
う。そこまではわりにわかりやすいのですが、現実に研
究成果を企業の方に使ってもらうときは大きなバリアが
あります。基本的に人はみんなコンサバティブ（笑）な
ので、新しい技術を導入するメリットが頭でわかってい
ても、なかなかそれに踏み切らないというのをどうする
か、ですね。そのときに企業の人達と深く付き合うこと
で価値の理解が促進され、「これはやるべき」という気
持ちになるまで待つ、ということもあります。そして、
「産業としての確立・拡大」の場合は、世の中の先を進
んでいる感性的リードユーザーに導入して、それにみん
ながくっついていくというタイプや、カーナビの実用化
のように共同開発や標準化する共通部分は競合他社が連
携することでうまく広まっていくという例が論文に見受
けられます。その人なりにベストと思っている方法を選
んでいるのですが、どういうタイプならこういうふうに
やるべきということがわかるようになるといいと思って
います。
 
イノベーションに向けたシステムデザイン・マネジメン
ト学および構成学の課題

小林　今のようなことをもっと突き進めていくと、イ
ノベーションのために必要な要素は何なのか、どう組み
合わせたらいいかというところまでいけないかなという
のが私の期待なのですが、SDM 学から「イノベーショ
ンはこうやったらおきるんだよね」、というようなこと
を言うことは可能ですか。

中島　それがわかったらイノベーションって言わない
（笑）。

赤松 幹之 氏 小林 直人 氏
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西村　本当にそう思うのです。最近は、システム・オ
ブ・システムズといって、自分で要求がわかったと思っ
て製品やサービスを世に出しても、それがその要求どお
りではなく、他のシステムとの関係性で全く違うように
使われる。今の電子メールのシステムも、最初に考えた
人は、「お昼ごはん、一緒に食べに行かない？」くらい
のメールのやりとりをしようくらいに思っていたのが、
今や我々の仕事にプラスになっているのか、マイナスな
のかよくわからないようなシステムですね。要求どおり
つくられていたのかというと、そうではないかもしれな
いけれども、イノベーションをおこしていると言えるか
もしれません。イノベーションをデザインするというこ
とを狙おうとはするのですけれども、難しいだろうなと
思います。

前野　世の中で普及している手法がありますから、そ
れを使うことによって、スティーブ・ジョブズをつくる
ことはできなくても、普通の人が、より、クリエーティ
ブ・イノベーティブになるということはできると思って
いるのです。その方法がデザイン思考とシステムズエン
ジニアリングを組み合わせた、我々の教育だと思ってい
ます。

西村　システムズエンジニアリング的な側面で説明さ
せていただくと、例えばものがあって、「これはこうい
う要求に対しては使える」といって当てはめてしまう
と、そこで終わりなのです。我々は一歩下がって、要
求から機能をまず導き出しましょうと。機能を実現す
るときにどうするのかと考えたときに、もしかするとこ
のフィジカルなものではなくて違うものがその機能をう
まく果たすかもしれない。そうすると、この機能に対し
てはこっちのものがイノベーションをおこしたとも言え
る、ということが比較的単純なシステムズエンジニアリ
ングでも言えます。

中島　ソフトウェアで学生に教えるときにまさにそう
いうことを言っていて、要求仕様どおりつくるのではな
いと。相手は何が欲しいのか、IT では何ができるかを
こちらから考える。“要求開発”という言葉がありますね。

前野　考え方は一緒です。今の続きを述べますと、シ
ステムズエンジニアリングではシステムを物理、機能、
目的に分けますが、機能に遡って考えるというのがシス
テムズエンジニアリングで最初に行う問題の構造化で
す。デザイン思考になると、目的自体を、バリューラダー

などを用いて構造化します。「そもそも何であるのか」
をたどっていくと、最後は平和や幸せに行き着く。それ
を書き出していって、抽象度の高いレベルで構造変更す
るほどイノベーティブになります。実はシステムズエン
ジニアリングからイノベーションを見ると、抽象度の高
いレベルでの設計変更といえるわけです。普通の人から
見て発想が飛んだように見えるイノベーションも、目的
まで分析すると設計改良に過ぎない、そうも捉えられる
と思っています。

西村　僕がイノベーションでイメージするのは、枠を
外す、あるいは境界を越えるとか、人間の頭の中の問題
だと実は思っているのです。目的については、それがほ
んとうに目的なのかということに対して、なかなか疑問
に思わないわけですね。学生なんかは、教員から「これ
が目的だ」と言われると、そのまま論文に書いてしまっ
たりする（笑）。

高野　心理的な枠というのが非常に大きくて、そこを
いかに越えるかというところが一番問題だと思うし、自
分のイメージできる社会しか学生はイメージできない。
創造的開発のほうではメタ思考みたいなことをやりなが
ら、「なぜ」「なぜ」とやっていくと、若干、そこを越え
ようとするエンジンになってくるかなと思っています。

赤松　“イノベーション”という言葉を使うのが適当
かどうか別としても、技術の場合は、結局、使ってもら
えるかどうかです。社会の中で浸透しなければ、少なく
ともイノベーションとは言ってもらえない。例えば、
SDM で修論とかでやられて、現場で試しにやってみて、
それが学生さんがいなくなっても、そのまま自律的にそ
の中で根付いて使われているということはありますか。

前野　うちは過半数が社会人学生ですので、学生が社
長で、修論を書いてそれを実際に会社でやっているとい
うケースは複数あります。大企業に行かずに起業すると
いう学生も増えています。企業内で修論の内容を具現化
するケースもある。したがって、修論の結果をリアルに
事業に結びつけている例はかなりあります。大規模シス
テムの検証は時間がかかり、10 年くらいかからないと
検証できないケースもありますが、小さなシステムを一
人で始めたケースですと、事業が回り始めたという例は
少なくありません。

赤松　それは社会のニーズを正確に捉えていたから、
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ということでしょうか。

前野　そうです。さらにいうと、我々の学問にはマネ
ジメントも含みますので、的確なマネジメントができた
から、というのも理由だと思います。今後、我々はもっ
とマネジメントを強化して、イノベーティブな開発を行
うと同時にそれを実現できる組織への改編も行うべきだ
と考えています。

小林　私も SDM がマネジメントまで入れたのはすご
いと思っているのですが、いかにインプリメンテーショ
ンするかというところまで学にしようとされているので
すか。

神武　インプリメントして、オペレーションして、廃
棄する、ちゃんと終わるところまでを視野に入れている
という、すべてのライフサイクルを学の対象にしていま
す。

前野　我々はシステムズエンジニアリングの中にプロ
ジェクトマネジメントという学問を持っているので、大
規模プロジェクトをマネジメントする教育をしていま
す。それと、高野が中心になっている組織のマネジメン
トもあります。

高野　今やっているのは組織の診断ですが、目標は「生
産性」と「安全性」です。生産性と安全性をパフォーマ
ンスと捉え、その良否を組織の文化、風土で説明できる
のではないかということで、現在、大規模な調査をやっ
ています。企業の文化を変えていけば安全性のパフォー
マンスも上がるし、業績も高くなるという結果が出つつ
あります。そして、各企業の経営トップの理解が進み、
多くの企業で実際に安全文化の診断をしています。その
ときに、「この組織はこの辺が問題ですよ」というところ
まではお互いの合意ができるのですが、具体的にそれを
どう変えていくかというところに入っていきますと、ヒ
ト、モノ、カネがかかってくるのでそう簡単にはできな
い。しかしながら、やっと一つ二つの会社で自律的にやっ
てうまくいった例が出てきています。生産性すなわち、
業績の改善はまだ、悪いところだけを指摘する、いわゆ
る医者のようなものですが、将来的には組織の自律的な
改革にまで結びつけられるといいなと思っています。

赤松　こういうシステムデザイン・マネジメントは、
自分の専門なり、ディシプリンを持っている人間が学べ

るものなのか、それともディシプリンを持っていない新
卒レベルの人たちにいきなりこれを教えて、彼らは学べ
るのでしょうか。

西村　新卒は社会的な経験がないために話している内
容がすぐに入ってこないので、不利なところはありま
す。社会人は枠をしっかり持っているので、要求を言わ
れると「それはこのことでしょう」と差し出す。でも、
新卒はちょっと素っ頓狂なことを言ったりして、そこが
なかなかいい線をいっていたりします。

前野　もう一つ、社会人が新卒に教えるだけではなく、
「教えることによる学び」ってあるじゃないですか。多
様な専門性を持つ者が集まっているので、みんなで教え
合う雰囲気ができています。我々も学びますしね。それ
に新卒学生には丁寧に教えないとわからない。チームで
いろいろワークをする中で、未熟な若者と一緒にいるこ
と自体が社会人にとっても成長になっていると思います。

神武　社会人学生はここに来て 2 年間ですごい気づき
を得ることが多いと思うのです。一方、新卒学生は、こ
こにいるときには授業の中でバーチャルな会社を立て、
小さなロボットを使ってあるサービスを実際に運用でき
るところまでデザインしたりして、わかった気になるん
ですが、実はよくわかっていない。だけれども、企業な
どに入ると、「これが授業で 1 年前に先生が言っていた
ことなのか」ということをリアルワールドで気づくよう
で、我々に「自分がいかに木を見て森を見る教育を受け
ていたかよくわかりました」と言いに来てくれます。そ
のような経験をすると、自分がどこを深く突き詰めて学
ぶべきかということも明らかになるようで、それはすご
くうれしいです。

小林　我々はシンセシオロジーをもっとオープンな学

神武 直彦 氏
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略歴（五十音順）
神武 直彦（こうたけ なおひこ）
慶應義塾大学大学院修了後、宇宙開発事業団入社。ロケットの研
究開発と打上げに従事。欧州宇宙機関（ESA）研究員を経て、宇
宙航空研究開発機構主任開発員。国際宇宙ステーションや人工衛
星に搭載するソフトウェアの独立検証・有効性確認の統括および
アメリカ航空宇宙局（NASA）、ESAとの国際連携に従事。2009
年度より慶應義塾大学准教授。Sentinel Asia Project（アジア防
災・危機管理国際協力プロジェクト）メンバー、Multi-GNSS Asia
運営委員、IMES（屋内GPS）コンソーシアム代表。博士（政策・
メディア）。

術誌にしていきたいと考えていますが、今後シンセシオ
ロジーに期待することかありましたら、ぜひ伺いたいと
思います。

前野　最初にシンセシオロジーを見つけたときはびっ
くりしました。私たちはこれまでにない新しい道を切り
開いているのだと思っていたら、シンセシオロジーは同
じところを目指していた。立場は違いますが、志を同じ
くしている者が国の機関と私立大学にあったというこ
とはとてもうれしく思いました。我々もこの 5 年間で
SDM 学がかなり深まり、広まって、知名度が上がって
きたという自負はありますので、これからもっと連携を
深めていきたいと思います。

小林　きょうはどうもありがとうございました。

この座談会は、2013 年 7 月 25 日に横浜市にある慶應
義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント研究科
において行われました。

高野 研一（たかの けんいち）
1980年名古屋大学大学院工学研究科修士課程修了。同年財団法人
電力中央研究所入所。1995年マンチェスター大学客員フェロー、
早稲田大学非常勤講師、電力中央研究所上席研究員を経て、2007
年より現職。博士（工学）。大規模技術システムにおけるリスク
マネジメントとヒューマンファクター。著書（訳書）：「組織事
故」「保守事故」（日科技連出版）など多数。組織診断・根本原
因分析などの手法の開発および実践など安全文化醸成の専門家。
安全管理の実務、コンサル経験。

中島 秀之（なかしま ひでゆき）
1983年東京大学大学院情報工学専門課程修了（工学博士）。同
年、電子技術総合研究所入所。2001年産総研サイバーアシスト研
究センター長。2004年公立はこだて未来大学学長。認知科学会元
会長、情報処理学会元副会長、現編集長。主要編著書: Handbook 
of Ambient Intelligence and Smart Environments (Springer), 知
能の謎 (講談社ブルーバックス), AI事典 (共立出版), 思考 (岩波講座
認知科学8), Prolog (産業図書)。

西村 秀和（にしむら ひでかず）
1990年3月慶應義塾大学大学院理工学研究科機械工学専攻後期博
士課程修了。同年4月千葉大学工学部助手、1995年同助教授を経
て、2007年4月より慶應義塾大学教授。2008年4月より、同大学院
システムデザイン・マネジメント研究科教授、モデルベースシ
ステムズエンジニアリングに関する教育と研究に従事。著書にシ
ステムズモデリング言語SysML（監訳）、MATLABによる制御
理論の基礎／制御系設計（共著）などがある。日本機械学会フェ
ロー、計測自動制御学会（2013年度副会長兼総務理事）、IEEE、
INCOSEなどの会員。工学博士。

前野 隆司（まえの たかし）
1984年東京工業大学卒業、1986年同大学院修士課程修了。キヤノ
ン株式会社、カリフォルニア大学バークレー校訪問研究員、ハー
バード大学訪問教授等を経て現在慶應義塾大学大学院システムデ
ザイン・マネジメント研究科委員長・教授。博士（工学）。著
書に、『脳はなぜ「心」を作ったのか』（筑摩書房, 2004年）、
『思考脳力のつくり方』（角川書店, 2010年）など多数。専門は、
ヒューマンマシンインタフェースデザイン、システムデザイン・
マネジメント学、地域活性化、イノベーション教育など。
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編集方針
シンセシオロジー編集委員会

本ジャーナルの目的
本ジャーナルは、個別要素的な技術や科学的知見をいか
に統合して、研究開発の成果を社会で使われる形にしてい
くか、という科学的知の統合に関する論文を掲載すること
を目的とする。この論文の執筆者としては、科学技術系の
研究者や技術者を想定しており、研究成果の社会導入を目
指した研究プロセスと成果を、科学技術の言葉で記述した
ものを論文とする。従来の学術ジャーナルにおいては、科
学的な知見や技術的な成果を事実（すなわち事実的知識）
として記載したものが学術論文であったが、このジャーナ
ルにおいては研究開発の成果を社会に活かすために何を行
なえば良いかについての知見（すなわち当為的知識）を記
載したものを論文とする。これをジャーナルの上で蓄積する
ことによって、研究開発を社会に活かすための方法論を確
立し、そしてその一般原理を明らかにすることを目指す。さ
らに、このジャーナルの読者が自分たちの研究開発を社会
に活かすための方法や指針を獲得することを期待する。

研究論文の記載内容について
研究論文の内容としては、社会に活かすことを目的として
進めて来た研究開発の成果とプロセスを記載するものとす
る。研究開発の目標が何であるか、そしてその目標が社会
的にどのような価値があるかを記述する（次ページに記載
した執筆要件の項目1および 2）。そして、目標を達成する
ために必要となる要素技術をどのように選定し、統合しよ
うと考えたか、またある社会問題を解決するためには、ど
のような新しい要素技術が必要であり、それをどのように
選定・統合しようとしたか、そのプロセス（これをシナリオ
と呼ぶ）を詳述する（項目3）。このとき、実際の研究に携
わったものでなければ分からない内容であることを期待す
る。すなわち、結果としての要素技術の組合せの記載をす
るのではなく、どのような理由によって要素技術を選定した
のか、どのような理由で新しい方法を導入したのか、につ
いて論理的に記述されているものとする（項目4）。例えば、
社会導入のためには実験室的製造方法では対応できない
ため、社会の要請は精度向上よりも適用範囲の広さにある
ため、また現状の社会制度上の制約があるため、などの
理由を記載する。この時、個別の要素技術の内容の学術
的詳細は既に発表済みの論文を引用する形として、重要な
ポイントを記載するだけで良いものとする。そして、これら
の要素技術は互いにどのような関係にあり、それらを統合

するプロセスにおいて解決すべき問題は何であったか、そ
してどのようにそれを解決していったか、などを記載する（項
目5）。さらに、これらの研究開発の結果として得られた成
果により目標にどれだけ近づけたか、またやり残したこと
は何であるかを記載するものとする（項目6）。

対象とする研究開発について
本ジャーナルでは研究開発の成果を社会に活かすための
方法論の獲得を目指すことから、特定の分野の研究開発
に限定することはしない。むしろ幅広い分野の科学技術の
論文の集積をすることによって、分野に関わらない一般原
理を導き出すことを狙いとしている。したがって、専門外の
研究者にも内容が理解できるように記述することが必要で
あるとともに、その専門分野の研究者に対しても学術論文
としての価値を示す内容でなければならない。
論文となる研究開発としては、その成果が既に社会に導
入されたものに限定することなく、社会に活かすことを念頭
において実施している研究開発も対象とする。また、既に
社会に導入されているものの場合、ビジネス的に成功して
いるものである必要はないが、単に製品化した過程を記述
するのではなく、社会への導入を考慮してどのように技術を
統合していったのか、その研究プロセスを記載するものと
する。

査読について
本ジャーナルにおいても、これまでの学術ジャーナルと
同様に査読プロセスを設ける。しかし、本ジャーナルの査
読はこれまでの学術雑誌の査読方法とは異なる。これまで
の学術ジャーナルでは事実の正しさや結果の再現性など記
載内容の事実性についての観点が重要視されているのに対
して、本ジャーナルでは要素技術の組合せの論理性や、要
素技術の選択における基準の明確さ、またその有効性や
妥当性を重要視する（次ページに査読基準を記載）。
一般に学術ジャーナルに掲載されている論文の質は査読
の項目や採録基準によって決まる。本ジャーナルの査読に
おいては、研究開発の成果を社会に活かすために必要な
プロセスや考え方が過不足なく書かれているかを評価する。
換言すれば、研究開発の成果を社会に活かすためのプロ
セスを知るために必要なことが書かれているかを見るのが
査読者の役割であり、論文の読者の代弁者として読者の知
りたいことの記載の有無を判定するものとする。

シンセシオロジー　編集方針
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通常の学術ジャーナルでは、公平性を保証するという理
由により、査読者は匿名であり、また査読プロセスは秘匿
される。確立された学術ジャーナルにおいては、その質を
維持するために公平性は重要であると考えられているから
である。しかし、科学者集団によって確立されてきた事実
的知識を記載する論文形式に対して、なすべきことは何で
あるかという当為的知識を記載する論文のあり方について
は、論文に記載すべき内容、書き方、またその基準などを
模索していかなければならない。そのためには査読プロセ
スを秘匿するのではなく、公開していく方法をとる。すなわ
ち、査読者とのやり取り中で、論文の内容に関して重要な
議論については、そのやり取りを掲載することにする。さ
らには、論文の本文には記載できなかった著者の考えなど
も、査読者とのやり取りを通して公開する。このように査読
プロセスに透明性を持たせ、どのような査読プロセスを経
て掲載に至ったかを開示することで、ジャーナルの質を担
保する。また同時に、査読プロセスを開示することによって、
投稿者がこのジャーナルの論文を執筆するときの注意点を
理解する助けとする。なお、本ジャーナルのように新しい
論文形式を確立するためには、著者と査読者との共同作業
によって論文を完成さていく必要があり、掲載された論文
は著者と査読者の共同作業の結果ともいえることから、査
読者氏名も公表する。

参考文献について

前述したように、本ジャーナルの論文においては、個別
の要素技術については他の学術ジャーナルで公表済みの論
文を引用するものとする。また、統合的な組合せを行う要
素技術について、それぞれの要素技術の利点欠点につい
て記載されている論文なども参考文献となる。さらに、本
ジャーナルの発行が蓄積されてきたのちには、本ジャーナ
ルの掲載論文の中から、要素技術の選択の考え方や問題
点の捉え方が類似していると思われる論文を引用すること
を推奨する。これによって、方法論の一般原理の構築に寄
与することになる。

掲載記事の種類について
巻頭言などの総論、研究論文、そして論説などから本
ジャーナルは構成される。巻頭言などの総論については原
則的には編集委員会からの依頼とする。研究論文は、研
究実施者自身が行った社会に活かすための研究開発の内
容とプロセスを記載したもので、上記の査読プロセスを経
て掲載とする。論説は、科学技術の研究開発のなかで社
会に活かすことを目指したものを概説するなど、内容を限
定することなく研究開発の成果を社会に活かすために有益
な知識となる内容であれば良い。総論や論説は編集委員
会が、内容が本ジャーナルに適しているか確認した上で掲
載の可否を判断し、査読は行わない。研究論文および論
説は、国内外からの投稿を受け付ける。なお、原稿につい
ては日本語、英語いずれも可とする。

執筆要件と査読基準

1

6

5

4

3

2

研究目標
研究目標（「製品」、あるいは研究者の夢）を設定し、記述
する。

研究目標が明確に記述されていること。

研究目標と社会との
つながり

研究目標と社会との関係、すなわち社会的価値を記述する。
研究目標と社会との関係が合理的に記述さ
れていること。

要素の選択

研究目標を実現するために選択した要素技術（群）を記述
する。
また、それらの要素技術（群）を選択した理由を記述する。

道筋（シナリオ・仮説）が合理的に記述さ
れていること。シナリオ

研究目標を実現するための道筋（シナリオ・仮説）を科学
技術の言葉で記述する。

要素技術（群）が明確に記述されていること。
要素技術（群）の選択の理由が合理的に記
述されていること。

結果の評価と将来の
展開

研究目標の達成の度合いを自己評価する。
本研究をベースとして将来の研究展開を示唆する。

研究目標の達成の度合いと将来の研究展開
が客観的、合理的に記述されていること。

要素間の関係と統合
選択した要素が相互にどう関係しているか、またそれらの
要素をどのように構成・統合して研究目標を実現していっ
たかを科学技術の言葉で記述する。

要素間の関係と統合が科学技術の言葉で合
理的に記述されていること。

7 オリジナリティ 既刊の他研究論文と同じ内容の記述をしない。
既刊の他研究論文と同じ内容の記述がない
こと。

執筆要件 査読基準項目
（2008.01）

編集委員会より：編集方針
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1　投稿記事
原則として、研究論文または論説の投稿、および読者

フォーラムへの原稿を受け付ける。なお、原稿の受付後、
編集委員会の判断により査読者と著者とで、査読票の交換
とは別に、直接面談（電話を含む）で意見交換を行う場
合がある。
2　投稿資格

投稿原稿の著者は、本ジャーナルの編集方針にかなう内
容が記載されていれば、所属機関による制限並びに科学
技術の特定分野による制限も行わない。ただし、オーサー
シップについて記載があること（著者全員が、本論文につ
いてそれぞれ本質的な寄与をしていることを明記している
こと）。
3　原稿の書き方
3.1　一般事項
3.1.1 投稿原稿は日本語あるいは英語で受け付ける。査
読により掲載可となった論文または記事はSynthesiology
（ISSN1882-6229）に掲載されるとともに、このオリジナル
版の約4ヶ月後に発行される予定の英語版のSynthesiology 
- English edition（ISSN1883-0978）にも掲載される。この
とき、原稿が英語の場合にはオリジナル版と同一のものを
英語版に掲載するが、日本語で書かれている場合には、著
者はオリジナル版の発行後2ヶ月以内に英語翻訳原稿を提
出すること。
3.1.2 研究論文については、下記の研究論文の構成および
書式にしたがうものとし、論説については、構成・書式は
研究論文に準拠するものとするが、サブタイトルおよび要約
はなくても良い。読者フォーラムへの原稿は、シンセシオロ
ジーに掲載された記事に対する意見や感想また読者への有
益な情報提供などとし、1,200文字以内で自由書式とする。
論説および読者フォーラムへの原稿については、編集委員
会で内容を検討の上で掲載を決定する。
3.1.3 研究論文は、原著（新たな著作）に限る。
3.1.4 研究倫理に関わる各種ガイドラインを遵守すること。
3.2　原稿の構成
3.2.1 タイトル（含サブタイトル）、要旨、著者名、所属・連絡
先、本文、キーワード（5つ程度）とする。
3.2.2 タイトル、要旨、著者名、キーワード、所属・連絡先に
ついては日本語および英語で記載する。
3.2.3 原稿等はワープロ等を用いて作成し、A4判縦長の用
紙に印字する。図・表・写真を含め、原則として刷り上り6頁
程度とする。

3.2.4 研究論文または論説の場合には表紙を付け、表紙に
は記事の種類（研究論文か論説）を明記する。
3.2.5 タイトルは和文で10～20文字（英文では5～10ワー
ド）前後とし、広い読者層に理解可能なものとする。研究
論文には和文で15～25文字（英文では7～15ワード）前後
のサブタイトルを付け、専門家の理解を助けるものとする。
3.2.6 要約には、社会への導入のためのシナリオ、構成した
技術要素とそれを選択した理由などの構成方法の考え方も
記載する。
3.2.7 和文要約は300文字以内とし、英文要約（125ワード
程度）は和文要約の内容とする。英語論文の場合には、和
文要約は省略することができる。
3.2.8 本文は、和文の場合は9,000文字程度とし、英文の場
合は刷上りで同程度（3,400ワード程度）とする。
3.2.9 掲載記事には著者全員の執筆者履歴（各自200文字
程度。英文の場合は75ワード程度。）及びその後に、本質的
な寄与が何であったかを記載する。なお、その際本質的な
寄与をした他の人が抜けていないかも確認のこと。
3.2.10 研究論文における査読者との議論は査読者名を公開し
て行い、査読プロセスで行われた主な論点について3,000文
字程度（2ページ以内）で編集委員会が編集して掲載する。
3.2.11 原稿中に他から転載している図表等や、他の論文等
からの引用がある場合には、執筆者が予め使用許可をとっ
たうえで転載許可等の明示や、参考文献リスト中へ引用元
の記載等、適切な措置を行う。なお、使用許可書のコピーを
1部事務局まで提出すること。また、直接的な引用の場合に
は引用部分を本文中に記載する。
3.3　書式
3.3.1見出しは、大見出しである「章」が1、2、3、･･･、中見出し
である「節」が1.1、1.2、1.3･･･、小見出しである「項」が1.1.1、
1.1.2、1.1.3･･･、「目」が1.1.1.1、1.1.1.2、1.1.1.3･･･とする。
3.3.2 和文原稿の場合には以下のようにする。本文は「で
ある調」で記述し、章の表題に通し番号をつける。段落の
書き出しは1字あけ、句読点は「。」および「、」を使う。アル
ファベット・数字・記号は半角とする。また年号は西暦で表
記する。
3.3.3 図・表・写真についてはそれぞれ通し番号をつけ、適
切な表題・説明文（20～40文字程度。英文の場合は10～20
ワード程度。）を記載のうえ、本文中における挿入位置を記
入する。
3.3.4 図については画像ファイル（掲載サイズで350 dpi以
上）を提出する。原則は、白黒印刷とする。

投稿規定
シンセシオロジー編集委員会

制定　2007 年 12 月 26 日
改正　2008 年  6 月18 日
改正　2008 年 10 月24 日
改正　2009 年  3 月 23 日
改正　2010 年  8 月 5 日
改正　2012 年  2 月 16 日
改正　2013 年  4 月17 日
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3.3.5 写真については画像ファイル（掲載サイズで350 dpi以
上）で提出する。原則は白黒印刷とする。 
3.3.6 参考文献リストは論文中の参照順に記載する。
雑誌：［番号］著者名：表題，雑誌名（イタリック），巻（号），
開始ページ−終了ページ（発行年）．
書籍（単著または共著）：［番号］著者名：書名（イタリック），
開始ページ−終了ページ，発行所，出版地（発行年）．
4　原稿の提出

原稿の提出は紙媒体で 1 部および原稿提出チェックシー
トも含め電子媒体も下記宛に提出する。
〒305-8568
茨城県つくば市梅園1-1-1　つくば中央第2
産業技術総合研究所　広報部広報制作室内

　シンセシオロジー編集委員会事務局
なお、投稿原稿は原則として返却しない。

5　著者校正
著者校正は 1 回行うこととする。この際、印刷上の誤り

以外の修正・訂正は原則として認められない。
6　内容の責任

掲載記事の内容の責任は著者にあるものとする。
7　著作権

本ジャーナルに掲載された全ての記事の著作権は産業
技術総合研究所に帰属する。
問い合わせ先：
産業技術総合研究所　広報部広報制作室内

シンセシオロジー編集委員会事務局
電話：029-862-6217、ファックス：029-862-6212
E-mail：
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Synthesiology　Message

MESSAGES FROM THE EDITORIAL BOARD

There has been a wide gap between science and society.  The last three hundred years of 
the history of modern science indicates to us that many research results disappeared or 
took a long time to become useful to society. Due to the difficulties of bridging this gap, 
this stage has been recently called the valley of death or the nightmare stage (Note 1).  Rather 
than passively waiting, therefore, researchers and engineers who understand the potential 
of the research should actively try to bridge the gap.

To bridge the gap, technology integration (i.e. Type 2 Basic Research − Note 2) of scientific findings 
for utilizing them in society, in addition to analytical research, has been one of the 
wheels of progress (i.e. Full Research − Note 3).  Traditional journals, have been collecting 
much analytical type knowledge that is factual knowledge and establishing many 
scientific disciplines (i.e. Type 1 Basic Research − Note 4).  Technology integration research 
activities, on the other hand, have been kept as personal know-how.  They 
have not been formalized as universal knowledge of what ought to be done. 

As there must be common theories, principles, and practices in the methodologies of tech-
nology integration, we regard it as basic research.  This is the reason why we have decided 
to publish “Synthesiology”, a new academic journal.  Synthesiology is a coined word com-
bining “synthesis” and “ology”.  Synthesis which has its origin in Greek means integra-
tion.  Ology is a suffix attached to scientific disciplines.

Each paper in this journal will present scenarios selected for their societal value, identify 
elemental knowledge and/or technologies to be integrated, and describe the procedures 
and processes to achieve this goal.  Through the publishing of papers in this journal, re-
searchers and engineers can enhance the transformation of scientific outputs into the soci-
etal prosperity and make technical contributions to sustainable development.  Efforts such 
as this will serve to increase the significance of research activities to society.

We look forward to your active contributions of papers on technology integration to the 
journal.

“Synthesiology” Editorial Board
(written in January, 2008) 
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The period was named “nightmare stage” by Hiroyuki Yoshikawa, the then President of AIST, and 
historical scientist Joseph Hatvany.  The “valley of death” was used by Vernon Ehlers in 1998 when he 
was Vice Chairman of US Congress, Science and Technology Committee.  Lewis Branscomb, Professor 
emeritus of Harvard University, called this gap as “Darwinian sea” where natural selection takes place.

Type 2 Basic Research 
This is a research type where various known and new knowledge is combined and integrated in order to 
achieve the specific goal that has social value. It also includes research activities that develop common 
theories or principles in technology integration.

Full Research  
This is a research type where the theme is placed within the scenario toward the future society, and where 
framework is developed in which researchers from wide range of research fields can participate in studying 
actual issues.  This research is done continuously and concurrently from Type 1 Basic Research (Note 4) to 
Product Realization Research (Note 5), centered by Type 2 Basic Research (Note 2).

Type 1 Basic Research
This is an analytical research type where unknown phenomena are analyzed, by observation, 
experimentation, and theoretical calculation, to establish universal principles and theories. 

Product Realization Research
This is a research where the results and knowledge from Type 1 Basic Research and Type 2 Basic Research 
are applied to embody use of a new technology in the society.

Note 1 

Note 2

Note 3

Note 4

Note 5

Edited by Synthesiology Editorial Board
Published by National Institute of Advanced Industrial Science and Technology (AIST)

Synthesiology Editorial Board
 Editor in Chief: S. Ichimura

 Senior Executive Editor: m. Seto, N. Yumoto 
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 Tel: +81-29-862-6217  Fax: +81-29-862-6212
  s
 URL: http://www.aist.go.jp/aist_e/research_results/publications/synthesiology_e

*Reproduction in whole or in part without written permission is prohibited.

Message

H. Akoh, S. Abe, K. IgaraShi (Institute of National Colleges of Technology, 
Japan), K. Ueda (Hyogo Prefectural Institute of Technology), A. Etori, 
K. Ohmaki (Toyo University), M. Okaji (CHINO Corporation), A. ONo, 
A. KageYama, S. KaNemaru, T. Kubo, C. Kurimoto, N. Kohtake (Keio 
University), K. Sakaue, H. Tao, M. TakeShita (New Energy and Industrial 
Technology Development Organization), K. Chiba, E. TSukuda, H. NakaShima 
(Future University Hakodate), S. Niki, Y. Baba (The University of Tokyo), Y. 
HiNo, T. MatSui, Y. MitSuiShi, N. MuraYama, M. Mochimaru, A. Yabe, H. 
YoShikawa (Japan Science and Technology Agency)

T. Shimizu, h. tateiShi, m. taNaka, S. togaShi, Y. haSegawa, 
m. akamatSu, F. Ueda (New Energy and Industrial Technology 
Development Organization), A. Ok a da (Sumitomo Chemical 
Company, Limited), N. kobaYaShi (Waseda University), T. MaeNo 
(Keio University), m. Yamazaki (The Energy Conservation Center, 
Japan), h. taYa



−261− Synthesiology　Vol.6 No.4（2013）

Synthesiology　Editorial Policy

Editorial Policy

Synthesiology Editorial Board 

Objective of the journal

The objective of Synthesiology is to publish papers that 
address the integration of scientific knowledge or how to 
combine individual elemental technologies and scientific 
findings to enable the utilization in society of research 
and development efforts. The authors of the papers are 
researchers and engineers, and the papers are documents 
that describe, using “scientific words”, the process and the 
product of research which tries to introduce the results of 
research to society. In conventional academic journals, 
papers describe scientific findings and technological results 
as facts (i.e. factual knowledge), but in Synthesiology, papers 
are the description of “the knowledge of what ought to be 
done” to make use of the findings and results for society. 
Our aim is to establish methodology for utilizing scientific 
research result and to seek general principles for this activity 
by accumulating this knowledge in a journal form. Also, we 
hope that the readers of Synthesiology will obtain ways and 
directions to transfer their research results to society.

Content of paper

The content of the research paper should be the description of 
the result and the process of research and development aimed 
to be delivered to society. The paper should state the goal 
of research, and what values the goal will create for society 
(Items 1 and 2, described in the Table). Then, the process 
(the scenario) of how to select the elemental technologies, 
necessary to achieve the goal, how to integrate them, should 
be described. There should also be a description of what 
new elemental technologies are required to solve a certain 
social issue, and how these technologies are selected and 
integrated (Item 3). We expect that the contents will reveal 
specific knowledge only available to researchers actually 
involved in the research. That is, rather than describing the 
combination of elemental technologies as consequences, the 
description should include the reasons why the elemental 
technologies are selected, and the reasons why new methods 
are introduced (Item 4). For example, the reasons may be: 
because the manufacturing method in the laboratory was 
insufficient for industrial application; applicability was not 
broad enough to stimulate sufficient user demand rather than 
improved accuracy; or because there are limits due to current 
regulations. The academic details of the individual elemental 
technology should be provided by citing published papers, 
and only the important points can be described. There 
should be description of how these elemental technologies 

are related to each other, what are the problems that must 
be resolved in the integration process, and how they are 
solved (Item 5). Finally, there should be descriptions of how 
closely the goals are achieved by the products and the results 
obtained in research and development, and what subjects are 
left to be accomplished in the future (Item 6).

Subject of research and development

Since the journal aims to seek methodology for utilizing 
the products of research and development, there are no 
limitations on the field of research and development. Rather, 
the aim is to discover general principles regardless of field, 
by gathering papers on wide-ranging fields of science and 
technology. Therefore, it is necessary for authors to offer 
description that can be understood by researchers who are 
not specialists, but the content should be of sufficient quality 
that is acceptable to fellow researchers.

Research and development are not limited to those areas 
for which the products have already been introduced into 
society, but research and development conducted for the 
purpose of future delivery to society should also be included. 

For innovations that have been introduced to society, 
commercial success is not a requirement. Notwithstanding 
there should be descriptions of the process of how the 
technologies are integrated taking into account the 
introduction to society, rather than describing merely the 
practical realization process.

Peer review

There shall be a peer review process for Synthesiology, as in 
other conventional academic journals. However, peer review 
process of Synthesiology is different from other journals. 
While conventional academic journals emphasize evidential 
matters such as correctness of proof or the reproducibility of 
results, this journal emphasizes the rationality of integration 
of elemental technologies, the clarity of criteria for selecting 
elemental technologies, and overall efficacy and adequacy 
(peer review criteria is described in the Table).

In general, the quality of papers published in academic 
journals is determined by a peer review process. The peer 
review of this journal evaluates whether the process and 
rationale necessary for introducing the product of research 
and development to society are described sufficiently well. 
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Required items and peer review criteria (January 2008)

Item Requirement Peer Review Criteria

Research goal Describe research goal (“product” or researcher's vision). Research goal is described clearly.

Relationship of research 
goal and the society

Describe relationship of research goal and the society, or its value 
for the society.

Relationship of research goal and the society 
is rationally described.

Selection of elemental 
technology(ies)

Describe the elemental technology(ies) selected to achieve the 
research goal. Also describe why the particular elemental 
technology(ies) was/were selected.

Scenario or hypothesis is rationally described.Scenario Describe the scenario or hypothesis to achieve research goal with 
“scientific words” .

Elemental technology(ies) is/are clearly 
described. Reason for selecting the elemental 
technology(ies) is rationally described.

Evaluation of result and 
future development

Provide self-evaluation on the degree of achievement of research 
goal. Indicate future research development based on the presented 
research.

Degree of achievement of research goal and 
future research direction are objectively and 
rationally described.

Relationship and 
integration of elemental 
technologies

Describe how the selected elemental technologies are related to 
each other, and how the research goal was achieved by composing 
and integrating the elements, with “scientific words” .

Mutual relationship and integration of 
elemental technologies are rationally 
described with “scientific words” .

Originality Do not describe the same content published previously in other 
research papers.

There is no description of the same content 
published in other research papers.7

1

2

3

4

5

6

In other words, the role of the peer reviewers is to see whether 
the facts necessary to be known to understand the process of 
introducing the research finding to society are written out; 
peer reviewers will judge the adequacy of the description of 
what readers want to know as reader representatives.

In ordinary academic journals, peer reviewers are anonymous 
for reasons of fairness and the process is kept secret. That 
is because fairness is considered important in maintaining 
the quality in established academic journals that describe 
factual  knowledge. On the other hand, the format, content, 
manner of text, and criteria have not been established for 
papers that describe the knowledge of “what ought to be 
done.” Therefore, the peer review process for this journal will 
not be kept secret but will be open. Important discussions 
pertaining to the content of a paper, may arise in the process 
of exchanges with the peer reviewers and they will also be 
published. Moreover, the vision or desires of the author that 
cannot be included in the main text will be presented in the 
exchanges. The quality of the journal will be guaranteed by 
making the peer review process transparent and by disclosing 
the review process that leads to publication. 

Disclosure of the peer review process is expected to indicate 
what points authors should focus upon when they contribute 
to this journal. The names of peer reviewers will be 
published since the papers are completed by the joint effort 
of the authors and reviewers in the establishment of the new 
paper format for Synthesiology.

References

As mentioned before, the description of individual elemental 
technology should be presented as citation of papers 
published in other academic journals. Also, for elemental 
technologies that are comprehensively combined, papers that 
describe advantages and disadvantages of each elemental 
technology can be used as references. After many papers are 
accumulated through this journal, authors are recommended 
to cite papers published in this journal that present similar 
procedure about the selection of elemental technologies 
and the introduction to society. This will contribute in 
establishing a general principle of methodology.

Types of articles published

Synthesiology should be composed of general overviews 
such as opening statements, research papers, and editorials. 
The Editorial Board, in principle, should commission 
overviews. Research papers are description of content and 
the process of research and development conducted by the 
researchers themselves, and will be published after the peer 
review process is complete. Editorials are expository articles 
for science and technology that aim to increase utilization by 
society, and can be any content that will be useful to readers 
of Synthesiology. Overviews and editorials will be examined 
by the Editorial Board as to whether their content is suitable 
for the journal. Entries of research papers and editorials 
are accepted from Japan and overseas. Manuscripts may be 
written in Japanese or English.

Editorial Policy
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Instructions for Authors
“Synthesiology” Editorial Board
Established December 26, 2007

Revised June 18, 2008
Revised October 24, 2008

Revised March 23, 2009
Revised August 5, 2010

Revised February 16, 2012
Revised April 17, 2013

1 Types of contributions
Research papers or editorials and manuscripts to 
the “Readers’ Forum” should be submitted to the 
Editorial Board. After receiving the manuscript, if 
the editorial board judges it necessary, the reviewers 
may give an interview to the author(s) in person or by 
phone to clarify points in addition to the exchange of 
the reviewers’reports.

2 Qualification of contributors
There are no limitations regarding author affiliation 
or discipline as long as the content of the submitted 
article meets the editorial policy of Synthesiology, 
except authorship should be clearly stated.  (It should 
be clearly stated that all authors have made essential 
contributions to the paper.)

3 Manuscripts
3.1 General
3.1.1 Articles may be submitted in Japanese or 
English.
Accepted articles will be published in Synthesiology 
( ISSN 1882-6229) in the language they were 
submitted.  All articles will also be published in 
Synthesiology - English edition (ISSN 1883-0978). 
The English edition will be distributed throughout the 
world approximately four months after the original 
Synthesiology issue is published. Articles written 
in English will be published in English in both the 
original Synthesiology as well as the English edition. 
Authors who write articles for Synthesiology in 
Japanese will be asked to provide English translations 
for the English edition of the journal within 2 months 
after the original edition is published.
3.1.2 Research papers should comply with the 
structure and format stated below, and editorials 
should also comply with the same structure and 
format except subtitles and abstracts are unnecessary.  
Manuscripts for “Readers’ Forum” shall be comments 
on or impressions of articles in Synthesiology, or 
beneficial information for the readers, and should be 
written in a free style of no more than 1,200 words.  
Editorials and manuscripts for “Readers’ Forum” 

will be reviewed by the Editorial Board prior to being 
approved for publication.
3.1.3 Research papers should only be original papers 
(new literary work).
3.1.4 Research papers should comply with various 
guidelines of research ethics.
3.2 Structure
3.2.1 The manuscript should include a title (including 
subtitle), abstract, the name(s) of author(s), institution/
contact, main text, and keywords (about 5 words).
3.2.2 Title, abstract, name of author(s), keywords, and 
institution/contact shall be provided in Japanese and 
English.
3.2.3 The manuscript shall be prepared using word 
processors or similar devices, and printed on A4-size 
portrait (vertical) sheets of paper. The length of the 
manuscript shall be, about 6 printed pages including 
figures, tables, and photographs.
3.2.4 Research papers and editorials shall have front 
covers and the category of the articles (research 
paper or editorial) shall be stated clearly on the cover 
sheets.
3.2.5 The title should be about 10-20 Japanese 
characters (5-10 English words), and readily 
understandable for a diverse readership background. 
Research papers shall have subtitles of about 15-
25 Japanese characters (7-15 English words) to help 
recognition by specialists.
3.2.6 The abstract should include the thoughts behind 
the integration of technological elements and the 
reason for their selection as well as the scenario for 
utilizing the research results in society.
3.2.7 The abstract should be 300 Japanese characters 
or less (125 English words). The Japanese abstract 
may be omitted in the English edition.
3.2.8 The main text should be about 9,000 Japanese 
characters (3,400 English words).
3.2.9 The article submitted should be accompanied 
by profiles of all authors, of about 200 Japanese 
characters (75 English words) for each author. The 
essential contribution of each author to the paper 
should also be included.  Confirm that all persons 
who have made essential contributions to the paper 
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Book – [No.] Author(s): Title of book (italic), 
Starting page-Ending page, Publisher, Place of 
Publication (Year of publication).

4 Submission
One printed copy or electronic file of manuscript 
with a checklist attached should be submitted to the 
following address:

Synthesiology Editorial Board
c/o Website and Publication Office, Public Relations 
Department, National Institute of Advanced 
Industrial Science and Technology(AIST)
Tsukuba Central 2 , 1-1-1 Umezono, Tsukuba 
305-8568
E-mail: 

The submitted article will not be returned.

5 Proofreading
Proofreading by author(s) of articles after typesetting 
is complete will be done once. In principle, only  
correction of printing errors are allowed in the 
proofreading stage.

6 Responsibility
The author(s) will be solely responsible for the 
content of the contributed article.

7 Copyright
T he copy r ig ht  of  t he  a r t icle s  publ i shed  i n 
“Synthesiology” and “Synthesiology English edition” 
shall belong to the National Institute of Advanced 
Industrial Science and Technology(AIST).
 
Inquiries:

Synthesiology Editorial Board
c/o Website and Publication Office, Public Relations 
Department, National Institute of Advanced 
Industrial Science and Technology(AIST)
Tel: +81-29-862-6217  Fax: +81-29-862-6212
E-mail: 

are included.
3.2.10 Discussion with reviewers regarding the 
research paper content shall be done openly with 
names of reviewers disclosed, and the Editorial Board 
will edit the highlights of the review process to about 
3,000 Japanese characters (1,200 English words) or a 
maximum of 2 pages. The edited discussion will be 
attached to the main body of the paper as 
part of the article.
3.2.11 If there are reprinted f igures, graphs or 
citations from other papers, prior permission for 
citation must be obtained and should be clearly stated 
in the paper, and the sources should be listed in 
the reference list.  A copy of the permission should 
be sent to the Publishing Secretariat. All verbatim 
quotations should be placed in quotation marks or 
marked clearly within the paper. 
3.3 Format
3.3.1 The headings for chapters should be 1, 2, 3…, 
for subchapters, 1.1, 1.2, 1.3…, for sections, 1.1.1, 
1.1.2, 1.1.3, for subsections, 1.1.1.1, 1.1.1.2, 1.1.1.3.
3.3.2 The text should be in formal style. The chapters, 
subchapters, and sections should be enumerated. 
There should be one l ine space before each 
paragraph.
3.3.3 Figures, tables, and photographs should be 
enumerated. They should each have a title and an 
explanation (about 20-40 Japanese characters or 10-
20 English words), and their positions in the text 
should be clearly indicated.
3.3.4 For figures, image files (resolution 350 dpi or 
higher) should be submitted. In principle, the final 
print will be in black and white.
3.3.5 For photographs, image files (resolution 350 dpi 
or higher) should be submitted. In principle, the final 
print will be in black and white.
3.3.6 References should be listed in order of citation 
in the main text.

Journal – [No.] Author(s): Title of article, Title 
of journal (italic), Volume(Issue), Starting page-
Ending page (Year of publication).
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6巻2号
研究論文
視覚障害者のための音による空間認知の訓練技術
−リハビリテーション現場での実用化に向けて−
生体分子の分離法でカーボンナノチューブを分離
−大量・安価な金属型･半導体型CNTの生産を目指して−
セラミックカラーデータベースの構築
−30数万点の釉薬テストピースのデータベース化と活用−
業務用ビデオゲーム表示技術の変遷
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大陸棚画定調査への挑戦
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論説
英国における大学評価の新たな枠組み：Research Excellence Framework
−最近の日本の研究評価の状況との比較−
報告
研究・技術計画学会第27回年次学術大会での講演
構成学（シンセシオロジー）の論文分析による技術の社会導入に向けた方法論

シンセシオロジー　総目次

6巻1号
座談会
Synthesiology 発刊5周年記念座談会
科学・技術・イノベーション時代の新しい研究方法−基礎的研究における構成的アプローチについて−
研究論文
高効率SOFCシステムによる分散型発電の実現に向けて
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光ファイバ広帯域振動検出システムの開発
−FBGセンサを用いたひずみ・AE同時計測技術−
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編集後記

シンセシオロジーは発刊当初から、「構成学の考え方は普
遍的なものであるので、投稿については産総研に限定するも
のではなく、外部からの投稿を歓迎する」というスタンスで
したが、発刊の経緯や認知度の制約もあり、外部投稿はなか
なか期待したほどには増えていないというのが実情です。こ
の状況を打破しないと、本誌の未来もないという危機感もあ
り、シンセシオロジーの裾野を拡げるために、編集委員会に、
積極的に産総研以外の方に参加していただこうという取り組
みを始めました。その結果、巻末のリストにある通り新たに
住友化学株式会社、独立行政法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構及び慶應義塾大学から数名の方のご協力を得るこ
とができました。ご多忙な中、シンセシオロジーのために時
間を割くことをご快諾いただいた新メンバーの皆様に、この
場を借りて御礼を申し上げます。

さて、この外部委員リクルートの際に、当然のことながら、
シンセシオロジーとは何かについて初めての方に説明しなけ
ればならない機会があり、あらためてこの雑誌の性格を的確
に伝えることの難しさ、自分自身がどこまでコンセプトを理
解できているか、について考えさせられました。私は「通常
の学術誌では、何かを発明・発見したことそのものの価値を
主張するのに対し、シンセシオロジーは、どのようにしてそ
の発明・発見にたどりついたのかというプロセスとそれによ

りどのような社会的価値を創造したのか（あるいは創造しよ
うとしているのか）を主張するところに特徴がある。」と説明
しましたが、果たしてこれが標準的な回答かと言われると、
首をひねる方もあるかもしれません。発刊の趣旨や、創刊号
の吉川先生の論文に回答はあるわけですが、簡潔な表現で分
かりやすく説明しようとするとなかなか難しく、つい余分な
形容詞を重ねたくなってしまいます。

こうした観点から見ると、今回の座談会の内容は非常に興
味深いものがあります。慶應義塾大学SDMという、従来産
総研とおそらくほとんど研究上の交流がなかった組織が、シ
ンセシオロジーの考え方に共鳴して、積極的に投稿していた
だくに至ったのはなぜか。その答えが発言の中に凝縮されて
いるように思えます。また、先生方の経歴を拝見すると、慶
應義塾大学の中での純粋培養というケースは皆無で、企業や
研究機関、他大学等を経て慶應義塾大学SDMに来られてお
り、シンセシオロジー的なものの見方というのがどのように
して醸成されるのか、バックグラウンドの一つを垣間見る気
がします。ひるがえって見ると、産総研の研究者は、出身大
学は別として、他の組織の経験者が圧倒的に少ないので、今
後は外部人材の導入や人材交流をもっと積極的に行う必要が
あるように感じました。

（編集幹事　立石 裕）
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